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林業はその特質のために，会計論の適用に限界があり矛盾をもっ.今日においては，林
業会計研究は，一般的会計理論の単純な適用ではなく，独自の会計理論と会計基準の設定
という新たな段階を必要としていると考える.
この研究は，ここ半世紀にわたって行なわれた林業会計研究に一段階を画すべく，従来
の会計理論，会計基準の適用の限界と矛盾を解明しつつ，これを克服する新たな基準とし
ての長実体基準ーを提起し，これを中核として筆者独自の林業会計論を展開したものであ
る.
この研究は，林業各界多数の御支援を得，とくに東京大学大学院(修士・博士課程)在
学以来御指導をいただいた林学の島田錦蔵教授，倉沢博教授，扇田正二教授，平田種男教
授，筒井油夫助教授，会計学の江村稔教授，津曲直射助教授，農業経済学の金沢夏樹教授
の諸先生，また，この研究に対して，御協力いただいた山形大学沢田和博教授，安田三代
人教授，東京大学大石泰彦教授，中央大学飯野利夫教授，上智大学損重博教授，野村進行
博士，新潟大学石黒富美男教授の諸先生，さらに常に御鞭達をいただいた多くの研究者に
対して深く謝意を表する次第である.
なお，本論文は東京大学審査学位論文である.
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第 1章 わが国における林業会計論の変遷
わが国における林業会計研究は，明治以降において， 日本資本主義の生成発展のもどで
の林業の展開過程と相関連しつつ，簿記論段階から漸次会計論段階へと発展してきた.
しかし，林業の特質の故に，会計論の適用には限界があり，現代においては，林業の特
質と深くかかわり合う独自の林業会計論への展開が求められていると考えられる.
そこで，わが国の林業会計論の流れのなかから，過去の主要な研究成果を分析し，それ
らのよってたつ会計観と会計基準にもとづき，その理論の系譜を整序分類し，その限界と
矛盾を探りながら，これが打開を試みてきた筆者の研究について，その歴史的理論的位置
づけをおこない，筆者の研究上の態度と立場を明らかにしたい.
S 1 わが国では，荘園・封建時代にあっては，主として幕藩による林地領有のもとで，
森林の維持・管理がおこなわれ，明治以降において，土地私有宣言 (明治2年)，土地永代
売買解禁(明治5年)，土地官民有区分(明治 6-13年)などの一連の私有権確立過程を経
て，はじめて法的に林地所有制度が確立し，森林の私有化が進められたりのである.
明治以降，土地官民有区分をめぐる固と地元との対立を残しながら，漸次，国有林，御
料林などの官業的林業と，高利貸資本，商人資本などの林地集積による地主的林業の発展
がみられることになり，さらに，こうした比較的大規模な林業展開の対極では，入会林野
などの特殊な慣行形態を残しながら，小規模な所有による農民的林業が展開されることに
なった.
このような特殊な発展過程のもとでは，商工業のごとく一般的普遍的な発展として株式
会社制度をとるのとは異なり，前近代的な生産関係を内包した森林所有・経営として，特
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殊な展開を遂げることになったのである.従って，商工業におけるごとく，資本制企業の
存在，その資本循環の態様を容易に見出すことはできず，その経営方法においても，厳密
な資本計算をおこなう慣行が成立しえず，むしろ，中世以来の伝統的慣習的な取引記録・
簿記方法などと変らぬ単式簿記，あるいは，金銭物品出納|院などの方法をおこなう段階で
推移してきた.
~ 2 わが国の林業会計研究は，かかる現実を背景として，当初は林業簿記論をもって出
発した.
まず，国有林野事業2)3)においては，版籍奉還と土地官民区分以降，政府歳入出見込会
計表(明治6年)，各庁作業費区分及受払例則(明治9年)，作業費出納条例(明治10年)，森
林資金制度(明治19年)，会計法(明治22年)等，政府の財政会計制度の整備に従ってその
会計方式が改訂されたが，明治32年に至り，森林資金特別会計法の制定により，不要存置
林野の売払によって得た資金を，森林資金として積立て運用することが決められ，この資
金は，国有林野事業特別経営事業の財源として，その事業の終了する大正10年まで存置さ
れた.
一般の国有林野事業については，一般会計の範域で扱われ，昭和22年に，企業会計方式
をとり入れた特別会計制度が確立されるまで，官庁会計での歳入歳出計算としておこなわ
れた.従って，この段階では，官庁会計式簿記の適用による現金主義的経理が会計の本筋
をなしていた.
また，大規模森林所有・経営においては，収支計算を主に，財産計算を併用するという
財産法的な静態計算の段階にとどまり，小規模森林所有・経営においても，その多くは農
林家であるから，農業，兼業および家計の全体の流れのなかで，包括的にとらえられざる
を得ない情況のにあり，とくに過小農にあっては，簿記自体の慣行がなく，それ以前の段
階にあったといえよう.
~ 3 しかし，こうした動向のなかで，資本主義経済の発展は，国際競争の激化を深めな
がら，独占段階へと進むに従って，貨幣価値変動という新たな事態に当面するに至った.
この段階で，経営の立場からは，第1に経営資本ないし経営資産の価額をいかに客観的に
とらえるかということ，第2に経営再生産維持のための費用評価をいかにおこなうべき
か，この 2点から，伝統の静態論の矛盾と限界の克服として，新たな動態論への転換がは
かられることになった.
この結果，資産計算における動態化の方向，すなわち，貨幣価値変動会計で主張される
修正原価主義，購買力資本維持の観念が生まれ，動態会計論の立場から，資産計算法にか
わる損益計算法，総額法から純額法への転換などがおこなわれた.
このような時代の要求をうけて， 1938-1940年(昭和13-16年)に国有林野事業特別会
計制度の研究が，農林省山林局を中心として開始されることになりの，一般会計から独立
した企業会計方式による制度改正が検討されの，その成果は1947年(昭和22年)の国有林
野事業特別会計法として結実した.
~ 4 このような現実の流れに立って，わが国の林業会計研究は，林業簿記論段階から，
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漸次，林業会計論への転換を遂げることになるのである.
その初期の段階では，イギリスの公益事業にならって，育林生産の会計研究に“複会計
方式"の導入をはかったのが，井上利雄氏7)であった.これによれば育林生産について次
の2つの段階を考え，それぞれの段階に応じて次の方式による処理を提唱した.すなわ
ち，①林木蓄積造成過程 ⑧林木蓄積達成過程(造成後)とである.
①では，生産の基盤形成のための投資として，原価主義にもとづいて，育林投資など資
産化して処理する.⑧では，保続をなしうる蓄積を形成し，それを“固定資産立木蓄積"
勘定として把握し，これを基本として，資産の維持修理をはかりつつ恒常的に成長量を獲
得し，それに見合う収益によって，生産の維持と利益の確保をはかるべく処理することが
妥当であるとした.
S 5 この研究にひきつづいて， ドイツの林業会計研究における新たな動向 戸ckles)， 
K. Abetz9)らによる企業会計方式の導入ーを引きついで，これを最も対照的に展開したと
考えられるのは，野村進行氏10)島田錦蔵教授11)であった.
前者は，林業経営に対して購買力資本維持思考を適用し，実務的には恒常在高法という
棚卸資産会計法を採用して，企業会計に準じて会計処理の方法を定着させようとした.
後者は，林業生産の本質を「年々の成長Jに求め，内輪な評価(低価時価主義)を原則
としつつ，資産価額の変動に合わせた会計処理をおこなう方向を提示した.
両者とも，量から価値への転化をはかるという点において同じであるといえるが，前者
は会計概念としての購買力資本維持に主力をおき，あわせて蓄積維持をはかるという企業
会計方式に重点がおかれているのに対し，後者は，あくまでも資産保持という会計主体の
主観的価値判断に重点をおき，単式簿記から複式簿記への生成・発展のなかから，統一的
に林業簿記論の発展をとらえ，資産管理に方法論的重点をおいて展開していた点は，前者
と全く対照的な研究態度を示したものといえよう.
S 6 こうしてわが国における林業会計研究は，資本主義経済の生成・発展のもとでの変
動に影響されながらも，他方では林業の特殊な経営情況をふまえつつ，農林家についての簿
記論的研究，国有林野事業を中心とする会計論的研究などの併存的展開のうちに推移し，理
論的実践的な多くの限界のなかで，模索段階を出ぬままに戦後の研究段階へと継承された.
戦後における林業会計研究は，会計論展開上の種々の制約にも拘らず，従来のふ静態、
論ミの方向から漸くも動態論ミの方向へと拡大転換をなすにいたった.
資本主義経済全体の発展は，戦後の経済復興期を経て，独占段階の回復とともに急速に
高められた.ここに至り，貨幣価値の変動が継起し，資産価額の再評価，経営再生産のた
めの費用評価の必要性など 2つの面から，動態論への展開がすすめられ，インフレ会計，
貨幣価値変動会計の立場から，資本維持論，経営維持論などが登場した.
以下，戦後における林業会計研究の流れにそってその展開の全容を明らかにし，その相
対的関連のなかで筆者の到達した研究の位置関係を明らかにする.
なお，この位置づけにおいては，その基本的視点を，実現主義，形成主義という林業会
計研究における基本的会計認識の比較対照せなかにおき，この両者との相対的関係を基軸
として位置づけをおこなった.
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本来，林業会計研究の如く，特異な対象にかかわる場合には，実現概念，形成概念につ
いて，これをいずれかに限定するこ とに困難があるが，諸説を構成する主たる思考上の基
盤について分析をおこない，その結果にもとづいて，実現概念にたつのか，形成概念にた
つのかを峻別し，位置づけをおこなった.
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的研究
立本資I所の成長噌価過程の分析を
主主礎 として、原価と rli価(ともに
時flHi主義) の対応関係のなかで、
実現可能なネッ ト概念の純価値成
長 (利益) を把握する理論を提唱
このための立木評価曲線法を提起
(原価と市価の転換経昭!.)
'1尼鉱 1965(S 40) 
価値成長 ・ I円f~Î由経現行の問題点
林業経済、 Vo¥.17.No.12
???????????????????、
。
? ?? ???????
???
?
??
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石黒富美一!)} 1966 (S 41) 
育成林業の会計学的研究
育成林業における会計学的として、
生産基準を主 として、林木価値成長
山総il、にもとつく方法を主張
福 I"¥J克也 1967(S 42) 
林業経営の成果測定にl刻する基礎的研究、山形大学紀要(農学) Vol. 5 
No.3 
実現概念、形成概念の統一 と結合を指lul
し、 実 体概念にもとつく 「実体基準」 を
設定。実現概念、形成概念などの会計基
準の適用限界を解明し、 「災 体基準」 に
よる新たな林業会計方式を提H昌。
実体計算方式=実体側ifuiu11線i去の展開。
藤原 信 1968(S 43) 
林業における会計的測定、林業経済、 Vol.21 No.7 
A.A.A企業会計原則のR世論に準拠
して、林業経営 に適用する 。
拡張された実現概念のもとで購買力資
本維持を主張。
沼田善夫 1967~1970 (S 44~45) 
林業損益計算における資本維持にWIする一考察
林業経済、 Vol， 22 ，No.10 
里子村、篠田理論 を中心とした批判的検
討。 とくにその立木蓄積評価論と資本
維持論の問題性の指摘に特段の重点、が
おかれている 。
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1968~1970 R;¥ I，)J克也
(S 43~45) 
林業会計の基礎理論、ほか
会計基準、会計概念の林業への
適用の限界1"1と再検討の必要伯
を論ず。林業経営の主体的構造
の特質からくる会計方式の特質
と相互関連性について検討。
財務指標 (財務比率)の適用の
限界性の指摘。
国手J:f'Hf事業特別会計での災維
分析と恒常布市υ‘の矛盾性と 1:月
足lit'l:の砲!論的検討
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以上の変遷に示す通り，林業会計研究の流れは，林業簿記論より林業会計論への発展を通
じて，実現主義と形成主義との分流を生み，相互に関連，対抗しつつ存在してきた.筆者
は，実現主義と形成主義との対立のなかで，こうした会計基準の本質的検討を通じて，林
業に対する適用の限界を解明し，立木資産の特質に適合した新たな会計理論と会計基準の
創造を指向した.その結果，実現主義と形成主義のいずれか一方の適用によっ;ては解決
しえぬ矛盾を超克し，両者の結合と統ーをはかる実体基準の設定と実体計算方式の開発に
到達し得たのである.
第 2章 林業における実体基準の提起
林業における会計研究の目的は，林業の特質を前提として，これに適合する合理的な成
果分析の理論および方法を確立することにある.従って，一般の商工業における既往の会
計基準をそのまま林業に適用するのではなく，その適合性と限界について検討し，この結
果をふまえて，林業に適合した独自の会計基準の設定をおこなうところに，その存在意義
があるといえる.
筆者は，かかる観点から，林業における会計研究の到達点として，独自の基準として
の“実体基準"を提起するに至った.実体基準は，会計対象としての立木資産の特質にも
とづき，実現主義と形成主義の限界を超克し，この両者の結合と統ーをはかる基準であ
る.
S 1 工業においては，投資は一般に生産手段，すなわち特定の利潤目的のための設備，
機械，原材料の購買と，労働力の雇用による購買のためのものとに区分される.このう
ち，生産手段への投資によってもたらされる資産，とくに固定資産は，それらの使用にと
もない減価償却をおこなうのが通常である.すなわち，工業において取得される固定資産
は，減価償却によって，減耗の都度費用化され，流動資産は原価計算によって売上の都度
費用化され精算されることになっている.
これに対し，林業においても，採取生産においては，その投資ならびに設備，機械など
の資本循環過程は，工業のそれとほぼ類似していると考えられ，その経理もこれに近いも
のとして存在しうるが，育林生産は，本来所有目的，資産の運用，管理目的のためにおこ
なわれていることから，直ちに企業会計の対象となしえないうえ，更新に当って，例えば
人工林の場合，初期には苗木購買，植栽，労働投入(自家もしくは雇用)などがおこなわ
れるが，一定の手入れ，保育の期間を経過すれば，あとはほとんど自然カに依存するのみ
であり，しかも取得資産たる立木資産は，減耗償却の対象たる固定資産の性質とは異な
り，それ自体として増殖，増価する性格の資産である.従って，資源を利用するだけの資
本に対しては，それは生産対象としての単なる資源にしか過ぎないが，林地を所有ないし
保有し，森林を経営しようとす?る資本にとっては，育林生産は自然増価過程として理解さ
れ，このような特質を前提として育林生産における資産維持が，とりわけ他産業のそれと
は異なる性格をもってくるのは当然である.従って育林生産の資本循環過程を把握するた
めには，育林生産の自然生産的特質を通して，投資が迂回しあるいは増幅する機構を，投
資自体の効果としてうけとめつつ，自然増価の実態に即して明らかにされねばならないの
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である.
しかし，このためには，少なくとも，次の 6項目にわたる問題事項の解明が必要となる
のである.すなわち，
第 1.育林生産における投資と回収の時間的距離の長さ“資本回転期間の長期性"をい
かにして理解するかが問題となる. (計算期間の長期性，超長期資本計算の必要性〕
第 2.育林生産の投資の目的であり，対象物たる立木資産の“自然増価"現象は，費消
なき給付の性格をもち，工業などの設備資産の減価償却過程とは自ら異なっている.従っ
て，育林生産においては，立木資産の特質に即応した“資本循環過程"の理解が必要とな
る.(資産の自然増価性〕
第 3，森林の所有目的は，財産管理意識にもとづくものであって，それ自体としては必
らずしも企業目的によるものではなく，そのため多くの場合，静態的な財産計算にとどま
っている. (財務管理意識の停滞性〕
第 4，市況による価格変動が激しく，安定価格水準による資産評価は不可能で，販売価
格についての予見性に乏しい.(価格変動と経営管理指標の不安定性〕
第 5，収益あるいは利益の内容を構成する要素は複雑であり，育林生産では，育林を支
える林地の地代，育林資本の利潤の同時追求がおこなわれ，採取生産では，採取に投下さ
れた資本の利潤の追求がさらにおこなわれている.育林生産では立木価格に対する育林原
価，採取生産では素材価格に対する素材原価(資材価こみ)などのそれぞれの対抗関係の
なかで損益分岐点の把握と極小費用極大利潤が追求される.時には育林生産と採取生産と
が相互に利潤を相殺し合うという関係も生じ，両生産を一貫した合理的な利潤の形成が求
められる. (利益管理の限界性〕
第 6，立木資産は，生産手段としての性格をもっとともに，生産物としての性格をも
っ.この両者の区分はむづかしく，それ自体として一本化している資産であり，既存の資
産観念を超えており，資産本質観にかかわる問題を提起している. (資産の二元性〕
これらの特質の故に，工業会計，企業会計における一般原則を単純に適用しでも限界が
あり，これらの特質を包摂しつつ，その矛盾を解消しうる独自の新たな会計基準の設定が
必要となるのである.
~ 2 経営主体についてみると，育林生産では，林地所有とそのうえでの森林の経営とは
一般に不分離=結合の性格を示しており，現実の林地所有構造上の複雑な階層関係が，林
地所有，森林経営の複雑な態様とその類型を生むにいたっている.
大規模所有には，在来型のものと，移植型のものとがあり，在来型の所有には，依然と
した伝統的地主経営的色彩の濃いものと，資本制的企業にやや接近した性格のものとがあ
り，移植型のものの多くは，商業・工業資本，金融資本などが，林地所有と森林経営とに
進出してきたものである.これらの多くは大規模経営であり，雇用労働に依存した経営を
おこなっている.
中規模所有，小規模所有などは，農地所有，農業経営を含めその一環としてそれらと結
合した形で林地所有と育林，あるいは育林と採取経営をおこなっている.
これらのものが，いかなる簿記形態，会計形態をと っているかについては後述(cf.第
4章第4節)したが，会計対象として共通するものは，立木資産という特殊資産の処理と
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評価という点であり， “立木資産会計"はまさに林業会計における基盤をなすものであ
る.この特殊な資産についての会計認識をふまえることによってはじめて各経営主体のそ
れぞれの目的に適合した利潤追求ならびに利潤計算の機構を成立させ機能させることが可
古色となるのである.
~ 3 林業にかかわる会計，簿記の展開は，林業の特質とその所有，経営主体の階層性な
どを反映して，きわめて，多様的多元的におこなわれている.
会計，簿記の系譜をみると，当初は家計を主体とした単式簿記からはじめられ，小規模
所有 ・経営の農家簿記の発展とともに備蓄財産としての所有，管理に位置づけられてきた.
大規模私有，生産森林組合，財産区などの比較的大規模な経営，協同生産形態の経営に
おいては，出資者，債権者などの利害関係者に対する何等かの報告義務から，収入支出計
算をはじめとして，労力の雇用，収益の配分，資産の合理的管理などの視角からも漸次財
務上の合理的な方法12)13)が要求されることになり，施業の準保続的段階の達成，継続的な
所得造出の可能性の深まりとともに，経営における stockと flowの経理，就中立木資
産の経理についての合理的な方法の選択が迫られている.こうした会計実務の経験14)のも
とに，新たな会計慣行が確立されることにより，これらの経営においても，将来，近代的
資本維持観による財務管理の展開可能性が生まれるものと考えられる.
その他，大規模な産業資本による経営，あるいは国有林野事業のごとき，公共性の濃い
経営などにおいては，前者では商法，税法などの定め，出資株主，債権者などに対する報
告の義務，経営の財務分析15)の必要性などから，また後者では特別会計法の定めによる国
民への報告義務，経営自体の“企業的に運営"16) している状況と財務内容の把握の必要性
などから，企業会計方式の適用もしくは準用をおこなっている.
このように，小は農民的所有・経営から，大は産業資本などの所有・経営にいたるま
で，会計 ・簿記の展開はきわめて多様的，多元的である.さらに，共通した資産保持的観
念じ特殊資産処理の会計展開とが特色をもつのである.
これらの前提的基礎のうえに，林業における投資過程をいかに把えるか，その成果の性
格をいかなるものとして認識するか，さらにそれらの認識のもとでの林業の経営管理基準
の設定をいかにおこなうか，それらが，林業の価値増殖過程・自然増価過程を会計理論の
立場にたって解明するに当たっての基本的課題であるといえよう.
~ 4 この問題の解決のためには，立木資産の特質を明らかにし，これに対応する会計認
識と会計基準の設定をおこなう必要があろう.
そのためには，従来の会計諸基準の適用について再検討を加え，新たな分析理論および
分析基準を創造する必要があると考える.
立木資産は通常の資産と性格が異なり，生産活動のための手段としての性格をもっとと
もに，生産物としての性格をも有している.長期にわたって経営において生産機能を果
し，立木という具体的，可視的な実体としてとどまる限りにおいて有形資産の性格をも っ
た固定資産であり，同時に，販売を目的として生産され在庫されている点において棚卸資
産の性格をもった流動資産である.こうした特質から，一般の商工業を対象とした資産分
類の適用では限界があり，立木資産の成長変化のすべての態様を把握することは困難であ
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り，独特の資産として位置づけられるべき性質のものといえよう.(cf.第3章第3節)
このような特殊資産の存在を前提とすると，林業における，会計概念，会計基準の適用
には少なからず限界がある.すなわち，一般の商工業を対象とした会計基準としての実現
主義は，長期の自然増価過程における立木資産の実体とその成長とその成長変化の態様を
完全に把握しえず，形成主義，就中，工事進行基準については，林業はその成立要件を十
分に満たしうるとはいえない.(cf.第4章~第 6章)
さらに生産のために投下された原価については歴史的原価主義に依存することの限界が
あり，長期にわたった投資を管理し，しかも再生産のための資金をも準備するためには，
特別の経理方法が必要とされるのである. しかも，生産物としての立木資産の成長段階に
適合した販売可能性について，時価主義に適合した客観的な会計情報をも同時に与えるも
のでなくてはならないのである.
こうした条件を統一的に解決するためには，従来の会計基準にもとづいた会計方法によ
っては十分にその目的を果しえないものと考える.そこで，本論文においては，前述の条
件を満たし，統一的に林業における実体価値を把握し，実体価値概念を確立するために，
“実体基準"を提唱する.
これは，従来からの一般会計における既存の基準の枠内での林業に対する基準の適用で
はなく，新たな基準の設定として，既存の基準の限界を超克することによって，より有効
な会計情報の獲得を意図するものである.
以上の観点のもとに構成した“実体基準"の内容は次の通りである (cf.第7章第1節)
①販売価格基準…・・売買時価
⑧購買価格基準…・・現在原価・再生産原価(歴史原価から現在原価・再生産原価への
転換)
このように，この基準は，①主⑨の相互流動する緩衝的中間段階，①と②の概念の結合
段階に位置づけられる.同時にこのことは，実現概念と形成概念の単純な適用と対立を排
除し，両概念の限界をこえるべく新たな統ーをはかるものである.
林業においては，その最大の neckは， “生産の流動過程中間段階"にある立木の“成
長・増価過程"とその生産の“長期性"にある.従って，林業における会計認識の中心は
育林生産過程におかれなければならず，一元的な観念の適用は困難であって，真正の価値
を表わしえない.成長にともなう立木資産の形成・発展の段階に即応した“段階的認識"
“多元的評価"が真正の実体価値と実体維持に接近しうる適正な方法と考える.
そこで原初原価累積→原価修正段階→市価 (時価)への展開に即応した評価方法の確
立，評価観の移行が必要となり，評価転換点、を設けて，転換処理をおこなうことが妥当で
あると考える.しかし，これらの転換も一元的に基準を変更するということではなく，常
に inputと output(可能性)とを明確に認識せしめ，会計情報としても，客観性を失な
うものであってはならないという原則を守るものとしての処理たるべきである.
そのために次の勘定を設け， input， outputの相関性を明らにしつつ，全体としては，
実体価値を表示すべきものとする.
① 立木育成勘定(育林原価により構成し，原価の継時的累積を基礎とし，原価要素の
価格変動に対しては，原則として時価で評価替する.従って，原価累積を基礎とする
current cost (現在原価)の性格をもっ.評価替による差額は“再生産維持積立金勘
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定"として積立てる. (原価節約分と考えてよい)ことになる.)
② 立木増価勘定(立木育成勘定をこえる立木資産勘定の額を転換点以降，当該勘定で
計上する.立木資産は，市価基準の正味販売可能価額によ って評価するから，立木資
産勘定は，予想、販売収益価格を意味し，かかる観点からは，純増価は育林の current
costをこえる currentな育林の実現操業利益であると考えられる(実現可能利益).
当該勘定は“立木評価替勘定"または“未実現増価勘定"として処理する.
①+⑧=立木資産勘定を構成する.
~ 5 実体基準の具体的実践的会計形態については，経営主体についての様々の発展段階
に応じた対応が考えられなくてはならない.
小規模所有・経営は，農家簿記論の段階にあり，この範障で，価値増殖経理がおこなわ
れ，林業にかかわる所得も混合した所得構成のーっとして処理されている現実である.こ
のなかで，実体基準は，投資原価の把握と，販売可能時価の把握によって，有効な資産管
理を実践することを可能としよう.
大規模所有 ・経営では，漸次，経営の発展にともない企業的 entityが確立し， 資本制
的企業会計方式の適用が追求され，いわゆる“動態論" “時価評価論"としての接近が求
められることになろう.実体基準は，こうした要請に対し，その多元的な評価能力によ っ
て適応し，有効な会計情報を提供することが可能となろう.
このように変動的な資本主義経済の発展・展開のなかで，林業における新たな会計基準
としての実体基準は，林業における経営主体の統一的基本的な会計基準として有効に機能
し，具体的実践的な会計形態を通じて，その定着化が可能となろう.
第3章林業における会計測定の基礎概念
第1節会計測定における基本的視座
~ 1 会計の目的は，個別資本の運動を，価値的・計量的に把握し，いかなる機構のもと
で，資本の投下 ・回収，利潤の形成，実現がおこなわれるか，その実体を解明するところ
にある.従って，測定の対象は， “資本循環"過程としての，資本投下過程，資本機能過
程，価値実現過程における資本の変動，財貨，用役の変動におかれる.
資本投下過程では，資本の調達が，自己資本によるか，他人資本によるかによって，
“資本" “負債"の区分が生まれ，資本機能過程では，経営活動のための“費消財"資産
の取得がおこなわれ，さらにその費消によって，価値実現過程における新たな給付価値，
用役価値としての“給付財"資産が生み出されるのである.
資本の制度としての会計は，経営維持に必要な措置を前提として，資本に対する利益分
配可能性を測定するための手段であるから，その表示形式，表示内容に相異はあっても，
本質的に“利潤計算"たることに変りはない.
従って，会計においては，基本的に，経営活動における投下資本と回収資本の差異，費
消価値と給付価値の差異などが，測定の基礎となるのである.
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~ 2 このような観点にたてば，購買過程を通じて経営に購買された“費消財"資産につ
いては，まず“購買価格"基準に従って評価するのが原則であり，歴史的原価が起点であ
る.貨幣価値の変動を生ずれば， “投下資本"の実質的回収のために購買力原価が意味を
もち，再生産維持のためには個別物価変動にもとづく現在原価 (currentcost)，再調達原
価，再生産原価などが意味をもつのである.これに対して， “費消財"資産の生産過程で
の“機能"の後，生み出された新たな給付，用役については(生産の一定の段階を達成し
た半製品，生産を完了した製品などについては)， “給付財"資産として，仮りに商品生産
の段階にあったとしても，客観的に検証可能であり，量的な表示可能性がある限り，市価，
すなわち，“販売価格"基準による評価をおこないうるのである.これによって，換金価値，
収益実現可能性が明らかとなり，有効な会計情報として活用しうるようになるのである.
結局，会計においては，実現収益の予想、のうえに，これに対応する今日および将来への
費用が測定され，これらの対応計算にもとづいて損益が決定されるところに本来の機能が
あるといってよかろう.
~ 3 “給付財"資産を“販売価格"基準によって評価する場合には，損益計算との関連
で，形成基準(生産基準，工事進行基準など)がとられる.この基準は，いくつかの基礎
的前提条件のもとで適用され，多くの場合，期間収益の適正化，平準化のための形成(未
実現)収益の認識に当って採択されるのである.
しかし，こうした場合における“販売価格"基準採択は，適正な期間損益の把握のため
の手段としておこなわれているのであって，当然販売価格"基準の対極には，“購買価
格"基準の期間費用の対応がおこなわれている筈なのである.従って， “販売価格"基準
による資産評価に当っては，資金理論による特殊計算を除けば，何らかの“購買価格"基
準による費消原価の対応を客観的に明示する方式を考えておかなければならないといえる
のである.それが，会計論としての損益計算 systemを破壊しないための配慮なのだと
いえよう.
経営活動においては，本来，資本の機能化と価値実現とは，一本的におこなわれており
個々に無関連にあるのではない.従って，会計論では，両者を有機的な全一体として把握
し，両者に固有な諸基準について相互関連的に結合せしめる原理を追求する必要があると
考えられるのである.
~ 4 しかるに， R. J. Chambersは17)，会計情報の客観性を，資産の現在換金価値にの
み求払全面的な“販売価格"基準を提唱している.これは現在価値による資産総額と負
債総額との差引計算による差額(資本)の実質的な増減による期間損益の認識を意味し，
「利益とは，資本における実質的な増大すなわち購買力の増大である}8)と定義することに
よって純財産増加"利益概念を与えている市場価格以外のいかなる基礎も虚構への
依存を意味している.それらは便法であり，やむを得ない最後の手段であるかも知れない
が，また誤り導く可能性も秘めているものであるJ19)としており，市場価格以外の資料を
推論もしくは転嫁として拒否しているのである. しかし，このような“販売価格"基準の
みに偏する欠陥も同時に免れがたいのである.すなわち，その主な点は「データの高揚の
みを重視しすぎて，分配可能利益の算定ないし再生産資金の確保などの重要な側面を埋没
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させてしまったJ2日)ことにある.
また，換金価格，転売価格による評価のために， r有形固定資産の減価償却なども，期首
と期末の転売価額の差額J21)のなかに埋没させてしまい， しかも「両時点聞の転売価額の
差額は，正確には減価償却相当分だけでなく，需給関係からもたらされる価格変動や陳腐
化による減価などの結果J23)をも総括して包含することになり，原因分析のための会計情
報たり得ない欠点がある.
S 5 会計が利益分配可能性に対して情報を与え，原因分析に対し情報を与えるために
は，実現給付価値に対する“購買価格"基準の currentcostの役割を否定することはで
きない.従って，資産の評価についても，一元的に“販売価格"基準や“購買価格"基準
の適用がきまるのではなく費消財"“給付財の段階や性格に応じた基準の採択や，時に
は， “販売価格"基準と“購買価格"基準の両方の報告をおこなうなどの多元的多様的な
対応によって，資本の機能している実体，価格形成している実体を有効に表示しうる会計
systemをっくり出すことが重要であるといえよう.
会計情報の本来の機能は，客観的事実に即したありのままの資料の提供によって， “資
本循環"の mechanismを明らかにし，経営における諸活動相互の因果関係，影響関係を
分析するために適合した状況を創造するところにあり，資本主義経済の発展によって，“資
本"が量的質的に転換し，矛盾を内包するに至れば，その実体を反映した topologicalな
表象作業が益々強く求められることになるのである.
S 6 確かに，近年における会計理論の展開には，こうした対応現象が顕著に現われ始め
たといえよう.古くは動態理論にはじまり，資金用役理論，時価評価理論，情報理論につ
ながる一連の動きは，論理的に必らずしも一貫性が認められるとはいし、切れないにせよ，
まさしく，伝統的な“資本計算"に対する挑戦であることに変りはない.
これとともに，資本維持観にも大幅な変化がみられ，購買力資本維持と実体資本維持な
どの実践的領域での接近，共通的問題意識の形成など，相互関係の再評価が痛感されるに
至ったのである.また“経営意思決定"の統一 systemのもとでは会計情報の新たな位
置づけがさらに必要とされるに至ったのである.今日より将来において， “資本計算"は
いく度かの原点回帰をくり返しつつも，趨勢的には，Wr次，本質的な離脱を含めた変革を
迫られる公算が大となったといわねばならないのである.
“資本循環"の今日的な解明のためには，会計認識の基準としても，経営の“実体"に
即した，また経営の“環境"の影響を導入した多元的評価をなしうる自由度の高いしかも
統一的な会計基準を創造する必要があると思われるのである.従って，そこでは，少くと
も， “購買価格"基準と“販売価格"基準の長所を生かした採択を可能とする新たな統一
的 systemが生み出されなければならず，両基準からの情報が，客観性をもちうる限り，
ともに利用されることが経営情報として有効と考えるのである.
S 7 経営における価値認識は，根源的な費消価値と給付価値の二元性に立ちながら，そ
の両者を全く対立した概念として把えるのではなく，両者を一定の因果律のもとに，機能
化から価値実現への変換として，費消価値から給付価値への変換として把えるべきものと
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考えるのである.従って，そこでの会計は，経営における経済的資源の実体とその変動に
もとづき，一定の因果連鎖にみちびかれる価値の認識と評価をおこなう system として
性格づけられるのである.こ こでは，経営主体の支配のおよぶ領域における経済事象を
“本体"として，その貨幣数量化，情報化を“写体"とする識別関係，伝達関係を会計の
機能としてc10seupさせることになるのである.
価格概念は，人間行動の二元性たる 「犠性を払うということと効益をうるということp3)
の二面に発し，これが財に変換されて，まさしく「効用と不効用との両面」切によって把
えられることになるのである.
この財の価値概念は， 1時間の流れの二元性(過去と未来)や物の増減の二元性に基づい
ているJお)のであり，効用と不効用の二元性を時間的，空間的な実体概念として包括して
いるのである.従って，かかる観点での利益の概念は，時間的，空間的な実体概念として
の“効用差分"に求められ，効用差分は因果連鎖のもとでの経営成果を意味することなる
のである.
~ 8 会計においては，その計量技術としての性格の故に，財の“効用差分"はその表示
に当っては貨幣計量としての貨幣差分に変換されることになる.これは，客観的表示機
能，表示尺度としての“貨幣"を媒体としてその根源にある“効用" “不効用"を表現す
るための変換であり， このための「評価 (valuation) というのは因果網を本体とすると
ころの写体P6) であり，本体そのものではない. しかも，対象としている因果網には 1(1)
因果網のなかの要素の不可分性 (inseparability)，(2)特定の要素の獲得・処分に関する因
果網の多様性 (multiplicity)，(3)時間の経過に伴う因果網の不安定性 (instabilitY)J27)が
存在し，会計方法の完全性には少なからず限界がある.
思うに，会計は“本体"たる経営の経済事象の実体，効用 ・不効用の差分実体を基礎的
前提として把え，これに対応した最近似的な“写体"としての貨幣計算的機能を果すとこ
ろにその本来の使命があると考えられる.従って，会計での評価方法は経営における経済
事象の事実， 実体を内容とする“事実的因果網"に即するか，あるいは，これに最も近接
した“仮定的因果網"にもとづくものでなければならないということになる.
~ 9 このよ うな観点から“購買価格"基準の評価では， 歴史的原価による評価は事実的
因果網より生じた評価といえ，現実に取得された事後での評価を意味し，これに対応する
“販売価格"基準の評価は，実現価額による評価であり，現実に販売された事後での評価
を意味するのである.これに対して，実現可能などの将来生起することが予想される事実
についてとか，現実に生起したかどうかが十分に確認されない事実については，類推によ
るほかなく，類推仮定によって予想上の事実的因果網をつくり，このような事実に近似す
る代替的因果網のいくつかのなかから最適なものを選択しなければならないのである.“購
買価格"基準においては， current ∞st，再生産原価による評価があり，“販売価格"基
準では，実現可能価額によ る評価があるのである.
確かに歴史的原価と実現価額による評価は事実的因果網に基づいている点で，再調
達原価や実現可能価額による評価およびその他のすべての評価方法に比べて，実証性と確
定性をもっているJ2R)ことを否定しえない， しかし，因果網自体が，不可分性，多様性i.'
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不安定性をもっている以上，ただ一つの評価方法，たとえば歴史的原価主義だけがすべて
において妥当するわけではない.
会計の実証性は f(1)主体の支配下にある財が認識できること， (2)財が無差別性に基づい
て数量化されること，および(3)財の変動が交換という形で区分されること J29)などによっ
て確保されればよいのであって，この前提のもとで，予想される多数の経営活動を把握処
理するために必要な措置がとられなくてはならないのである.
従って事実的因果網とそれに接近した因果網にもとづく評価方法を選ぶ限り，歴史的原
価，実現価額， current cost，再生産原価，実現可能価額などの選択は最少限許容されて
然るべき，範囲と判断される，しかも.評価は価値の二元性にもとづき，効用差分の貨幣
差分への変換を可能とするものでなくではならないのである.
po このような構想、に導かれる“会計測定"は，複式簿記を起点とする“資本計算"の
伝統性を継承しながらも，究極においては，その限界と矛盾を超克しうる新たな“会計測
定"を目指すものである.この新たな“会計測定"は， “環境"条件の変化に対応する経
営行動の実体を反映するものであり，あらゆる有効な計量的情報を統一する機能と性格を
そなえ，経営意思決定に有効に作用するものでなくてはならない.今日において， “会計
機構"は，総合的な経営情報機構のなかの一部を構成するものであり，効用差分の貨幣差
分への変換という固有の機能において，多元的多様的な経営の諸機能を認識し評価する
toolとしての役割りを果しうるものたるべきものである.
また，経営の本質を，生産活動を営み，かつ自律的に運動し成長する能力をもった組織
体と認識し，あらゆる利害関係に優先して，利害調整の基礎をなす経営自体を維持すべき
ものと認識するならば，経営の成果は，経営全過程を通じて生産のために費消される価値
の測定と，獲得される価値の測定によ って，すなわち， 効用差分を実体的基礎とする貨幣
差分への変換によって把えられねばならないのである.
会計測定の根源たる効用実現性，効用可能性は，効用を生む資産(資源)の機能と実体
によって裏づけられる.従って，その貨幣差分も，資産の実体的価値を表わすものとして
変換されねばならないのであり，それは，評価基準としての貨幣的尺度の適正化を求める
とともに，資産の実体的価値を客観的に評価し表示しうるものでなくてはならないといえ
よう.このような条件を満しうる会計測定によ ってこそ，真の実体維持を全うすることが
できるのである.
このような会計測定の特質は， 第一に経営に投下された“資本"について，同一交換力
での貨幣数量的維持を含めた，生産活動に投入された財貨・用役の能力を継続的発展的に
維持しうる再生産的実体維持，すなわち，経営の“購買力維持"にあり，第二に経営の給
付・用役能力を保全し，給付 ・用役を継続的発展的に維持しうる給付的実体維持，すなわ
ち，経営の“販売力維持"にある.結局，この経営の“購買力維持" “販売力維持"の両
者を統ーして，経営の“生産力維持" “実体維持"が達成されると考えるのである.
第 2節 資産認識の基礎概念とその評価基準
~ 1 会計の特質は，その測定に当り 「数知れない多くの経済財の中でどれが主体の支配
下にあるかを認識し，次に財を分類し各種類ごとに加法性および無差別性をもとにして数
量測度を定義して財を測定し，最後にどの財とどの財が交換されたかを認識するJ30) とこ
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ろにある.さ らに，その客観的表示方法として“複式簿記"に依拠している点も特質の 1
つである.
分類的複式簿記においては 1(1)資産の総額およびその変動を認識し， (2)それらを二つ
の異った方法で分類する能力がなければならないJ31)のである.すなわち，借方での資産
分類，貸方での equity分類が基本となり，資産の増分，減分が変動に従って記録される
のである.資産は財の物質的性質，機能によって貨幣性，非貨幣性，有形 ・無形，固定・
流動資産などに分類され区分されるのである.これに対し，因果的複式簿記においては，
分類的複式簿記のもつ二つの能力のほかに， 1(3)増分と減分とを因果関係によって結びつ
けると U、う能カがなければならないJ32)のである.すなわち 分類的複式簿記において
は資産総額の増分，減分はおのおの独立に取り扱われ，複式簿記の二元性はそのおのおの
の増分，減分を二つの分類方法にかけることによって生まれるJ33)のである.これに対し
て因果的複式簿記においては分類は一つの観点のみからなされるが，増分と減分とを
因果関係よ って結びつけることにより二元性を生じる J34)のである.
複式簿記は，経営資産の変動，価値の変動を増分と減分という因果関係で把握し，借方
は増分として，貸方は減分として整理するところに本来の機能がある.従って，通常，資
産は，借方概念として分類され，資本の機能形態，価値実現形態と して把握されるのであ
る.
~ 2 この資産に関する概念は，会計の発展につれて変化を遂げてきた.会計は，本来，
資本の利潤追求のために目的意識化された技術であるから，資本主義経済の発展段階に対
応してその性格が規定されるのは当然であり，同時に資産の概念にも変化が見られたので
ある.
資産は慣習的伝統的に，請求権の対象として，利潤獲得の手段として，未だ回収されざ
る支出として把えられた.
資産を請求権の対象として把える立場は， 20世紀初期のイギリス会計士会計学，信用会
計学での静態会計理論， ドイツ商法の一分野としての貸借対照表論などに現われ，資産を
負債を支払う能力あるものとして位置づけている.これは資産と負債とを一括して財
産 (Vermりgen)なる上位概念を形成し，資産をもってプラス財産，負債をもってマイナ
ス財産と して，両者の差額をもって純財産 (ReineVermりgen)J35) とする理論のもとで
説明されたものである.
会計は，資本主義の初期の段階では，企業の資本主 ・所有主のためのものであり，勘定
記録の本質は，個人的な投下資本の価値発生 ・増械を示すものとして把えられていたので
ある.従って，会計は資本主 ・所有主の所有する財産の管理と取引，所有純財産の変動の
測定と分析を主たる目的とした.
その意味において， F. W. Cronhelmの勘定方程式論， Thomas Jonesの二組勘定理
論 Kurzbauerの在高勘定 ・成果勘定説など，いずれも， 資本主・所有主の資産独占性
を背景とするものであったといえよう.資産はまさに，資本主 ・所有主の私的請求権の対
象と考えられていたのである.
伝統的な会計理論が主として資本主のためのものとして存在してきた段階では，資産は
単に資本主 ・債権者などを満足せしめる清算価値としての性格をもつものであったが，か
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かる proprietarytheoryは，やがて資本制企業の発展，株式会社制度の発展によって，
資本主などの特定個人の人格的支配から独立した企業それ自体を認める立場が現われるに
至って大幅な変化を遂げた.これが企業 entitytheoryである.entity theoryには二
つの方向があり，第ーは，伝統的な資本主理論の修正，もしくは対立した形での代理人説
の方向，第二は，企業それ自体を独自に認識する entity論の方向とであり，いずれも会
計認識の主体が単なる所有主・資本主の所有から分離していく点において共通した立場に
立っている.
S 3 株式会社制度の発展は，所有と経営の分離を早め，有価証券市場の発展とともに，
株式所有自体の流動化も加わって，株主と企業との関係はより非人格的物質的なものとし
て進行した.かくして，企業における資産はすべて企業自体の利潤獲得のための手段とし
て認識されるに至ったのである.企業 entitytheoryにおいては，資産は entityの財産
であり，すべての負債・資本は差別なく entityの資本の源泉と考えているのである.
すなわち資本主主体論にしたがえば，資本は資本主の出資であり，負債は単なる消
極財産にすぎない.しかるに，企業主体理論においては，資本とは，その源泉の如何をと
わず，この場合，企業に活動する財産の合計金額136)を示すことになるのである企業
主体理論においては，資産と費用とはすべて利潤獲得手段という j37)共通の範障に包含さ
れており，それは「経営活動に直接寄与する場合には活動用役としてJ38)把握され経
営活動に対する直接寄与が一時繰り延べられる場合には潜在用役としてJ39)把握されるの
である.このような解釈に従えば，資産債権者を満足させるような負債支払能力を示すも
のではなく，まさに「一定用途費消されることを待機している生産的支出j40)であり，資
産と費用の相異は一定用途に費消されるときの相異にすぎず，特定単位の収益と関連して
決定されるものなのである.これは未だ回収されない支出の勘定141) unrecovered 
outlays accountの概念に相当するものである.
Littletonは，企業 entitytheoryを「回収勘定Jに集約して，経済用役を二つに分け
r(1)はじめ売手が獲得し，ついで買手に渡された特定用役の部分(2)営業自体の給付した用役
に対する補償部分J42) とする販売(収益)は買手に引渡した経済用役に対して買手より
支払われた補償J43) と考えるなど，企業の原価観念を強調し，原価を特定の収益単位と結
びつけることによって利益を追求する立場をとっている.従って資産は明らかに“費用"
範障に属せしめられることになるのである.
H. Nicklischは，経済学における capitaland capital goodsの概念を援用しつつ，企
業をそれ自体として独立した活動体であるとの前提のもとに，資産を「経営における財の
組織内容およびその活動機能144)を示すものとして定義づけ，経営を財の組織による「生
産活動体J45) 企業はその財務組織体J46) として把えるに至ったのである.
Schmalenbachは，動的貸借対照表論において，貸借対照表の内容を給付，費用，収
入，支出の 4項目より把握せんとし給付はその結果として必ず収入を持ち来すもので
あり，収入なき給付，支出なき費用は成立しないJ47) という前提のもとで収支結合説を主
張した.彼の場合「給付が同時に行われた場合(例えば費用の発生と同時に支出があった
場合)には資産も負債・資本も生じないJ48)のであり給付の一方が発生し，他が発生
しないときに，初めて貸借対照表項目が生ずるJ49) ことになる.彼の理論は現金を基礎と
714 
林業における会計基準と会計測定に関する基礎的研究一一一福岡 145 
する収支結合説ともいうべき性質のものであるが，収支の対象とする現金を基本とするた
め一般の会計概念においては最も重要な資産の一科目であるとみられる現金を解釈の
範囲から除外し，孤立させた 150)ことは最大な欠陥であったと考えられる.
資産の概念は，やがて，産業資本段階から金融資本段階への移行，独占化の過程の進行
と相前後して，費用動態論，企業体理論の登場によ って変化を遂げることになった.この
段階においては， 資産を単に財の組織として把えるのではな く，その資産のもつ給付・用
役能力に認識の焦点をあて，経営維持の観点、から資産概念の再検討を加えることになった.
~ 4 この段階では， C. E. Spragueの「総ての資産は前もって与えた用役の化体であ
る.換言すれば，資産とは受取られるべき用役の手持高であるJ51) とする定義や， ]. B. 
Canningの「貨幣であらわされた将来用役あるいは貨幣に転換可能な将来用役J52)とする
定義が生まれた.また， W. ]. Vatterは，用役可能性概念を提唱し資産とは将来にお
ける欲望充足を用役可能性の形で具体化したものであり，かかる用役可能性は，将来これ
を変形，交換または貯蔵することができる.資産を測定するためにどのような手続きまた
は方法が用いられようとも，資産は用役可能性としてみるべきで，有体物でも法律権でも
また貨幣請求権でもないJ53)としている. 1957年のA.A.A会計原則 (U.S. A)に
おいては資産とは特定の会計実体内において，企業目的のために用いられている経済
的資源である.資産は期待された活動に利用でき るか，またはそれに対して有効な用役可!
能性の合計である. ある資産の重要性は，専ら企業実体の目的に関連し，企業の継続性に
依存するJ54)としている. しかし「資産の価値は，その用役可能性の貨幣等価額J55)であ
り資産から採り得る用役の総流出量の未来の市場価格の合計を，確率と利子によ って
原価に換算した金額であるJ56)としながらもこのような価値の考え方は数量化のため
には限られた実際的な基準をもたらすにすぎない抽象的なものであるJ57)として「資産の
測定は普通に，いっそ う実行可能な方法によって行われるJ58)ことを強調している.
すなわち，この事実は， A. A. A会計原則においですら R.]. Chambers流の “販売
価格基準の評価方法は確立されておらず，結局， E. O. Edwards， P. W. Bell流59)の“購
買価格"基準の資産評価へとひきも どされていることを示している.つまり，W. ].Vatter 
などの目ざしている用役可能性理論は，資産評価の基本的部分において対立した二つの方
向を整序しえていない.今日の段階においては「理論的迂回をしたのみであり，用役可能
学説によって従来と異なった特殊な評価方法が生じたわけではなく.また従来のある評価
方法がとくにこの立場から正しいと立証されたわけでもないJ60)過渡的状態にあるのであ
る.
用役可能性理論における対立したこの二つの方向を整序し，統一しない限り，この理論
によって資産概念が全く統一的に解釈されているとはいえない.評価に現われているこの
不統一性が解決されない限り，将来における会計の統一的発展はのぞみえないといえよ
う.
そのためには， R. ]. Chambers流の“販売価格"基準の概念と， E. O. Edwards， P. 
W. Bell流の“購買価格"基準の概念のいずれか一方の一元的な適用により，他の基準を
拒否した会計の統ーではなく， 資本が現実に機能している形態，価値実現する形態に即応
した相互に両者が他を包摂し合う次元での会計理論の追求と確立が目標とされねばならな
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いのである.
S 5 本来，経営に投下された資本は，その投下形態の知何を問わず，実体的な生産の諸
性質に従って現実に稼動し，種々の機能形態を以て存在し使用されているのである.これ
を効用を生み出す費消財とすれば，その原因能力=生産能力の現在貨幣等価額が生産にお
ける実体価値を示すことになると考えられるのである.さらに，これから創出される新た
な給付 ・用役価値，すなわち効用となる給付財の価値=新たな社会的評価基準による現在
貨幣等価額が，新たな給付 ・用役の実体価値を示すことになると考えられるのである.
会計は，経営における経済的資源の実体価値を基礎として，その有する効用実現性，効
用可能性を，多元的価値基準(“販売価格"基準，“購買価格"基準の両者の包摂を含め)
から認識し評価し，本体としての“効用差分" を写体としての“貨幣差分"多元的に変
換しうる統一的計算 system (伝統的な資本計算 systemからの離脱，新たな実体計算
systemへの変換)を目標とすべき段階に到達しつつある と判断されるのである.
このような計算 systemにおいて，経営の資産は，まさに，給付 ・用役(能力)の実体
価値の統合体であり，効用実現性，効用可能性の統合体であるといいうるのである.
イ昔方総資産がこのような概念にもとづいて成立つとすれば，これに対応する貸方資本
は，購買力，販売力，生産力の源泉たる“実体資本"の性格をもつものであり，その資本
維持観は，伝統的な“資本計算"の次元における資本維持観，すなわち，“名目資本維持"
“購買力資本維持"“実体資本維持"“生産力資本維持"などをこえる新たな“実体維持"
観として相対的に位置づけられるといえよう.
第3節立木資産の概念とその性格
S 1 会計において資産は，資本の機能形態，価値実現形態によって，効用実現性，効用
可能性の観点から，種々に分類されている.
今日において，資産分類法として，最も広く日常的におこなわれている方法は，流動資
産，固定資産，繰延勘定の区分による方法であり，わが国の企業会計原則61)において採用
されている.すなわち，流動資産は，現金，預金，市場性を有する換価容易な有価証券お
よび棚卸資産(商品，製品，半製品，原材料，仕掛品など)ならびに受取手形，売掛金，
その他期限が 1年以内に到来する債権などであり，棚卸資産については，その取得原価
は， 実際購入原価または実際製造原価によ って決定し，先入先出法，後入先出法，平均原
価法などにより取得原価の算定困難な場合には，基準棚卸法，小売棚卸法などによる評価
基準が採用できることになっている. しかし，時価が取得原価を下回わる場合には時価に
よる評価がおこなわれている.固定資産は，有形固定資産，無形固定資産，投資に区分さ
れ，有形固定資産は，建物，構築物，機械装置，船舶，車輔運搬具，工具器具備品，土
地，建物仮勘定などであり，無形固定資産は，営業権，特許権，地上権，商標権など，投
資は関係会社有価証券，出資金，長期貸付金などである.繰延勘定は，前払費用と繰延資
産で，前払費用は未経過分の繰延で 1年以内に費用となるものは流動資産に繰入れてい
る.繰延資産は，創立費，開業費，新株発行費，社債発行費，社債発行差金，開発費，試
験研究費などである.
この分類は，資産として企業内にとどまっている期間を基準として，およそ 1年を区分
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の基準としている.W. A. Patonは，流動資産と固定資産の区分をおこなう基準として
r(1)換金'性の程度(2)企業に滞留する正常期間もしくは耐用年数(3)費用もしくは損失への転
化の割合(4)資産の技術的性質もしくは使用方法(5)事業の性質と経営の意図J62)63)などが採
択されるとしている.
S 2 有形資産と無形資産の区分は有形資産がその譲渡にあたってその物件を引渡す
のに対して，無形資産は具体的な形がなく，その評価判断が困難であるJ64) ことから生じ
ている.しかしこの区分は，単に 「物理的な形態の有無にあるというよりは，資産として
の実体を有するか否かにあるJ65) のであって，従って，そのような見解からは建設仮
勘定や売掛金は，そうした意味で有形資産J66) と解され， r法律上の権利(たとえば(特許
権，鉱業権)や事業関係(たとえば，営業権)が，一定の収益源泉となる場合，これを無
形資産J67) といっている.
~ 3 営業資産と営業外資産の区分は，企業の本来的な営業に寄与しているか，していな
いか，参加しているか，参加していないかによっておこなわれる.すなわち企業にお
いて，とくに目的とする営業活動に投ぜられた資本が，その企業内循環の各段階でとる具
体的形態J68)が営業資産であり 「現金営業債務生産要素一商品(製品)ー営業債権一
現金という循環的連鎖関係をなす資産J69) で，多くの資産はこれに属する.これに対して，
営業外資産は「営業資産から過剰になった，あるいは循環固からはずれて存在する種類lO)
であり有価証券や貸付金の形をとる長期およひ守短期の投資J71) である.
~ 4 こうした分類のほか，資産を取引資産と使用資産に分類する立場がある 72)この場
合，取引資産は，現金，預金，営業債権，短期債権，棚卸資産，および一時的投資の有価
証券等のごとく，現金交換の際に機能を果す資産で，これに対して使用資産は，設備資
産，無形固定資産，営業権，繰延資産，長期投資の有価証券，債権など企業に保有されて
機能する資産である.
~ 5 AAA1957年会計原則においては73)資産について貨幣的資産(現金もしくは現金請
求権)と，非貨幣的資産(棚却資産，工場設備資産，長期的投資および繰延項目)とに分
類している.前者は支出の手段としての資産であり，後者は支出の結果としての資産であ
る.すなわち貨幣性資産項目として表示される対象は，すでに回収されたか，または
回収過程にある企業資金で，これには棚卸資産をのぞくほとんどの流動資産項目が属す
る.一方，非貨幣性資産項目は，ひろい意味での企業の生産過程に投下された状態にある
企業資金で，これには貨幣性資産をのぞくすべての資産項目がふくまれるJ74)のである.
なほ収入額を価額基礎とする資産項目については収入時点にもとめられ，過去の収
入額を基礎とする資産項目と将来の収入額を基礎とする資産項目に分類される.それに対
して支出額を価額基礎とする資産項目については，いわゆる原価配分の原則を基準にし
て，原価配分の原貝Ijが適用性をもっ資産項目と，適用性をもたない項目に分類されJ75)， 
「物量を基準とする原価法適用資産，販売価値を基準とする低価法適用資産，および時聞
を基準とする償却計算適用資産に分類J76)される.このような定義に従えば77)78)，過去お
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よび将来の収入を測定基礎とする資産(現金，預金，売掛金などの当座的資産項目)，販売
価値を原価配分基礎とする資産(商品，製品などの棚卸資産項目)，物量品質を原価配分基
礎とする資産(原材料，貯蔵品などの棚卸資産項目)，時間を原価配分基礎とする資産(機
械，建物などの有形固定資産および無形固定資産項目および営業権，繰延資産項目)，原価
配分の対象とならない資産 (投資に属する項目)，その他繰延損失.建設利息などの貸方評
価勘定項目などの区分が生まれる.
!i 6 さて，これらの資産分類において，立木資産はいかなる性質の資産として把えら
れ，また位置づけられるのであろうか.この特殊な資産の存在こそ，林業会計をして特殊
産業会計たらしめている由縁のものである.
まず，立木資産の概念について，一般の資産分類法の基準に照応して総括的に観察して
みよう.
(I)立木資産は物理的形態をもつばかりでなく，資産としての実体を有する“有形資
産"である.
(2) 立木資産は資本循環過程において，生産要素一商品の連鎖関係をなす “営業資産"
である.
(3) 立木資産は広い意味での生産過程に投下された状態にある“非貨幣的資産"であ
る.
(4) 立木資産は現金交換の際に機能を果す“取引資産"である.
(5) 立木資産は経営内で保有され生産機能をも果す“使用資産"である.
また，広く日常概念として採択されている流動資産，固定資産との関連において検討す
ると，
(6) 立木資産は減価償却する必要のない非償却資産であり，有形固定資産 “土地"に類
似している. しかし，永久資産としての土地とは異なっている.
なお，換金化のおこなわれる期間の長短を基準として流動 ・固定資産を区分する立場か
らは， 現金化までに相当長期を要する場合には，棚卸資産としてより，固定資産に含める
ことが正しいとする見解がある.すなわち木材や煙草葉の乾燥または洋酒の醸成など
のため 2年から数10年におよぶ時の経過 (agingor weathering)を要する場合，これ
らの原材料は棚卸資産ではなく，むしろ固定資産であるJ7めとする立場である.これは，
わが国の企業会計原則で示されているように， “1年の原則"に関連した事項であるか
ら，流動を 1年以内，固定を 1年以上とする見方からすれば一応考えられる立場であると
いえよう.しかし， 反対に企業会計原則では， 注解13により，棚卸資産のうち恒常在庫品
として保有するもの，もしくは余剰品として長期聞にわたって所有するものは，固定資産
とせずに流動資産に含ませており，厳密に 1年の期間を基準として区分しているわけでは
ない.原則と運用上の幅，あるいは，資産としての機能上の理解の差などからみて必らず
しも統一見解に達しているわけではない.本来，資産の分類は，単なる形態分類ではな
く，機能分類である点からみて，資産の果す“効用"によって区分するのが妥当なのであ
ろう.
(7) 立木資産は，採取の対象という点からは一種の澗渇資産である. しかし，育林の対
象という点からは，成長資産である.
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Leakは削減耗資産， i図渇資産の概念を提起し，採取または使用によって減耗する天然
資源に投ぜられた前払費用を wastingassets， depleting assets と定義した.W. A. 
Patonは81)天然資源として，鉱物埋蔵資源，原油および、ガス資源，森林， ~魚、群，鳥獣群の
ほか，特定の条件下での果樹，樹林，養殖場および農地すらこれに含めている.
天然資源は長期にわたる原材料の stockであり抽出採取活動によって使いつくされ
てしまい，取替えのきかないような自然資源は，消耗性資産と呼ばれ 82). 原油および
天然ガスをふくむ鉱物埋蔵資源がその型の主要なものJ83) なのである.これは，資源の更
新，復元の困難性に本質をおいた概念であり，採取の対象に限定すれば立木資産もこの性
質をもち澗渇性を有する資産として位置づけられる.
しかし，鉱物，原油，ガス資源などと異なり，立木資産は，自然成長によって，期間収
穫カ増加の可能性が高められ，自然増価 (aαretion) により資産価額は上昇する， Paton 
Littletonは. I資産の増加分が，帳簿記入原価を不明確としないような方法で処理され，
その結果生じた貸方項目に明瞭な名称、が付与され，そして実現されている利益と別個に報
告されているのなら，自然増価分を注意深く推定して報告することに対して，重要な反対
意見は全く存しない」叫として，自然増価について，客観的な資産の実地再評価 (revalu
-ation) を認めている. しかし自然増価，資産の再評価を主張する Patonらの主張は，
資産管理上の必要からであり，増価分を積極的に収益として取扱う立場ではなく，処理法
としては，有形固定資産の再評価にみる Compromise法と， Freshstart法に近く，
Wixson85)的は森林の自然増価と，depletionとを組合わせた処理方法として Patonの理
論を理解している.Patonにおいては，結局，自然増価の処理は，事後の生産完了と収益
実現の際の Depletion の処理との関連でおこなわれているものであり，森林の自然増価
を未実現増価として把えている点に特徴があるのである.
採取の対象として把えられる立木資産は，採取資本にとっては，林地から分離された物
それ自体であって資源に体化された擬制資産 (fictitiousassets)J 87) に過ぎない.こ
れに対して，育林の対象として把えられる立木資産は，林地から分離される単なる物では
なく，人間労働，生産活動にもとづく生産物であり，再生産の可能な生産物である.従っ
て，立木資産の育成と保護のために投下された生産費は，開発費に準じて資産化さるべき
性質のものである.さらにその自然増価は，原価を不明確にしない方法で、客観的な測定に
もとづいて実現利益と区分して報告されるべきであろう.
(8) 立木資産は，経営活動のための“費消財"的性格をもっ“使用資産"であるととも
に，新たな給付価値，用役価値を生む“給付財"的性格をもっ“取引資産"である.
長期にわたって経営における生産機能を果し立木という具体的な実体としてとどまる
点において“有形資産"の性格をもった“固定資産"であり，同時に販売を目的とし
て生産され在庫されている点において“棚卸資産"の性格をもった“流動資産"であ
る.しかし，一般の商工業を対象とする資産分類一企業会計原則に従った資産分類の
適用では，長期にわたる立木資産の成長変化の態様をすべて把握することは困難であ
り，部分的に固定資産あるいは流動資産との類似性を把えて説明しても，すべてを尽
すことはできない.立木資産は，固定資産と流動資産の二面の性格をもった資産であ
り， “中間資産"ともいうべき位置にある.
この“中間資産"は，触媒・冷凍材料のごとさ税法上の劣化資産と異なり，増価成
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長資産である.立木資産の実体的基礎にたち，既存の資産分類にとらわれない独特の
資産として“立木資産"を分類することを提唱する.
一般の企業会計原則が適用できぬ特殊産業に対しては，独自の特殊産業会計規則が
存在しうる筈であり，立木資産もその 1つであるといえよう.
一般に棚卸資産としての属性は「開通常の営業過程で販売するために短期間保有する財
貨または用役(ロ)販売を目的として現に製造中の財貨または用役付販売の用に供されるべき
財貨または用役を生産するために短期間に消費されるべき財貨付販売活動および一般管理
活動において短期間に消費されるべき財貨J88) とされており短期間とは一年未満また
は正常回転期間(材料等の取得時から製品等が通常の販売過程で販売され，換金されるま
での平均期間)のいずれか大なる方の期間J89)とされている.すなわち棚卸資産は 1年以
内に回転し現金化され流動化される非貨幣的資産たることが原則であり，数十年におよぶ
長期性資産が，仮りに(ロ)の事項を満足し，製品，半製品，仕掛品の序列に従って該当され
うるとしても，果して真に棚卸資産として帰属しうるものかどうか疑問を禁じえない.と
くに，一般の商工業においては，棚卸資産は主として企業の流動資金，運転資金によって
調達・運用されているのであって，棚卸資産に長期の資金を滞留させることは考えられな
い.企業の流動性の指標として流動比率が適用されるのも，短期間での資金回転能力を表
示する機能をもつからである.
従って，立木資産については，90) 棚卸資産として含めうるものは，短期間に伐採される
部分だけに限定されている.この部分は，短期間に費用化される費用財として認識される
からである.それ以前の段階は含まれていない.
相続税における財産評価通達集においても，一般動産，棚卸商品(棚卸資産)と別個
に，独立して「立竹木J(立木資産)の財産評価方法が定められており 山林J (林地およ
びこれにかかわる権利関係)とも分離して取扱われている.
このように，棚卸資産ないし固定資産としての資産分類のなかで，立木資産は必らずし
も統ーして位置づけられてはいない.既存の資産概念の部分的適用にとどまっている段階
である.
立木資産を棚卸資産に分類した場合には，販売可能段階のものと，それ以前の段階のも
のとでは，実質的な差異があり，同一基準での比較が困難なうえ，二者の調整には限界が
ある.前者にあっても，漸く換金価値の測定が可能になった段階のものと，既に伐期が到
来し販売をまっている段階のものとでは， “短期間に伐採される部分"としての機能は異
なっている.後者にあっては，育成中のいわば投資期間にあり，投資の回収については，
なお長期を要する長期性資産の部分であり，棚卸資産としての観念とは矛盾する.
立木資産を固定資産に分類した場合には，立木資産の長期性資産としての性格は満足さ
せるが，販売可能な段階に達した立木資産の“商品性"とは矛盾するし，成長資産であっ
て“償却資産でない"ことによる違和性も否定できない.さらに自然増価による評価替
は，自然増価が，育林生産の結果であり，量，質ともにその素因をなしている点，本質的
に土地，建物の評価替とは性質が異なっている.
このように，立木資産に対して， 日常的な企業会計原則に準拠した資産分類を一元的に
適用しでも，完全な適合性を見出しえない.固定資産，流動資産いずれか一方に限定した
り，あるいは，その双方に分属させたりする方向ではなく，立木資産そのものに体現され
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る特質を基礎に，これを一体として包括した統一的な資産分類のための認識基準 recogn-
ition criteriaの設定が必要であると考える.その意味において，立木資産を，固定資産
や流動資産と区分して中間資産，特殊資産とし，あらゆる成長段階のものを内包しうる概
念のもとで，しかも，あらゆる成長段階のものに対応した多元的な評価基準のもとで，独
自的にかっ統一的に構成される林業会計基準の媒介により把握することが必要であると考
えるのである.
第4節 林業における会計測定の特質
S 1 林業は自然力を媒体として，森林を生産の対象として把え，これに対応する経済主
体(人間)の選択的利用を最適状態において実現せんとする生産活動である.従って，そ
の生産過程は，森林造成を主体とする育林生産過程から，立木の伐採・素材の生産・搬出
を主体とする採取生産過程までを包含すると考えられる.前者は，自然力を抽出・培養す
る森林再生のための育林技術を必要とし，後者は経済資源の開発 ・利用のための採取技術
を必要とし，後者は前者との関連において自然収奪的性格を有する.この矛盾関係を最大
限に抑止もしくは解消しうる生産活動が林業に求められるのである.
林業においては，育林生産過程では，生産の結果， “立木形態"での生産物の販売(な
いし振替)によって価値実現がなされ，採取生産過程では，立木の購買(ないし振替)に
よって生産がおこなわれ，その結果， “素材形態"での販売によって価値実現がなされる
のである.このように，林業では，立木から素材への転形を通じて最終的な価値実現がな
され，育林生産過程と採取生産過程とは相互関連的・有機的に結合すベさ性質をも ち，相
互に全〈無縁ではありえないのである.
かかる観点からみて，育林生産過程の収益たる立木販売収益といえども，現実には，素
材の生産とその販売を通じて完全に実現する性格をもち，同時に，採取生産に至らず，立
木販売にも至らぬ育林生産進行過程にあっても，利用伐期令に到達すれば，採取生産を前
提として，素材市場価格から必要な生産原価などを差引いて， “販売可能立木価格"を推
定することができるのである.これは， “育林"と“採取"の相互関連性を認める故であ
る.
S 2 林業の概念について，野村進行氏は固有的・本質的な意味における林業とは，
種植から立木売却に至るまでの生産過程を内容とするJ91)ものと理解され，林業の本質は，
「土地その他の自然カを結集して，長期間にわたって林木を育成することJ92)にあるとし，
「林業の範囲を伐出業にまで拡大することは， やがては，林業の範囲を木材商業，木材工
業にまで拡大する結果ともなJ93)るといわれている.従って伐出過程をも含む場合に
おける林業は，これをしいて区別するとすれば，広義の林業とでもいうことができるであ
ろうJ94)として判然と区別し研究の中心課題は，狭義の林業，すなわち固有林業にあ
るJ95)とし，林業経営経済を 「林木の生産を目的とする生産経済であり，一般経営経済と
等しく経済性原則にしたがって運営せらるべきものであるJ96)とする.
また「林業においては，林木獲得そのもの一生産ーが経済であり，この獲得のために採
らるべさ手段 ・方法の総体が技術であるJ97) としている.氏の概念の主体は“固有の林業"
にあり， '種植から立木販売を以て終結する林業を本来の林業としている.氏は採取的 ・鉱
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業的な林業は固有の意味での林業ではなく，広義の林業として本来の林業とは区別して扱
っている.従って両者の相互関連も明らかには把ええないのである.
~ 3 このような野村氏の見解に対して，石黒富美男氏は，さらに厳格なる規定をとり，
「野村氏の林業に対する概念規定は筆者の育成林業の概念と全く一致するJ98)とい う前提
のもとで企業概念を経済性原則によって秩序づけられた生産に関する社会的組織体と
解するならば，林業概念は更に簡単に，林業とは林木を生産し，これを販売する企業であ
るJ99) と定義できるとしている.従って，伐採 ・造材搬出のうえ販売する木材業などを，
「土地生産業でもなければ第 1次産業でもなく，それは明らかに第 2次産業であり，そこ
には育成林業がもっ特質が存在しないJ100) として関連産業の範障に位置づけている育
成林業家の中にも 自らの林木を直営事業をもって伐採，搬出している例をみるが，このよ
うな兼業はあたかも百姓が米屋を兼業している場合に似て，それはあくまでも兼業であ
り，林業本来の姿とはいい難い;かくして筆者は厳密な林業の概念として，純粋の育成林
業に限定せんとするものである.J 101) として林業の概念を育成林業自体に限定している.
~ 4 このような限定のもとでの林業経営の概念とその会計観についてみると，野村氏に
おいては林業経営とは，一つの統ーしたる意思のもとに，計画的に行はるる経済上の
組織であって，林木生産を主たる目的とする単独経済であり生産経済である.而して林業
経営も亦一般経営と同様に，経済性の原則，即ち経済合理主義の基礎の上に立つべきもの
であるJ102) としている.従って林業損益計算については 他人消費を目的とせる林業
経営に於て，最もその重要性が大となるJ103) とし林業経営が営利をその主要目的とす
るか，或ひは副目的とする場合に於て始めて損益計算の重要性が生ずるJ104) としている.
また，その対象としては林業経営，即ち保続経営をその計算対象J105) とすると してい
る保続経営に関する損益計算理論さえ確立するならば，間断経営に於て損益計算を必
要とする場合にも，それはこの理論を基礎として容易に実行し得るJ106) ものと判断し，
保続経営での方法論の確立によ って間断経営での方法論の確立へも波及的に影響をおよぼ
すことが可能であることを示唆している.
~ 5 かかる研究構想のもとで，野村氏は，保続経営たる国有林野事業を対象とする立木
蓄積経理論一恒常在高法を主体とする理論提起をおこなったのである.
氏の会計観は，立木生産を主体とする土地生産業としての林業を“固有林業"の範醇で
把えることから出発し，さ らに，対象を保続経営に限定すること によって損益計算対象を
明確化することに成功している. しかし，その対象自体に，採取 ・育林の共存関係が認め
られるに拘らず，依然として会計研究の主対象は，立木生産，とくに立木蓄積の経理，立
木の成長価の変動に注がれるのである.氏は林業損益計算に於ける損費の期間的限定
に関して最も問題となるべさ点、は，造林支出及び林道設備支出であって，その他の支出の
期間的限定に関しては，別に林業損益計算特有の問題が生じないJ107) としJ伐木 ・造材・
運搬等のために支出せられたる所謂祈伐作業費なるものの経費に関しては，林業損益計算
上特に問題となる点もないJlOめとしている.固有の林業の会計測定における究極の到達
点を立木蓄積価とその在高の過不足を主体とする蓄積経理に求めているのである.
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~ 6 野村氏が，保続経営を認識の対象として把え，間断経営については，その応用の範
囲に過ぎないと考えているのとは，全く対照的に，同じ林業概念に立ちながら，石黒氏は
全く逆の方向から会計理論を構築している点が注目される.
すなわち，石黒氏は，会計研究の出発点を 「主として中小企業の私有林(個人有林を主
とし，小規模会社有林に及ぶ)における間断的単一林分の会計方式J 109)の検討におき，
「わが国の中小規模林業においては，たとえ経営計画を有する保続的林業であっても，森
林を一つの有機体視するほどのものは少なく，個々の林分は独立の存在として認識されて
いる.このような場合にあっては，林業会計もまた個々の林分に対して間断的単一林分を
対象とする会計方式を適用し，全体としてこれを積み上げて行くことで充分であるJ110) 
としている.
~ 7 このように会計論としての構成に差異があるとはいえ，野村氏・石黒氏などの伝統
的な研究の流れに共通した点は，会計測定の対象を“育成林業"に限定し，その焦点を立
木資産，立木成長，造林支出にしぼって理論構成している点にあるといえよう.
さらに石黒氏は育成林業は農業のごとく均質ではなく，大は国有林業のような超大
規模のものより，小は農家林業のような零細規模のものに至るまで，その聞に各種の形態
が存在J lll)していること，また森林所有者の意識も一様ではなく，あるものは林業を
して近代的な企業実体となレ…・・あるものは林業を企業として家計とは分離する・・・・・ある
ものは企業意識を欠き，林木をして生産における生産手段とみれ 112)直ちに企業会計が成
り立ち得ない現実があると指摘している.
~ 8 林業会計における静態論，動態論の展開と，財産計算，損益計算の展開とが，経営
主体の変化， entityの確立と相聞があることは，筆者も既往の研究113) において確認して
いる所であるが，現実の林業において entity論をとりあげるとすれば，その対象は単に
“育成林業"properに限定されず，経営過程として育林・採取の両過程を包摂している
entityにもおよばなくてはならないであろう.entity論の立場からは，伝統的林業会計論
における“育成林業"の限定は現実の経営形態にかかわらず，会計論の成立基盤を示す性
格のものといえよう.
結局，伝統的会計論における“育成林業"の限定は，会計測定における場の限定によっ
て生じた概念であり， entity概念とは区分される概念ではないかと考えられる.
現実の林業では，育林生産過程における森林所有・経営と，採取生産過程における伐出
経営とは，性格が異なっており，前者は地代収得，後者は資本利潤追求の色が濃く現われ，
会計研究としても，その生産の特質の故に，前者は培養性にとむ生産を対象とする会計の
場，後者は採取性にとむ生産を対象とする会計の場となり，全く対照的な立場にある.
同時に，前者の多くは，経営と家計の未分離(家族的林業，家業林業)のなかで，一切
の財産，所得，家計上の取引，収支を含めたものとしておこなわれるのが通常である.す
なわち，これらは，農林家簿記の範障において取扱われ，農林家の資産の一部としての立
木資産，簿記勘定のー資産科目としての立木資産として把えられる.これは“大植物"と
して，作業級，蓄積，樹種，単価などの評価技術方法，評価価額をもとに計上されること
になる.
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また，“立木勘定"“山林勘定"とする場合には，原価主体の“静態的財産計算"として
の原始記入が出発点となり，これに漸次，動態的な価値増減の記入が加えられるのであ
る.こうしたことから，発展段階としては，総じて，いわゆる“簿記論"段階にあるもの
といえるのである.
大規模森林所有 ・経営においても，多くの場合，所得計算，資産計算が主体であり，そ
の会計観念は，所有者としての管理行動に裏づけられているに過ぎず，多くは，資産の増
減を把握するための“静態的財産計算"の段階にあり，いわゆる“企業会計"段階には達
していない.
これに対して，採取生産過程では，主として製材工業資本，木材関連産業資本の下請的
中小伐出資本などによっておこなわれてきており，それらは自ら素材流通過程と結節する
ことにより， 一般の製造工業に近似する性格をもつことになり，素材市場価格，採取生産
コスト，在庫調整などの統制，計画との関連から，中小伐出資本としての会計慣行“中小
企業会計"が発展しつつある.
しかし，総体としてみれば，林業における現実は，資本制企業における利潤計算の定式
的用具としての剰余価値計算一貨幣資本概念にもとづく企業会計を容易に成立せしめる段
階には至っていなかったし，その適用にも限界があったといわざるをえない.
多くの民聞においては，当座的な山林収益に対する課税，低簿価による資産税などの実
務に適合する程度の計算をおこなう段階であり，一般的な貨幣価値の変動は，資産一般の
評価替の形よりも，経費一般の引さ上げという再生産視点からおこなわれたのみである.
経営に沈潜した資本の固定化がない限り，動態的会計観の成立はむずかしく，間断的に
おこなわれる状況では，資産計算的な簿記的修正計算が限定となってきたことは否定でき
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~ 9 しかし，以上の条件 ・制約に拘らず， 資本主義経済の進行とともに，貨幣価値変動
の影響，個別物価変動の影響が現出しはじめ，資産価額の変化，再生産維持のための費用
評価の修正などの観点から，原価観念の危機が生まれ，簿記論，静態論の限界が漸く意識
される段階になったのである.これにより，資本維持，実体維持などの観点から，林業簿
記論にとどまってし、た研究は，林業会計論の理論的，実践的模索へと進まざるをえなくな
ったのである.この情況のもとでの，林業における簿記，会計の展開の現状を概観すれ
ばおよそ次の通りである.
I 農民的林業，小規模地主林業
E 資本的経営として独立した地主林業 ・法人経営
E 公共的経営としての固有，公有林業
群
1財産管 理 |資本維持(財産管理)
|家 計 計 算| 資産計算損益基算
|(収支計算)
|農林 家 簿記|今単 ミ s記F
i問断 経 営|保続経 営
| (準 保続経 営)
注( )内は，従たるもの
fよし、.
目
公的 資本 維持
経 営計 算
(収 支計 算)
複 式簿 記
(官庁式簿記)
保続経営
(準保 続経 営)
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このように，林業においては，その主体構造からみて，多くは資本主義経営以前の段階
にある.とく に多数の財産管理的，家計補充財的生産の存在に起因する資本計算の未成熟
段階では，容易に一般企業会計の前提とする資本循環の態様に合致すべき点を見出しえな
いのである.
S 10 経営に固定化された林業資本の定在化がなされない限り，簿記的資本勘定概念の延
長，あるいは，投下貨幣資本の回収計算などの方式すら，現実的適合性を見出しえないと
いうことになろう.投下貨幣資本額を上回わる真正の剰余の測定が，現金資産の保有の範
囲内での配当可能利益の追求と合理的な関連を以ておこないえないということになると，
林業における資本計算は，きわめて限定されたものとなるか，あるいは，特殊な場合にの
み成立つということになろう.
林業においては，経営の成果，収益には，資本利潤のみならず，地代分，労働持分など
の諸要素が包括的に含められ，経営の性格によって，その持分への利益配分方式は異なっ
ている.従って資本制企業のごとく ，出資資本が明確にその計算目的として指示されない
限り，経営の現実的態様のもとでは，出資者資本持分を前提とした純粋な資本計算は成り
立ち難い.現実には，林地資産，立木資産などの実物資産が構成の主体であり，しかも長
期産業であり，貨幣価値の変動，個別物価の変動が大きく，資本計算という場合の貨幣的
貸方的概念よりも，借方的， 資産的な実体的概念が中心とならざるをえない.従って，こ
のような財務構成上の特質によって，会計測定は，主として資産計算，価値計算としての
立場にもとづいておこなわれること になり，経営における価値実現形態，機能形態に即し
た期間的総合価値計算 ・成果計算の性格114) をもつものとして認識されるのである.
第5節 林業における会計測定の基礎対象・原則
S 1 林業における会計測定は，その自然的生産の特質の故に，特殊産業会計として固有
の領域をもつことになる.その主たる対象は，特殊な資産としての“立木資産"であり，
これを形成する生産力の増減という点にある.
従って，会計測定においては，まず，立木資産の形成=育林生産を目的とする投資過程
がその対象となる.育林生産は，林地をその基盤として成立し，林地を生産に適合する状
態に整備しながら，首木の育成，あるいは天然更新における稚樹の成育をはかる.森林に
おける施業は，立木の成長を促進し，森林における物質循環を林地と立木の最適結合状態
において実現しようとする.この立木の形成過程において，立木は自然力と人間の投資 ・
労働を包括して，経済的なものとしての成果価値を生むのである.立木はその形成によっ
て市場価値を生み，最終的には採取生産を経て， その価値を実現するのである.従って，
会計測定においては，立木の価値形成過程，価値実現過程も継続的にその対象となりうる
のである.
S 2 農業においては，生産物の培養期聞は，播種より収穫に至るまで，ほぼ 1年以内に
完了するが，林業においては 1年以内で成熟をみることはできない.立木資産の形成と
その販売に至るまでの生産期間は，純生理学的成熟と，育成投資の収益効果などの二面に
より決定される.
725 
156 山形大学紀要(農学)第6巻第4号
伐期令は一定しておらず，立木の現実の伐採は，需要側と供給側の相互関係によって決
定される.また，伐期令は，作業方法の差，たとえば，皆伐用材林作業級，択伐作業級，
中林作業級などによっても異なる.立木の集団にあっては，その個体格差，森林格差など
も存在する.作業方法の如何によっては，単木単位の作業もあり，立木形成過程における
基礎は，厳密にいえば単木単位であるとさえいいうる.しかし，通常，森林生態系は，自
然環境との関連において，一定のまとまりをもった集団的生産群を形成する性格をもち，
人為と自然の調和的な結合の場として，立木形成過程の単位をそうした生産群単位のもの，
その構成単木の集合体としてのものとして把えることが妥当であると考えるのである.伐
期令に至るまでの継続的な時間要素と，森林単位のような生産群という空間要素との二元
性にもとづいてこそ，立木形成過程の“会計測定単位"を設定しうるものと考えるのであ
る.
S 3 会計測定の場としてのそうした森林概念は既往の単なる地割概念ではなく作業法，
施業案単位として成立しうる生産の自己完結的な単位であり，そこでの立木資産を主体と
して，生産力基準としての統合，実体価値の形成・実現の統合における最小単位として認
識されうる単位なのである.これは単なる作業級というような技術的単位としてではな
く，実体価値の増減を把握しうる価値測定の単位であり，“価値級"“価値生産体"とも呼
びうる単位として位置づけられる.
会計測定において，生産群単位ごとの“価値生産体"は“本体"の単位となるものであ
り，これらの合成体，統合体が“本体統合"となる.従ってこれに対応する貨幣変換“写
体"においても“本体"の単位の変換が“写体"の単位となり，これらの合成体，統合体
が“写体統合"となる.
S 4 すなわち，生産の成果は，以上の単位について，その価値増減，実体増減に即しで
測定され，各単位ごとに事実的因果網の認識をもとに，生産経路，成長経路が把握される
ことになる.これは各単位ごとに整理された後，集団構成をなすものは，各単位の集合体
として集約されるのである.これは，大規模経営の場合には，各事業区ごとぐらいに森林
単位の集合体の構成が必要となることを意味し，このためには，比較的均質な生産，成長
経路をたどる「同質的」な単位の系列を発見することが必要となろう.この結果は経営で
は，いくつかの伐採列区によって，合目的的な質と量を集積した森林集団が配置され，育
林生産，採取生産の実体的価値的な“価値生産総合体"が構成されることになるのである.
生産の順序としては，人工更新の場合，まず伐採がおこなわれて，ついで更新の準備作
業，地搭えがおこなわれる.さらに苗木の植栽・下刈りその他の保育作業がおこなわれ，
成林後は，管理，保護を中心とする作業がおこなわれることになる.この間，立木は成長
し，利用可能，販売可能の段階に到達し，この段階において，流通価格が成立することに
なる.
S 5 このように，立木資産の形成は，きわめて動態的過程的なものであって， それ自
体，生産力の源泉であるとともに，またその結果でもある.従って，立木資産の実体構成
は，生産力の源泉としての“育林量"“育林価値"と，成果としての“成長量"“成長価
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値"よりなり，それ自体として，これらのニ元的価値は統一されている.
従って，この効用の統合体ともいうべき，立木資産の特質を前提とすると，会計測定に
おいては，第1に“育林価値"にかかわって育林生産に投入された財貨，用役の能力を，
継続的・発展的に維持するための再生産的実体維持，すなわち経営の“購買力維持"が命
題となり，第2に“成長価値"にかかわって，経営における給付，用役能力を保全し，給
付・用役を継続的・発展的に維持しうる給付的実体維持，すなわち経営の“販売力"維持
が命題となる.この両者を統一的に達成することによって，はじめて経営の“生産力維持"
“実体維持"を達成することができるのである.このような観点から，立木資産にかかわ
る評価基準としては，第1については，“購買価格"基準が，第2については，“販売価格"
基準が採択されるべさであり，これによって，時間的空間的な特質をもっ“自然生産"に
かかわる“効用差分の貨幣差分への変換"を有効におこないうるものと考える.
S 6 なお伐期令」に到達するまでの長期間の「生産期間Jにおいては施業期」を
定め，この施業期ごとに，立木資産に対する量的質的検訂をおこない，価値形成実現の把
握，生産力の増減の把握をおこなうことが必要である.これによって，将来に対する生
産・販売の展望をひらきうるからである.さらに，動態経済のもとにあっては，経営“環
境"条件の変化に関する経営情報の収集が必要であり，各年ごと，すなわち「施業分期J
ごとに同様の検訂が必要となる.あるいは，施業期ごとには，総額法のごとく， “実体価
値比較法"ともいうべき実体価値の総体的測定法を用い，施業分期には，各年の実体増価
を時価基準で測定し，これに実体的な時価原価の測定を並列させる“実体給付費消比較
法"ともいうべさ実体価値の増減測定法を用いて，施業期ごとに両者を関連整理する方法
をとることぶ必要となろう.
第4章林業収益の認識と測定
第1節販売基準の適用
's 1 収益を生産物の流れとして把え，その対価たる貨幣の流れを基準として収益を認識
する115) のが実現主義の立場である.就中，販売基準においては，立木が販売されること
がなければ，収益を認識することはないのであり，収益は貨幣収入にもとづいてはじめて
計上され，販売実現の年度に収益として正しく充当されるのである.
生産過程の進行があり，経営内部に仕掛品，あるいは完成品として立木が生産されてい
たとしても，これが販売され，社会的給付として需要を充足するのでなければ，収益の実
現とは考えない.実現主義としては最も基本的な認識基準といえるのが販売基準である.
s 2 このような実現収益116) の考え方は，どのような経営であれ，なんら矛盾をさしは
さむ余地はない.所有する立木を販売し，代金の受領によって収益を計上するということ
は収益を客観性あるものとしてとらえる最も確実な方法だからである.従ってこのような
原則のもとでは，販売実現時点で、の販売価格にもとづく当該立木売上高を収益とし，当該
立木の取得原価を対応する費用として計上することになり，その差額を以て利益とするの
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が通常117) である.
~ 3 しかし，会計基準の純粋性のみを満足せしめたとしても，適用対象の産業が長期生
産の場合に，果して実現収益を実現年度のみのものとして帰属させることが妥当か否か，
販売された立木といえども成長量Jの累積の結果であり，何年間かの生産の帰結とし
て把えることの必要性が提起されるといえよう.
また，かなり普遍的に，森林所有者としては，生産された立木が，時点時点でいかほど
の価値を有するかについて深い関心を抱いており，時価による立木資産価値に関する情報
を求め，同時に立木成長に対する経過的過程的な収益認識の必要性をも感知しているので
ある.
従って，林業における会計的な収益認識のl岐路は，立木成長をいかように把握し，理解
し，処理するかにかかっているといえよう.
また，費用の側においても，同様に長期生産の会計上の矛盾をいかに解決するかが，費
用認識上の岐路となり，たとえ，実現主義に従うとしても，歴史的原価の修正という転換
を厳しく求められるととになるのである.
すなわち，販売基準をとっても，長期の貨幣価値変動に対して原価主義をとるのでは，
十分な再生産資金を確保することは困難となるのであり，原価に関し「特定の安定価値基
準をもって名目貨幣数値を修正し， … ・・単一計算尺度に統ーした数値による会計計算J118) 
をおこなう必要があるのである.
第2節工事完成基準の適用
~ 1 長期工事 (例えば大規模土木工事)の場合のように，育林生産を把え，その分析に
時間的基準を導入するとすれば 2つの方法がある.その第 1は実現主義としての工事完
成基準であり，他は形成主義としての工事進行基準である.
第 1と第2の基準はいずれも，長期間にわたる生産の収益を認識するための基準であ
り，育林生産のような長期生産への適合性は当然検討の対象とされて然るべきである.
工事完成基準119) は，本質的には給代引渡基準であり， 工事の完成引渡しによって収益
を認識する立場であり間断経営Jに適用される場合には，販売基準と全く 同様の結果
をもたらすといってよい.なお，これが「保続経営」のごとく継続的な伐採がおこなわれ
るような経営に適用される場合には多数工事集合の効果四)を生じて，結果的に工事進行
基準を採用したのと同様の効果をもたらす場合も考えられる.しかし，毎年，ほぼ平均し
た工事完成=伐採を，現実に期待することは，ほとんど不可能であろうから，多数工事集
合の効果を普遍的な原則として採用することは現実には考えられない.
~ 2 たしかに，令級配置 ・蓄積の法正的な森林を集合した場合などは，前述の状態に近
いものであり，保続経営を構成する個々の森林(立木)は，伐期を工事完成点とする長期
生産とみなすことができ，この場合，森林単位には，それ自身一個の f間断経営」ともみ
られ，保続経営はまさにそれらの集合体としてみなすことができる.しかし，これらは特
定の厳正な条件があってはじめて成り立つことであって，建設 ・土木工事などと異なり，
厳密に工事進行基準と一致するケースは林業ではかなり稀だといわねばならない.林業の
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ように，条件の均質的でない生産においては，こ うした基準の適用はきわめて困難である
といわねばならない.このような幾何的情況を前提とする統制は，森林生態系への適用に
対しては慎重でなければならない.
第3節目収基準の適用
S 1 立木の販売においても，回収基準の適用は同様に行なわれうる.これは，商取引の
慣習においては，ほぼ主体をなす方法であり，立木のごとく伐採後における素材管理が困
難な物件では，殊更に重視されている.
立木の販売による引渡しで，立木の売上収益を認識する立場は引渡基準であり，実現過
程の最終段階たる現金の回収をもって売上収益を認識するのが回収基準であり，このいず
れをとるかが決定されなくてはならない.かりに，前者をとれば，立木の引渡しさえ済ま
せれば売上収益を計上してよいということになるが，かりに，後者をとれば，現金の完全
取得がおこなわれなければ収益の認識はなく，販売しでも現金を回収するまでは，収益と
してこれを計上しないため，若干の時差が生ずるのはやむをえない.
収益認識の確実性からいえば回収基準をとるのは当然のことといえるが，信用経済の発
展した今日の経済条件のもとにあっては，十分な信用保証のある手形取引であれば，おお
むね引渡しをもって収益認識するのが通常である.
しかし，伝統的な立木の取引に当っては，立木の伐採搬出前の引渡しは，特別の延払い
契約がない限り現金決済と同時に行なわれるのが普通であって，取引の安全性，収益の安
全性のうえで，回収基準に従っているのが実状である.
第 4節形成基準の適用
S 1 形成基準は，生産過程にある生産物について収益を認識する基準である.
Paton， Littletonは，自然増価について， 121) r成長しつつある植樹林においては，販売
可能なボード・ フィ トー の量は毎期間増加し，それにつれてその森林を売って入手しうる
金額も増大する.このような資産の増加分は収益とみなされるべきであろうか」という問
題提起のもとで， 122) 「養培中の樹木については.成長期間全般にわたって収益を配分して
いる実例が若干有力である.それはいろいろな段階でその生産物を販売することがきわめ
て容易だからにほかならない」とし， 123) r自然増価 (accretionon natural increase)が
実質的な収益として報告されるべきでないといっても，この現象の貸借対照表的な観点よ
りみた現実または重要性を否定するという意味ではない.実際の資産は物的な成長過程に
よって増大しており，その金額が合理的にまた正確に測定されることも多いJことを認め
ている 124) もし測定が注意深く行われ，実現された利益と混同されないように明確に
呼称されるならば，このような増大をときどさ報告することにたいして重大な反対論は全
く存在しないJとしている.
この問題に関して，飯野利夫氏 125)は「自然増価の事実が明確に認識されるというだけ
では収益を認識測定しうる十分の条件をそなえているということはでさない.もし当該資
源について販売引渡が重要な意味をもっとすれば，その認識計上はその実現過程まで繰延
べさるべき」であるとしている.しかし 126) 立木については，それがいずれの成長段階
においても販売が可能であり，しかもその販売価額が比較的客観性をもって把握しうる揚
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合には，これを完成品とみなして，販売価格から伐採搬出，引渡等の諸費用を控除したも
のを期末資産価額として，これと帳範価額との差額を収益として計上することもあながち
不合理ではあるまい.このことは動物やウイスキー，ブドウ酒等の場合にも同様である」
としている.
不破貞春氏は， 127) r立木は一面において消耗性資産であると同時に，他面において成長
資産としての特質をもつものといわなければならない.……たとえ成長価値が未実現のも
のであるとはいえ，長期請負工事契約の場合に工事遂行の途中の各期間に工事総収益を配
分計上することがみとめられるのと同様の根拠によって，適当に成長価値，自然増価を，
一方において収益に計上するとともに， 他方において造林勘定のごとき資産勘定に加える
のが，この種企業における損益計算のたてまえではないかとおもうJとしている.
これらの諸説は概ね基本的には，収益認識における実現主義を強調し，収益測定の不確
実な場合には客観性を欠くものとして未実現収益の計上を避けるべきとしながらも，販売
可能価額を比較的客観性をも って把握しうる場合には，自然増価を収益に計上することも
あながち誤りとはいえニないとしている.
篠田六郎氏は， 128) r未実現性の収益ではあっても， 成長量の評価額，正しくは価値成長
額を収益に計土することを主張する」とし， 129) r基本的には価値成長を収益として積極的
に計上するかどうかが間顔の中心であって……成長量ないし価値成長の維持，いわば生産
力の維持こそが問題なのであるJとし， 130) r林木蓄積資本というが，それは価値成長を時
価で収益に計上する処理方法を通じて，結果的に，その減少額が回収，維持されることに
なるj としている.
飯野利夫氏，不破貞春氏は実現主義の立場に立ちながら，自然増価の収益計上の可能性
を論じているのに対し，篠田六郎氏は形成主義の立場に立ちながら，価値成長の計上を積
極的に主張しているのが対照的である.そこで，以下，形成主義が主要な根拠としている
工事進行基準についてその適合性を検討する.、
s. 2 工事進行基準131) の前提として 3条件がある.この第 1の条件は， 長期の生産期間
'というこ とである.林業は土木，建設，造船以上に長期にわたっており，なおさら生産期
間各年度に対して収益の大きさをいかにするかが問題とされなくてはならない.
第 2の条件は，最終収益額の確定であるが，土木建設業のごとき場合と比べると，林業
の場合には大さな差異がある.すなわち，前者においては，収益は [契約Jにもとづいた
「契約額j であり，最終的に確定した価額となっている.工事の進行は契約履行のための
行為であり，その度合に応じて収益を確認することは客観性をもっ.しかし，後者では販
売実現時点の市場価格によって益収が決定されるのであるから「契約」による確定額と比
べて劣る.このように「契約Jの価格によらない最終価額では，工事進行基準の要件にあ
てはまらない.また立木の場合には，一般工事とは性格が異なり，完成時点も不明確であ
る.伐採令は必ずLも契約時点によって決められていない.しかも，価格の変動の激しい
時代にあっては，価格の推定は会計の数字として使える程確実ではない.従って，静態的
な条件を前提とするのでなければ，伐採収入の推定など成立ち得ないし，工事の完成時点
も同様に成立ち得ない.契約額，契約期間の定まらない生産において，工事進行基準を適
用することは全く不可能といわざるを得ない.
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次に第3条件たる生産物の完成にいたるまでの費用(原価)の見積の確実性についてで
あるが，林業においては育林生産の作業期間と作業の中心は，比較的立木の若年期におか
れている . 地貯え，造林，下刈り，つる切，除伐を除き，ほとんど 5~6 年のうちに全工
程が終了するのが普通である.それ以後は保育のための若干の作業と，主として保護，管
理的な作業がせいぜいであり，あとは自然成長にまつのが通常の傾向である.この点から
みれば，立木価格に比して，造林費等の見込みは比較的確実に予定される可能性がある.
もとより，立地条件の相異，労賃の値上り，種子，苗木その他の材料費等の変動を考慮し
なければならないし，貨幣価値の変動をも考慮しなければならないが，技術体系に大幅な
変化のない限り，比較的単純な工程であるといえよう.しかし，生産の対象たる立木は生
物であり，非生物の構造物と異なる.建築，造船などのように，複雑な技術構造に従った
原価計算は避けられるものの，反面，自然災害による枯損などの突発事故による造林不成
績の危険性も大きく，かりに，技術的改善によって，自然枯損を最低限に抑制じえたとし
ても，費用の投下は機械的ではなく，生産時間の経過に比例して規則的に行なわれない.
生産期間の当初の部分に投資は集中し，費用基準の配分率をとれば，ほとんど成長量の
少ない，幼少部分に収益が集中されて，期間的に不均衡を生ずる.立木については仁工事
進行基準のいう費用の投下率による収益の配分は，均衡ある収益の配分とはならない.収
益，費用の配分ともに，生産の実態に適合しないという条件のもとでは，工事進行基準に
よる収益の計上は，非常に困難であって，これをとり入れるために要求される「前提条
件」の成立は容易に望みえないのが実態である.
また，工事進行程度の見積り 132)についても，工事完成率を技術的測定一一物量的測定
一ーによって決める場合には，主として立木では，蓄積，すなわち成長量が基準となるで
あろう.しかし原価補償契約Jにもとづく建設工事以外には，時間経過と原価発生と
が正比例して生じることは少なく ，立木は建設工事の進行基準と同じではない.第 1は，
時間の経過と原価の発生は決して比例的ではないこと，第 2には，原価費消を基礎とした
物量形成ではなく，自然的，時間的進行を基礎とした物量形成であること等である.生物
学的「成長曲線」に従って物量が形成され，単価も実際には成長段階によって変化レ， r成
長量曲線Jと「成長価曲線j とは必らずしも一致しない.このような点で物量基準によっ
て配分した成長価は実態と異なるものである.このような処理は，観念上のものであっ
て，現実的ではない.
93 一般の建設工事における当期収益計上額を立木に対してそのまま適用表示 133)する
と，
当期実際費用発生額当期収益=伐期総収入× 一一一一一ー伐期までの費一一一一司ー
となる.この場合には立木では異常な収益の配分を行なう結果となる.また，当初の造林
費を意図的に期聞に配分する(例えば減価償却のごとく配分する)ことは現実の育林生産
には合致しない.この配分は特定の技術体系がなければ，成立しえない方法といえよう.
9 4 アメリカ公認会計士協会のとりあげた技術的見地からする見積り 134)，すなわち当
年度までの完成工事量を求めて，それを見積総完成工事量との比率によって収益を測定す
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る方法では，物量的な基準にのみ依存して完成割合をみ合理的でない.立木の場合では.
この方法をとると，.見積総完成工事量として伐期総蓄積がとられ，当期までの完成工事量
として，当期までの成長量合計がとられ，この比率によって，完成割合たる当期に計上す
べき収益が計算されることになる.しかし，幼令木段階では，成長量は僅かであり，配分
上の収益は少なく，壮令木段階で成長量が大きい場合には収益は大となる.このような物
量基準による工事進行基準での収益は
当期収益=伐期総収入× 当期成長量
伐期総蓄積
となる.なお間伐を含めるならば，伐期総収入に間伐収入を加え，伐期総蓄積にも計算上
は間伐蓄積を含めねばならないことになる.
この方式による期間収益の配分は，伐期総収入を成長量を基準として配分するので，そ
の評価単位は伐期における単価であり，各令級別にみると，実態と合致しない単価によっ
て評価することがおきうるのである.各令級ごとの価格は，本来，市場の需要関係，商品
性によって変動する性質のものであり，伐期における単価によって画一的に統制すること
は原則的には不可能である.
結局， 立木の生産に対して， 工事進行基準，就中，技術的完成割合についての基準を適
用すると，成長量基準での伐期総収入の配分という物量基準の会計測定を行なう結果にな
るのである.
しかし，この場合でも，価格変動の要因を入れた場合には，伐期総収入の推定を容易に
なしえないことが多く，かりに，伐期総収入の推定が予測的に可能となったとしても，価
格の変動があれば，毎期の収益額は修正計算を受けねばならず，手続が複雑なうえ，既に
収益として計上した分の数年度にわたる修正を行なわなくてはならないことになる.この
ように複雑な手続を要し，しかも数次の伐期総収入の変更を繰返し実施するとすれば，評
価替と実質的に何等変らぬことになる.
従って，このような基準をとった森林が数個集合しているような場合においては，絶え
ず伐期蓄積に対する伐期総収入の変動を生じ価値的量的にその統制は混乱し，単価の変動
という点からだけでも，成長価は，既に物量的成果表示の機能すら失なわれ，単に内実を
離れた貨幣額のみを表示しているに過ぎなくなるのである.安定した単価を付加しつづけ
ない限り，物量計算との結果の一致は望み得ないといえるのである.
このような単価の変動を考慮すれば，代期総収入の推定によって， 工事進行基準を適用
し， 毎年の成長価を収益として計上するという構想は，変動的な資本主義経済のもとでは
理論的，実践的に困難なものといえよう.
工事進行基準の適用は，以上述べた通り，種々の neckをもっており，年々の立木成長
を収益として経理する方法として限界があるといわざるを得ない.仮りに，立木成長を工
事進行基準に従って計上したとしても，これに対応する期間費用の決定にも neckがあり，
長期の自然生産の経理としての有効性には問題があるといえよう.
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第5章林業費用の認識と測定
第1節費用の把握と限定
~ 1 林業経営における支出の内容は，他の産業におけると同様，成果に影響をおよぼす
内容をもった支出と，然らざる内容をもった支出との二種に区分される 135)林業におけ
る成果は，育林生産にあっては，立木の生産，蓄積の形成であるから，これに関連する支
出は，すべて成果作用的支出と考えられる. しかし，林業経営を 1回限りの事業としてと
らえ，全体計算によって，収益 ・費用を測定する目的ならば，成果作用的区分はなく，全
体としての収入・支出の差額計算により，直ちに利潤を求めればよいのである.
しかし，継続事業としての期間計算においては，期間の収益に対応するものとして，期
間の費用が認識されなくてはならないから，支出と費用の関連が問題となる.従って，通
常の場合と同様，林業経営においても，支出の分類から，費用の認識へと問題が展開され
なくてはならない.
林業経営における支出は，これを資産形成に関連する資本的支出としからざる収益的支
出と に分けることができる.この区分は，立木資産の形成に関連し経営内に残存するもの
と，しからざるものとに大別される.
~ 2 立木資産の形成に寄与する財貨・用役の費消は，植栽費 ・保育費・保護費の形で年
々追加的に行なわれる.これらは立木資産の 「取得原価」を形成する.ただし，保続経営
で恒常在高法をとる場合には，当期成長量をうむための費用として，植栽費等の育林費を
対応させる.そのような場合には，育林生産のための支出は，なんら経営内に残存するこ
となく当期の資本維持修理費として，当期に直ちに費用とされるのである.さらに間
断経営Jの場合であっても，立木価格が取得原価を上回わる程度に成長した段階に入る
と，原価を超える立木成長を収益に計上して，それに対応する費用を，その時期以降，育
林生産のための保護費などであっても，期間の費用として処理される場合もおきうるので
ある.あるいは，方法のいかんによっては，投下原価がある時点で，すべて期間費用とし
て振替えられることもおきうる. しかし，原則的には，立木資産においては，植栽(造林)
費，保育費，保護費などの育林支出が取得原価を形成し，これらが費用測定の基礎ともな
るのである.このように，林業経営における育林生産に関連する支出は，立木資産の取得
に要する支出，すなわち資産性の支出としての原価によ ってまず表示されるべさであり，
次にこれらの資産原価から，収益に対応せしめられる部分が費用化されるのが原則であ
る.
~ 3 林業経営における収益認識の基準と， その期間収益の対応においても述べたごと
く，育林支出の性格，期間費用の決定は，これに対応する収益との関連において決定され
るのである.従って，植栽費その他の育林支出額が，どのように取り扱われるかは，すべ
て収益の認識，成果計算方式のいかんによって決定されるといえよう.
この意味から，林業経営における期間費用の確定と評価は，実現主義による収益認識
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か，形成主義による収益認識によるかによって相異する.以下このような対応に従って，
その適用上の問題点について検討する.
~ 4 費用確定の研究に当たり，その前提となる更新費，保育費，保護費などの育林支出
を示すと以下のとおりである 136)すなわち，これらを費目別に整理して示そう.
① 更新費(地椿新植，播種，天然下種，商芽など)
②補植費
③ 保育費(手入れ，つる切，枝打，除伐，天然林保育など)
④ 保護設備費(防火線，歩道，山火事消防施設)
⑤砂防植栽費(植栽，補修)
⑤ 管理施業費(測量および施業案編成費，固定資産維持営繕費，減価償却費，保護費)
⑦ 土木費(林道費) 137) 
などであるが，このうち立木の直接の原価を構成するものは，①更新費，②補植費，@保
育費等である. しかし④⑤⑥⑦の諸費については直接関連あるものと，しからざるものと
の分類が困難であるが，防火線，作業のための歩道などは，育林生産においては不可欠の
支出であり，それによって立木の生産と成長が促進されるし，保護費は現地の森林(立木)
の生育状態の判断，森林(立木)に対する見まわりなど，立木の生産に直接関連する性格
のもので，立木に投下された原価として，実態に応じて原価への算入が考慮さるべきであ
ろう.なお，砂防植栽については，計算対象たる森林(立木)の生産に直接的な関連をも
っ土壌保全のための支出，あるいは立木保全のために必要な支出の場合は算入が考慮され
てしかるべきである.
~ 5 一般に企業会計では，通常，一般管理費および販売費はその発生の期間において，
費消されるものとみなして当期の収益に賦課されるのが普通であるが， 一般管理費は生産
と関連のない費用ではなく，しかも一般管理費が期間原価として処理されるのは，それが
生産に関連しない費用であるためではなく，生産との関連が包括的であり，合理的な配分
の基礎を欠く故にである.従って，一般管理費のうち生産と明らかに関連すると認められ
るものは，生産物の原価に含めまたは別個の勘定で繰延べられてしかるべきであろう.こ
れは，原則的には，生産物原価の概念が一般に製造原価の範囲に限定されるべきと考えら
れながらも，当該生産に対して明白に関連し，合理的な配分の基礎をもっ場合は，一般管
理費などを繰延べることが合理的であり，真正の原価を把握しうるからである.
製造工業原価計算制度 138)においても，製造間接費，共通管理費などは配賦基準によっ
て配賦が行なわれている.林業において育林生産に限定しても，このような配賦は保続経
営においては当然考慮さるべきであり，間断経営にあっても育林生産に関連する支出は当
然原価として算入され回収さるべきものである.
第2節 実現収益への対応
~ 1 実現主義，とくに販売基準にもとづく場合は，販売実現収益に対する原価の対応に
よって，期間利益を計算する方法が，収益・費用の最も基本的な測定方式といえようこ
れによれば，立木の成長過程においては，物量は形成されても収益は発生せず，従って，
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それに対応する費用も計上されないことになる.かりに単純な「間断経営Jを想定したと
しても，当初の更新をはじめ，保育，保護の過程を通じ，その生産期間中，一切の費用計
上はない.支出はすべて資産性の支出(資本的支出)として処理され，立木資産の原価を
形成することになる.販売可能の段階に入り販売が実現すれば，その販売の事実によって
その販売時点の属する期間において，立木売上収益として計上され，これに対応する費用
として，生産に要'した造林費，保育費，保護費などの売上原価が計上され，これらの差額
によって期間利益が計算される.期間収益は販売した年度においてのみ生じ，期間費用も
販売した年度においてはじめて生ずることになり，それまでは更新費，保育費，保護費な
どの支出があっても，費用としては認識されず，もちろん成長収益などの未実現収益の計
上もなく，通常の原価計算的な対応による計算方式が適用されることになる.
~ 2 この方式によれば，林業の収益・費用の対応は，なんら他の産業における場合と異
なるところなく行なうことができる.間断経営と限定されず，間断経営の集合体としての
保続経営をとらえたとしても同様である.各森林単位ぐらいに，歴史的 ・継続的に，更新
費，保育費，保護費などの育林投下額を取得原価として記帳し，継続的に記録することに
よって，その簿価を明示することになる保続経営」においては，販売と同時にこれら
が期間収益と対応されることになり，販売森林の原価の集計が期間費用となるのである.
a なお，森林などの状態，蓄積の内容については，評価による必要はなく，計量的に記録
されておればよい.ただし，自然災害などにより，損失を生じたときに限り，その損失が
評価されればよく ，販売実現にいたるまで期間的に収益を計上する必要はないから，年々
の蓄積価の変動に注意する労働を省くことがでさる.要は原価の確実な記帳と把握以外に
ts. v、.
~ 3 問題は貨幣価値変動に対応する処理にある.販売収益はいうまでもなく currentな
貨幣価値基準によって実現するといえるが，対応する費用は currentな基準に従ってい
るといえない.林業のごとき長期の生産事業にあっては，当初からの更新費，保育費，保
護費の投下は，既往の貨幣価値基準にもとづいたものであり，通常の場合 currentなも
のではない.従って，ことでは貨幣価値変動を加味した修正が行なわれなくてはならない
のである.と くに，価格上昇期において過大な利益を生じた場合には，再生産力を十分に
補てんしうるだけの修正原価の計上が行なわれなくてはならないのであり， 一般的貨幣購
買力の変動にあわせた原価の修正が行なわれねばならないのである.会計における一つの
限界は，貨幣価値不変の公準の存在であるが，価格上昇期に生ずる過大な利益の処理は会
計上とくに注目を要する問題である.価格上昇期には概して計算上の利益の発生があるに
もかかわらず，他方， 利益処分によって資金の不足が経験され，実質的に再生産費が保証
されないことが多い. 1回限りの事業であれば，価格変動利益を含めても，名目資本を回
収すれば十分であり，大して問題はない. しかし，少なくとも再生産を行ない，経営の継
続を目的とすれば陸路を生ずる間断経営Jであっても，再び立木を生産しようとすれ
ば，当然そのために必要な再生産費は補償されていなくてはならない.収益，費用対応の
問題として， currentな収益に対する currentな費用の対応方式が考慮されてしかるべ
きである.とくに，このことは 「保続経営Jを行なう経営体にとっては重要な問題で あ
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る.また，貨幣価値変動のみならず，経営体の生産力維持，実体維持の最低必要限度の要
求としての実質的費用補償の観点からみても，再生産力の維持のために currentな費用
の計上が必要となる.
この場合 currentな費用の計上のためには，貨幣価値の修正のうえに，さらに費用財
あるいは用役の現在の需給関係，価格関係などの要因が統一化され，包含されねばならな
い.そのためには，貨幣価値の変動率のみによる修正だけでは十分でない場合が多い.そ
のような場合にあっては，費用財自体の需給条件を加味した修正価値が求められねばなら
ないのである.
~ 4 このように考えれば，販売基準をとった場合，取得原価をもととするだけでは，動
態経済下ではなんら実質的な意味をなさないものといえる.生産物たる立木の販売価格か
ら歴史的な原価を差引いただけでは実質的な利益は得られず，さらに再生産は不可能と
なる.このためには，名目的な利益から再生産を実質的に補償する利益留保を行なう政策
とか，あるいは収益，費用の対応とは別個に，外部からの借入金に依存しなければならな
いことになる.
第 1段階としては，購買力資本維持のために，貨幣価値の修正計算，すなわち変動的で
安定d性を失った貨幣価値に対して安定価値計算が必要となる.変動的であり，不安定な貨
幣価値尺度によっては，真の経営利益は明らかにならないのである.価値変動的影響の排
除，このためには，統一的・安定的な尺度性のもとで会計測定を行なわなくてはならない
のである.また，同時に尺度の混乱から生ずる資本維持の危機をも救わなくてはならなく
なるのである.このことは，一般の商工業の場合も，林業の場合もなんら変わるところは
ない.むしろ長期の林業において重要である.
貨幣価値修正計算においては，まず一般的貨幣価値が共通尺度となり，これを基礎とし
て商品別の特殊指数が適用される.
一般的貨幣価値の変動を無視して評価が行なわれるならば，あまりにも商品的に個別化
してしまう危険性があり，それ自体，投機的な影響をうけやすくなるのである.従って，
実務的にはこの点での弊害を極力避けうるように工夫されなければならない.
貨幣購買力の変化に即応した修正を行なう場合には，次のように育林費等の原価に対し
て
名目原価×貨幣価値変動指数=購買力原価
のごとく，修正を行なうことができる.なおこれにより資本勘定の修正原価と未修正原価
には聞きを生ずることになるが，これについては価値修正勘定を設け処理することができ
る.
しかし，費用財の価格変動には，費用財自体の需給関係に原因する価格変動部分も含ま
れている.
そこで，第 2段階として，実物的に費用財を再調達するための方法が購じられねばなら
ない.
そこで，名目原価についての，貨幣価値変動指数による修正とともに，個別商品価格を
もとにして現在原価が，
名目原価×個別物価変動指数=現在原価
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として求められねばならない.このように，現在原価を基準に，名目原価との評価損益139)
が計算されるわけである.
現在原価一名目原価=貨幣価値変動+個別物価変動=評価損益
「間断経営Jにおいて，あるいは保続経営Jのうちの各森林単位にあっては，育林生
産を行ない，さらにこれを保育するに相当の年数を要するものといわねばならない.長期
の時間的ズレ，技術的条件等の相異をみると，現状の再生産原価に実際に近似した値をと
りうるかどうかは当然問題となってく る.とくに第 2次世界大戦後のように，資本主義経
済における貨幣価値変動の激しい時代にあって， しかも長期の産業にあっては，貨幣価値
変動，個別物価変動の影響は大きい.
S 5 1957年の A.A.A 会計原則の改訂140) をはじめとして，各国の傾向として，原
価の修正から一歩を進めて，新たな公準として利潤計算における費用の再調達時価基準の
計上を認める方向がでており注目されるところである.方法を大別すると(i )個別的な
再調達時価を評価する方法と， (i)個別資産ないし特定 group ごとに，歴史的原価に内
部価格指数，または外部価格指数を測定し，これを乗じて算出する方法とがある.
そこで棚卸資産は時価によって評価されるところからみて，歴史的原価の一般物価指数
による単なる修正ではなく，資産の個別的な再調達のための時価をとるものといえよう.
このことは， r保続経営」では後入先出法の適用などによっても行なうことができるが，r間
断経営j にあっては，その原価の修正はこのような新たな公準を採用しなけれ ばならな
い.この方法によれば，かなり実態にあった原価水準に修正することができるのである.
いずれにせよ，購買力資本維持のみの目的ならば，修正原価の方法で支障ないが，実体的
な維持のためには，有形的可視的な実物としての生産の確保をはかり， 実際の保育，保護
に可能なだけの資金を保証する費用を収益に対応させることが必要となろう.
~ 6 実体維持積立金 141)は， 費用直接評価法と， 積立金直接決定法のニ法に分かれる.
これらはいずれも費用の評価を再調達価格によって行なうことによって，実物的な再生産
力の維持をはかるための方法である.
立木資産を対象として，この方法を適用するに当たっては，立木資産の種類と原価の内
容について正確な情報が必要となる.すなわち，本来，製造工業における原材料， 仕掛
品，完成品などの棚卸資産は，回転率が立木に比して高く，比較的短期に販売過程に入る
のに対して，立木の場合は，長期にわたって漸進的に製造され，成長をと げていく性質の
資産であり，製造工業とは時間差があるため格段の調整が必要とされるのである.
同時に，こうした調整を受け入れるために，立木資産についての統制管理を容易にしう
る一定の類別， groupingが必要となる.
こうした groupingは，後述の後入先出法，恒常在高法などの場合にも必要となるが，
通常，森林別，樹種別，生産方法別，令級別などに行なうことが妥当である.こ うした前
提のも とではじめて， 実体維持積立金法の適用が可能となる.すなわち，この方法により
歴史的な累積としての植栽費(造林費)，保育費，保護費がすべて，現在の水準であらため
て評価されることになる.なお，この方法による費用評価に当つては，一般に期中の平均
仕入価格を基準と して採択することになっている.
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一般に，林業においては，仕入払出が製造工業の場合とは相当異なっており，製造工業
のように当期原料として仕入られたものの相当部分が直ちに生産行程に入り，当期のうち
にも，仕掛品，あるいは完成品として販売され在庫されるのとは全く異なっている.
仕入払出関係を林業でいうならば，仕入は更新すなわち，苗木の植栽と，各森林から当
期中にもたらされる成長とが該当すると考えられる. しかしこれらは，製造工業のように
直ちに払出されるということはなく，また仕入後も明確に原材料部分，仕掛品部分などと
統一的に区分することもできない.従って，林業では，通常は当期の仕入で，当期払出を
考えるということはできないのが実態である.むしろ，こうした前提を機械的に適用する
ことは妥当でないと考えられる.むしろ個別森林ごとに歴史的原価をつみあげて，販売時
に再生産原価を費用として計上することによ って，実質的に同様の効果を生むことの方が
適切であろう.
さて，原則どおりに，実体維持積立金法を適用するとすれば，ほとんど法正林型の森林
をもっ経営を想定するしか方法はないであろう.この場合には，立木資産の期首在高に対
して成長量は仕入れとなり，植栽・保育などの当期の育林投下額が，そのための仕入原価
として評価されることになる.これに対し，払出は当期販売の立木が該当し販売実現収益
となる.
費用直接評価法では，販売日の育林投下要素の再調達価格で費用を直接評価し，従来の
取得原価，すなわち育林投下額による費用評価との差額を実体維持積立金として積み立て
る.
この場合，期中の数量変化に関連してみると，
イ 期首数量=期末数量
(期中の平均仕入価格は，実際の再調達価格の平均値と一致する)
ロ 期首数量く期末数量
(増加分の仕入がなかった場合を想定して期中平均仕入価格を算定する)
ハ期首数量>期末数量
イ立木 a/c
I "D t<;， (期末1期首在高 1，000m32.-2，000 B/S，在高)1，000m32.1-2，100
成長量 100m33.ー 300 費 用 100mなー300
B/S (SER) 100 
(注) SERは実体維持積立金
ロ 立 木 a/c
I "0'''(期末1期首在高山OOmη.-2，000 B/S，在高)1，020m32.1-2，160
成長量 120/20 3.-60 費 用 100m3.-300 
¥100 3.-300 
BjS (SER) 100 
738 
B/S 
期末在高 I SER 100 
2，100 
B/S 
期末在高 I SER ，100 
2，160 
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ハ立木 a/c
期首在高 1，000m32.-2，000 
成長量 100 3.-300 
B/S (SER) 100 
(RR 20) 
B/S(聖書)9伽 32.1-2，060
費 用 120/1003.-300 
¥202.-40 
(203.→0) 
S/B 
期末在高 I SER 100 
2，060 1 ( RR 20) 
(注)RRは補充引当金.( ) 内は RR法をとった場合の変化をあらわす.
(販売量が仕入量より多い場合は，販売量のうち，期中仕入量に相当する部分だけを期中
平均仕入価格で評価し，他の部分は，貸借対照表日の取得価格で評価する)
以上のように実体維持積立金が積み立てられる.なお，このような場合，費用が高く評
価されればされるだけ，借方の S/Bの在高の価値は低くなり，費用価値が低く評価され
ればされるほど，借方の B/Sの在高は高く評価されることになる.このような反対傾向
は，費用評価が再調達価格で評価されるときと くに明確にあらわれることになるので， 高
い再調達価格での費用評価が，借方の B/S在高の過小評価をもたらし，秘密積立金をつ
くるということから，貸方において実体維持にこたえるものとして，実体維持積立金がつ
くられるに至ったと考えられる.
実体維持積立金法には，費用直接評価法(前述の方法)のほかに，積立金直接決定法が
ある.これは， 資本比較法といわれる方法であり，期首 ・期末の同一量の棚卸資産に投下
されている資本の比較によ って算定する方法であるが，結果は変わらない.ただし，前者
では B/Sに記載される額が立木勘定の費用評価の計算の結果として決定されるのに対
し，後者は B/Sにおける期末在高がまず評価され，その結果に従って，費用として利益
計算に用いられる残額が決められる という点において異なっている.
つぎに実体維持積立金について，その価格変動時における問題についてみよう.イの場
合のように，かりに期首数量=期末数量の場合であっても，価格が下落する時はこの積立
金はとりくずされることになり，さらにこの積立金がマイナスとなる場合，反対にこの項
目に該当するものがあらわれないという欠陥がある(仕訳例参照のこと).
イ 立木 a/c(1年度末)
期首在高 1，000m32.-2，000 
成長量 100m33.-300 
B/S (SER) 100 
/期末1B/S( ~~ )1，000m32.1-2，100 I在高/
費用 100m3.-300
立木 a/c(2年度末)
期首在高 1，000m32.1ー 2，100I B/S(期未)1，000m32.1ー 2，1001在高/
成長量 100~31.-100 費 用 100m31-100
B/S (SER) 100 
繰戻
B/S (1年度末)
期末在高 I SER 100 
2，100 
B/S (2年度末)
期末在高
2，000 
また，価格上昇時で期末数量が期首数量を下回わる場合，下回った分についての費用評
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価は貸借対照表日の帳範価額による限り，実体維持機能を損なうことになる.従って，こ
れに対しては，取得に要する再調達価格と帳簿価額との差を補充引当金 (replacement
reserve) として補充する方法がとられている.
この実体維持のための提案は，伝統的な会計思考の限界を超えようとする一つの試行と
して評価されるが， K. Haxは 143) 貨幣計算と並んで，完全に独立した実体計算の体系
をつくることや，損益計算を資本計算と実体計算の結合した体系にっくりかえ，そのなか
で両者がある程度同等の地位をしめるなどと考えているのではなく，実体計算は本質的に
不完全なものであるから，可能な範囲で，実体維持の要求をみたしうるように貨幣資本計
算をつくりかえるJ しか方法がないと考え，このような方法を提起したのだとい ってい
る.彼によれば，この方法は，まさに資本実体結合計算として位置づけられているのであ
る.
~ 7 費用直接評価法と関連した棚卸計算法としては後入先出法があり，収益，費用の同
一価格水準的対応を特徴としている.この方法では，期末の立木在高 Veが，期首の立木
在高 Vaと等量のときは，当期販売した立木については，その売上高を当期の収益とし，
当期の受入価額(育林費)を基準に立木の売上原価を計算し;currentな収益に current
な費用を対応させて利益を算定することができる.
また， Ve<Vaのような場合には立木資産の補充のための準備金j を設け，くいこ
みの分の帳簿価額と再調達価格との差額を補充引当金として計上し，これよりくいこみ分
の立木について，その伐跡地に対する現在時価による更新費・保育費などの再調達資金を
確保することができるのである.また，期末の数量が期首の数量を超えるときには，その
増加分に対して期末に最も近い日の購入原価または，生産の実際原価によって評価する.
あるいは当該期聞における購入または生産・取得の順序に従った実際原価，あるいは総
平均原価などの適用を行なうことが妥当であろう.立木資産においては，それぞれ技術体
系が異なり，労働の配分が異なり，作業時期も比較的，特定の季節に集中するから，むし
ろ期中の作業種類別の実際原価の総平均などを用いることが妥当であろう.
後入先出法の修正的適用としては，補充原価的な方法のほか，小売棚卸法， ドル価値法
などによって，方法上の補充が行なわれる.
I小売棚卸後入先出法J143) (retail lito method) では後入先出調整勘定J (lifo 
inventory adjustment a/c)によって， 在庫の減少，価格の下落に対応した借方記入が
行なわれている.この勘定に記入されるのは，各期末の棚卸評価額と後入先出評価額との
差額から，期首繰越の後入先出調整勘定の残高を控除した金額 「年度調整額Jであり，こ
の方法の特徴となっている.
「ドル価値法JlA4)は， U.S. Aで行なわれる方法であるが，わが国では「円価値法Jと
もいうべさ性質のものとなる.すなわち，これは期末・期首の立木資産を，同ーの価格水
準において比較し，基準価格(基準原価)によって表示する方法である.基準原価は，後
入先出法で採用した第 1年度期首の価格(原価)であり，期末の立木資産を期末原価と期
首原価で評価するこ重評価が必要とされる.これにより，基準原価による期末在高，期首
在高の比較を行ない.基準原価による期末在高札基準原価による期首在高を超えている
場合には，その超過分を当期増加分とし，累積価格指数を乗じて，当該年度の原価に還元
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し，基準原価によ って，期末在高が期首在高に満たないときには，その分を減少分とす
る.
これらの，原価主義の見地にたった数量的価値的な後入先出計算の採択は，再生産力維
持のための有効な会計方法であるといえ，今日の原価主義会計の範域においては， まさ
に，効果的な方法であるといってよかろう.
S 8 恒常在高法とは， base-stock method. normal stock method， eiserner Bestand 
Methodeなどの訳語で，生産および配給を円滑に運営して いくために一定量の棚卸資産
を常時保有していなければならないという必要から生ずる 「一定量の棚卸資産Jの在高に
関する会計処理の方法である.145) 
「一定量の棚卸資産」とは，企業の再生産再販売のために必要とされる棚卸資産の常時保
有固定量をさすが，これがいかなる内容かは，抽象的概念のゆえに具体性を欠く.従って，
具体的な把握は産業，企業の種類および主体の目的によ って異なり，企業が必要とする期
間にわたって常時拘束性をもっ.拘束性の基準は， r棚卸資産の数量が異常に低下している
時期を除き，この季節的変化の谷の平均をも って基礎量と考えるJ1的のが普通である.
さらに，この在高は価格変動にかかわりなく維持されねばならないから，単価は常時固
定されて年々の再評価は行なわず，期間損益計算の影響は極力排除されるのが原則で あ
る.
単価の決定については，当然，価格の上昇と下降は考慮されねばならないので，従来よ
り低価主義的観点から，過去の最低価格をとるように取扱われているものが多い.
次に，恒常在高法にも とづく会計処理の方法についてみると，ます期末数量が基礎量を
下回る場合は，147)次の処理を行なう.
(基礎量×基礎価格)一(不足量×期末の時価単価)..・H ・....・H ・...・H ・H ・H ・...・H ・..(1) 
(基礎量×基礎価格)ー (不足量×基礎価格)...・ H ・..・H ・-…..・H ・-…….・H ・.・H ・"'(2)
不足量x(期末の時価単価一基礎価格ト・・・・・・・・・・・・・・・・ ・・・・・ ・・・・・・・ ・・・・・ ・(3)
期末数量が基礎量を上回る場合には，種々議論があり一定せず，先入先出法，加重平均
法あるいは後入先出法などが用いられる.しかしながら，不足量については時価で補な
い，超過量については原価(基礎価格)で補なうとい うのでは，理論としての一貫性に欠
ける.すくなくとも，目的とする企業の再生産維持をはかることはできないであろう.
こうした混乱は，結局， 基礎量に対する過不足計算の consistencyの不足によ って生ず
るのであり，価格の変動期ではとくにこの方法は限界を生じやすく ，矛盾も大きいといわ
ざるをえない.
このような，棚卸資産処理に関する時価，原価の利用関係での矛盾は，他種の棚卸資産
会計の方法でも，しばしば問題を生むところであり，このこと一つをとらえても困難が多
い.棚卸資産会計の本質は取得した原価のう ち 「本来の収益に対応さるべく繰延べられた
原価の集団J (渡辺進氏)148)についての会計処理なのであり，原価の流れを基本として，
棚卸資産の原価の認識一分類ー配分対応の過程を記録，計算，報告するものである.従
って，取得原価主義会計を基点とし，棚卸資産についてすでに発生し測定され分類された
原価を一方は売上原価として損益計算書に，他方は資産として貸借対照表に計上J149) 
することになる.
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この貸借対照表に計上される価格の決定こそが棚卸資産評価の問題なのである.
~ 9 さて，投下資本を名目的に維持し，あるいは購買カの変動に応じて，再生産力の維
持をはか石目的のためならば，販売基準による収益・費用の対応方式によるので十分であ
る.どのような経営条件のもとであっても，その状態にかかわりなく，この方式によって
企業会計の原則は守られているといわねばならない.このような前提の場合には，立木蓄
積の物量的および価値的な形成は必らずしもそのつど明確にあらわす必要はない.
しかし，現実の林業生産においては保続経営Jのごとくそれ自体継続的な生産を行
ない，毎年度，経営維持に適わしい収益を獲得する必要のある場合では，経営の成果を動
態的に把握するための成果計算の方式が問題とされ，経営の現実的条件に適合した成果の
表示が必要とされる.とくに，立木資産の原価の測定のみならず，販売時価あるいは市場
価逆算方式などによる立木蓄積の評価を可能とする場合には，毎年度の立木資産の時価に
よる評価が可能となり価値の増価を測定しうる.このような場合には，毎期の収益とし
て，販売実現収益とともに成長価収益を計上することも可能となる.立木資産が原価のみ
の測定でなく，市場価逆算による評価をも成立せLめるならば，物量としての蓄積を価値
としての蓄積に置き換え，立木資産の期首・期末棚卸計算をこのような価値的思考のもと
に行なうことができる・ここに，林業会計における 2つの収益基準一一販売基準と形成基
準ーーの結合という計算方式が生まれてくるのである.
立木資産の原価は，さきに収益その他の節においても述べたように育林価Jならび
に「成長価Jによって表示されることになり，立木資産は，植栽(造林)，保育費，保護費
などにより構成される 「投下された原価」と評価された部分」との 2つに区分され
る.後者は，ある時点において，この評価額をもって立木蓄積を購入したと考えられるか
らこの額を 「購入された原価Jとして立木蓄積価そのものをもって維持すべき資本とし
てとらえることができる.現在のわが国の固有林野事業特別会計における固有資本の概念
のなかに，あるいは公有林野における固有資本の確定の場合でも，このような考え方がと
られている.そのような場合における林業経営の資本の範囲は投下貨幣資本」のみな
らず評価された実物資本Jを含めた相対的な資本を意味するこ者の結合であるとみる
ことができる.
従って，蓄積価，成長価の測定が可能であり，これを会計計算のなかに包含できる場合
には，伝統的な原価主義からの離脱が行なわれ，林業経営にとってより実物的・実体的な
資本維持へと接近する可能性が生ずる.この場合の実体計算への指向は，伝統的な資本計
算，すなわち原価主義の修正が資本・実体結合計算」といわれるのに対し，立木資産
会計はいわば 「資本・実体計算j というべき性格をもっといえよう.
前者については，すでにその会計方式の示す通り，費用財・用役の再調達価格にもとづ
く費用評価によって，主として再生的な給付の実体維持を目的としているのに対し，後者
は当初の生産財在高と，その生産給付に関連して，主として給付的実体維持をはかること
を目的とする方式であるということができる.
~ 10 後入先出計算が主として， currentな収益に currentな費用を対応させることを
前面に出していこうとするのに対して，恒常在高法は，期首，期末の棚卸評価額の確定に
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重点をおき，その結果として， currentな収益に currentな費用を対応させるという効
果を狙ってきている.
この方式では，保続経営として成長量だけ年々に伐採し，その成長量を維持するにたる
育林が行なわれれば，蓄積は固定的に拘束され，当初の価額によって，引さ続いて据置の
まま評価されていてもよいということになる.この関係はさきに販売基準，あるいは工事
完成基準に関する収益の分析においても示したところであるが，保続経営における内部の
物的置換，すなわち成長量=伐採量にもとづく構造関係によって説明されたのである.収
益の観点では，販売実現収益(立木売上高，成長量分の伐採)に対応する費用としては，
販売された立木の原価を計上するのが通常の方法であるが，ここではこの原価を計上する
代わりに，当期の成長量に見合う育林投下額を計上している.すなわち，成長価と伐採価
による相殺を行ない，実現基準と形成基準との関連において成立っているということがで
きるのである. 
.g11 価格変動の激化にともなァって，棚卸資産会計の保守性，伝統性は漸次うち破られつ
つある.後入先出法のごとく，現実の物の流れと原価の流れを切断して，先入先出法とは
逆に最も新しいものから払い出す方法が生まれるようになり，恒常在高法も期首在高を固
定価格によって拘束することによって，間接的に現在収益と現在原価とを対応させる方法
をとっている.
現在原価にもとづく費用計算は. 1957年度AAA会計原則の追補報告などにもみられる
ように，すでに会計実践の場においても，漸次採用されてきているところであり，その発
想、の内容は，恒常在高法をめぐる戦後のわが国の林業会計学における研究過程での精細な
検討におけるものと，奇妙に一致した部分が多く，その問題性にいくつかの共通点を見出
すことができる.
ともあれ，現在原価に依拠する認識では，これに適合する一定の資産概念規定との関連
が求められ，これらは資産の給付能力の維持，あるいはサービス能力の維持という抽象的
概念が主体となっている.つまり，現在原価はなんらかの形で，給付能力，サービス能力
を表示する抽象的価額と相関連することになるのである.すなわち，給付能力，サービス
能力の示す現在原価の評価は島村剛雄氏によれば， 150) I名目的投下資本の回収剰余の意味
における分配可能利益とともに，実質的投下資本の回収剰余の意味における利益さらには
価格変動および貨幣価値変動にもとづく保有利得としての利益といって複合利益算定が 1
つの公表会計体系においてはたされることが意図されている」といえ，伝統的会計の掲げ
る会計原則の再編におよぶものなのである.
これは，社会制度学派のいう支配的利害関係者集団の多様的な要求を調整するという有
用性にもとづくものと解され，あるいは企業体理論学派のいう企業維持的理念にもとづく
ものと解されようが，本質はひとえに，アメリカ企業における資本蓄積の強化にこそ存在
してヤるのであって，まさに「原価配分の動態原価から評価主義原理への 180度転回は，
その論理の表面でのことがらであって，その論理の内実たる資本会計理論(持分会計理論)
としては， 180度転回どころでなくその論理の一貫した展開がみとめられる.一一現実の
公表会計における恒久秘密積立金の設定における一貫性を現実的基礎とし一一一一動態論によ
る費用配分秘密積立金が自動的取崩しを伴う秘密積立金であるのに対して，資本修正秘密
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積立金は自動的取崩しのない恒久の秘密積立金であるJ151) と解されるのである.
ただ，名目資本維持的な思考と異なり，投下資本について，その投下時と同ーの財貨購
買力において回収し，この範囲において積立金による実物的維持をはかり，またただちに
再調達原価を考慮し，実体維持積立金法などにより実物的な再生産維持をはかる意図が積
立政策の背後で強く働いていることを見失なってはならない.企業体としての強度の内部
留保は，利害関係者への分配を目的とするものではなく，独占資本の性格上究極では超過
利潤への独占的支配を強める結果を生み出すのみである.
恒常在高法と後入先出法は，実物的な再生産維持機能の点で対比される.生産財の質的
な変化が激しく繰返されている場合には棚卸資産の種類，品質に変化を生じ，恒常在高法
は，その本来の機能を正常に発揮しえなくなり，量的変化に対して弾力性を失なう.とく
に，価格上昇期にあっては後入先出法の適合性が高い.しかし，両者ともに，急激な在庫
減少を生じた場合には，在高のなかに包含されていた含み利益は解消され有効性を失な
う.
企業における実物維持と資本維持の二元的要求は，企業の矛盾の顕在化とともにさらに
一層激化の傾向にある.この企業における矛盾克服としてのー形態が恒常在高法にほかな
らず，またこれも限界を避けることができない.
第3節形成収益への対応
S 1 実現主義の基準(販売 ・回収)による期間収益の認識は，販売実現の年度に集 中
し，生産に関与した期聞に対しては収益を配分することはない.これに対し，形成主義の
基準(仕掛 ・完成)による期間収益の認識は，給付発生の事実にもとづいて各期聞に収益
を配分する.これに対応して，期間費用も前者にあっては，販売実現によってはじめて費
用となり，生産期間にあって，給付費消の事実があっても，費用としては計上されない.
経営の資産として原価の累積が行なわれるのみである.しかし後者にあっては，給付費消
のつど収益に対応して，期聞に賦課さるべさ費用が計上されるのである.一般にこの様な
発生に従って収益費用を認識計上する立場をと る場合には，収益の期間的集中を防ぎ，平
準化をはかるに有効である.
生産基準においては，すでに述べた通り，工事完成割合に応じて工事進行の都度，工事
請負の “契約価額"を各期間に配分し，これに対応して期間費用を計上する方式がとられ
る (cf，本章第3節).林業は，生産期聞が長く，しかも立木成長の事実があり，林業会計
研究の流れのなかでも，成長収益の計上を主張した理論がみられる (cf，第 1章)が，そ
の場合の対応費用は成長に見合う育林費用と考えられてきた 152)
“間断経営"において実現主義をとるならば，収益は実現時点において計上されればよ
し費用もこれに対応する取得原価が計上されればよい.しかし，立木資産の増価を収益
として把えるという観点からは，適正な単価を測定できるならば，期間に帰属する成長収
益を認識することが望ましい.この意味から，形成主義の収益基準が適用され，各期間の
収益が計上される.この収益の計上については，工事進行基準のごとく，販売実現収益を
期間配分する場合においては，進行率に応じて期間費用が配分され，単なる無償の価値成
長のごとく 考えれば，必らずしも期間の費用の配分はない.平準化の観点からは前者が望
ましいが，技術的に限界があり，後者についてはあたかも 自然増価のごとく計上されるこ
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とによって費用は販売実現まで計上されず，期間の収益については販売実現まで保留され
る.
これに対し， r 1:呆続経営」については，後入先出法，恒常在高法などによっても期間利
益の平準化がはかられるが，原則的には形成主義の収益認識に関連して， 一方で価値成長
が認識され，同時に販売実現収益が計上され，両者の混合による計算が行なわれる過程で
平準化がなされる.期首蓄積価を拘束すれば，恒常在高法の適用となり，結果的には立木
評価を通して，販売基準，形成基準，ともに成長量・伐採量などの置き換えによって同様
の結果をもたらす.この場合には，毎期ほぼ同程度の期間収益を得ることができ，しかも
これに対応する期間費用も，間接的にはほぼ対応することになる.
S 2 会計上は，形成主義が期間収益・期間費用の配分に意味をもっ立場で、あるといえる
が，通常費用の平準化として特徴的な方法は，固定資産に対する減価償却法である.これ
には，定率法 ・定額法などの方法があるが，定率的てい減法によれば，減耗の加速度的進
行からみて，平準化の機能を果たす.減価償却のごとく全事業年度に，固定資産の費用を
配分することは，取替法，廃棄法に比べて平準化の効果をもっ.
形成主義のうち， 工事進行基準のごとく，毎期に費用を配分している状況は，上記の減
価償却法に類似しており，実現主義のごとく販売実現をもって費用を計上する方法は，取
替法に類似している.また，形成主義に関連して，産高比例法があるが，これは産高に比
例して費用を計上する点で特徴的である生産数量の多寡に応じて，償却費を計上する
ことになるので，期首と期末の数量がほとんど同じで大差のない場合を想定すれば，生産
されたものが売却されるこ とになり，従って売上数量にかかわらしめて償却を行った場合
と，ほぼ同ーの結果をうるJ153) わけで，立木の成長を産高とする費用対応と類似する.
第 4節収益・費用の対応関係
S 1 取得価額(育林投下額) による方法
取得価額と は立木を購入する場合の価額と，立木を造成する場合の価額と の2つに区分
される.第 1の立木を購入する場合においては，林地およびそこに生立する立木あるいは
森林を，時価によ って買取る価額をもって表示される.この場合は，立木についてはその
取得価額が帳簿に記入され，立木資産はそれによって評価され記録される.第2の立木を
造成する場合は，人工植栽して，保育・保護を行ない，販売可能な立木に仕立てるまでの
育林生産における立木資産に投下された金額が記録され，集計されて表示される.
山林所得税の算定154) においては，総収入金額から控除する必要経費は， その山林の植
栽のための地務費，種苗費，通常の補植に要する費用をも含んだ植栽費，保育費，間伐費
および管理費等，植栽のための地捺から成林にいたるまでの育林費および伐採費その他山
林の育成または譲渡に要した費用の合計額と されている.なお，山林を処分した年の15年
前の年の12月31日以前から引き続いて所有していた山林の伐採， 譲渡の際には，選択によ
り概算経費控除155) の適用も可能である.
育林生産による立木資産の形成の原価としては，地排費，植栽費，保育費， 管理費を含
むべきであり，立木評価額として表示するとすれば，次のような図に示す形になると考え
られる. すなわち，当初の植栽費を C1 とし，保育費，保護費 Ci (i= 2~u) の支出が行
745 
第4号
さらに漸次増加をして，伐期日年にいた
山形大学紀要(農学)第6巻
なわれ， t期までには2;Ciの累積があったし，
u j=l 
るまでに2;Ciだけ支出されたとする.
176 
??????
ーー ・・・ー ーー ーー ーー ーー ・ー・・ー ーー ーー
・ー・・ー ーー ーー ーー ーー ーー -ー--ー ーー ー
????
生産期間
この考え方によれば，伐期に達し，立木が販売されるまでは立木の販売価格は実現せ
ず，収益は販売基準に従って計上されることになる.従って，価値成長の生産期間中にお
ける収益計上はなく，立木は投下資本そのものの大きさで表示される.これは，会計上，
一般に行なわれている資産の取得原価の処理となんら変わらない結果となり，立木資産の
評価は原価基準につきる.これは，生産基準のとる価値成長の認識とは異なる立場であ
り，形成主義にたった立場ではない.
しかし，実際には幼年期のごとく，市価その他の適正な評価方式がとられない場合に
は，この原価基準の評価をとらざるを得ない. しかし，そのような場合であっても，この
部分を直ちに価値成長とみることはできず，原則的には，この評価額が立木の他の評価方
法による評価額を下回らぬ限りは最も信頼しうる価額として取扱われることになる.この
場合には，かりに背後に成長の事実があっても，この成長量にはなんらかの単価を付して
価値成長として収益に計上することができないとするのが通常である.
物量の形成過程において，とくに評価を行なうことがなければ，販売可能の段階に入っ
ても立木資産は投下資本の大きさで示されるに過ぎない.
:13 2 投下資本の複利計算方式
この方式では，毎年継続的に投下されている育林経費を，投下元本として認識しこれ
に複利計算方式を応用して，時間の経過によ って生じる金利を含めて，立木を評価せんと
するのである.前述した投下資本額をそのまま立木資産の価額とするのではなく，これに
さらに複利の金利を累加する方法である.
これは，金融上の観念としては，広義tこは“定期積金法"と称する計算である.定期積
金とは，毎期ある金額を積み立て中途では払戻すことなく，一定期間経過後，たとえば林
業であれば，伐期にいたり販売される時点までは据置き，伐期において累積の金額として
回収しようとするものである.この方法では， 利息は毎期元金に繰入れられるのが普通で
あり，漸次加速度的に積み立てられて行く.
このような方法では，時間の経過，支出の累加とともに，原始投資額(元本)が増加
し，さらに利息相当分が累増して，立木資産の評価額は繕加する.この状態は次の通りで
ある.当初植栽費む1 が，投下され，以後保育費が C2~C5 まで投下され，さらに保護費
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C6~Cu などが投下された仮定して，利率 r，年数民各年度の元利合計を，それぞれ Ato
A2…Au.とすると，
植栽費 C1に対する U 年度までの元利合計
A1・u=Cdl+r)u
保育費 C2~C5 に対する U 年度までの元利合計
A2・U-l=C2(l+r)u-l A.・u→=C4(1 + r)u-3 
A3'U-2=C3 (1+r)u-2 A5'U-4 =C5 (1 +r)u-4 
保護費 C6~CU に対する U 年度までの元利合計
A6・(U-5'=C6 (1+r)u-5 
Au・1=Cu(1+r)
となる.このようにみると，各年度における立木資産の評価は，次の通りにな.:5.
第Z年度 A1・1=C1(1+r)
第2年度 A1・2=C1(1十r)2
A2・1=C2(l+r) 
A1・2+A2・1=C1(1+rf+C2 (l+r) 
第3年度 A1・3，=C1(1+r)3 
A，・2.=C2(1+r)2
A3・1=C3(l+r) 
A1・3+A2・2+A3・1=C1 (1+r)3+C2 (1+r)2キC3(l+r) 
第U年度 A1・U=C1(l+r)U 
A2・(U-1)=C2(I+r)U-1， 
AU-1・2=CU-1(1+r)2 
Au'1=Au(1+r) 
A1・u+A2・ト1+…Au・1=C1(l+r)U十C2(1+r)U-l+… +CU-1 (1+r)2+CU (l+r) 
この方式で，投下資本額は， S 1の方法のごとく，取得原価として原始状態のままで据
置かれるのでなく，利息を含めたものとして，元利繰返して投資が行なわれ，乗数的に資
産価額は追加されている.元利合計として表示されているこの価額は，原始投資元本の部
分と，それ以外の部分とに分括することができ石.この 2つの部分を区分すると次図のよ
うになる.
????
累t首(利息)額 1 
》元利合計額
原始投下額 | 
生産期間
このような評価は，立木資産を立木自体の交換価値によって評価・確定するのではな
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，く，立木にかかわって投下された育林費等の育林生産に対する貨幣支出額を基準として，
この累積額および複利による超過額(利息)とによって評価することになる.この場合，
元利合計額を各年度においてそのまま立木資産とする方法と，元本部分と利息部分に区分
し，利息部分を価値成長と同様に考えて， 各年度において，成長量に見合う収益として認
識する方法との 2つが考慮される.しかし，いずれにせよ，元本部分にしても実際には立
木として投下済の資本であって，預金またはなんらかの運用形態によって運用されている
のではないから，利息といっても確定的に収入されるのではなく，計算上の評価であって
立木の成長に対比されるべきものである.従って，立木資産の実際の価値との比較におい
て，この評価法の有用性が判断されなければならない.
幼年期においては，立木自体は通常販売の対象とはならず，立木資産はS1に述べたよ
うに取得価額によって評価される.この時期においては，たとえ成長があっても，その成
長は取得価額の内部において包含される程度であり，そのため Slでは，価値成長の評価
はとくに行なわれていない. S 2の方法では，単にS1の取得価額だけではなく，利息部
分が追加されているので，この部分を成長量に見合う評価とみればみれないことはない.
しかし，それでは立木の評価としては過大となり，安全性の原則に反する.
壮年期に入って，市場価格からの逆算が可能となった場合でも，立木は複利計算の対象
とされているだけであって，実態に即した評価とはならない.とくに価値成長について，
どの年令まで，利息部分の評価が妥当性をもつか疑問を生ずる.
また，利率の決定についても適正な水準を決めがたく，定期預金金手Ij，有価証券金利な
Eの適用により，貨幣資本の投下回収計算としての範囲での使用に限定されよう.もっと
も，伐期総収入から利息部分を計算し，利率を逆算することは可能であるが，このような
見積りは，必ずしも自然生産物としての立木の量的質的な増価とは一致せず，信頼度の高
い評価方法とはいえない.元来，立木の評価では，自然成長が時間の経過とともに累増し
てゆく事実に対して，いかなる時間的な評価を加えるかが問題であって，その意味では，
元本に対する利息の関係は“時間基準"156) としての性格をもち，価値成長の場合に類似
した点をもつので，しばしば考慮された場合があったが，いずれも資本計算としての範囲
においてである.
S 3 工事進行基準による方式
この方法については，形成主義における収益認識においてすでに検討した通り，各種の
前提条件が満たされる必要のあることはいうまでもない. しかし，育林生産においては，
建設工事のごとく，各期の費用配分率が実態的に収益の配分に合致する場合は少なく，更
新費，保育費，保護費など，多くの場合 C1>C2>…>CUというような関係が成立ってい
るのに対して，成長価あるいは蓄積価の順位は必ずしも合致しておらず，むしろ反対です
らある.このような点から“費用基準"を避け， “物量基準"によって配分せざるを得な
くなってくるが，概してこの収益の期間配分は，各期における市場価逆算または売価とは
相異する.また，物量基準の配分に合わせて期間費用の配分を行なうから，同様に総見積
費用は物量比例の関係によ って期聞に配分される.
この方法では，立木資産は 2つの部分に分括される.第 1群は価値成長部分，第 2群は
育林(育林工事として)投下額の部分とである. 第1群は，各年度の成長量 Z1) Zz…， Z. 
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に対し，単価 pu(伐期における単価)が乗ぜられて評価される. Eは伐期総収入とする.
Pu=一一旦一-
2:; Zi 
第 1年度 Z'，=Z，XPU 
第 2年度 Z'2=Z2XPU 
2:; Z'i= (Z，+Z2)XPu 
第U年度 Z'u=Zuxpu 
u u 
2:; Z'i= L; Zi x pu 
第2群の育林投下額については，当初 C，が投下され，以後 C2から Cuまで順次，継
続的に投下されるとすると，この場合には各年度の成長に対して，費用化を生じたと考え
るから期間配分は次のような状態となる.
① 投下額 C，は第 1年度以降次のように配分される.
(費用化分残存分)
第1年度
第 2年度
'7' 
C，xす
'7' 
C，xす
C，一C，xZi/E
C， -C， x2:;Zi/E 
'7' u 
第U年度 C，x三品 C， -C， x 2:;Z'i/E 
目ー~l
⑧ 投下額 C2は第 2年度以降次のように配分される.
(費用化分残存分)
第 2年度
第 3年度
'7' 
C?xー ーと1一-
<" E-Z'， 
c， ZF3 ×一一←一一-
2" E-Z'， 
C2一C2X Z'z! (E-Z'，) 
C2-C2X L;Z'i/ (E-Z'，) 
'7' U 
第u年度 C2XE三寸 C2ーC2×iEpt/(E-Z1)
③ 投下額 Ctは第t年度以降次のように配分される(費用化分のみ示す).
Z't 第t年度 Ctx一一τ=了一
E-2:;Z'i 
Z't+l 第(t+l)年度 Ct×--1て「一
E-L;Z'i 
'7' 
第u年度 Ctx一一告-
E-2:;Z'i 
④ 投下額 Cu は第U年度には次のように配分される(費用化分のみ示す). 
74a 
第4号
71 
CuXー づ苛-
E-~Z't 
このように，育林投下額は，投下と同時に立木資産(育林価)を構成し，毎年度ごと
に，その年度に属する費用化部分は期間費用として転化され，立木資産としては未費用化
部分のみが経営内に残留する.
したがって，第 1群および第2群の期間配分関係をみると次図のように示すことができ
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第u年度
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る.
収益の配分
Z~ 
Z~-l 
??
? ????
， ， ?
??
?
?
， ， ?
?
?
?
?
， ， ????
?????
z; 
C，についての配分
z; 
z; 
c，についての配分
Cuについでの配分
?????
この方法は収益， 費用の期間配分を基礎にしたところにその特徴がある.伐期に到達す
るまでの立木資産の評価は，物量基準の成長量に伐期単価を付して，成長価とし，各年度
について期間収益として配分し(成長価を各年度配分することになる)，さらに育林生産に
投下された金額は，各年度の投下額ごとに，投下当初より u年度(伐期)にいたるまで
の年度に期間配分され，その基準は一種の産額比例法(一定の単価を付すので，実際は産
高比例的なもので，成長量が基準となっている)によって，期間費用となるべき額が決定
される.この両者の対応関係によって期間の利益が算定されることになる.すなわち，こ
の方法では成長価が基準となる.
まず，成長価については，伐期総収入の配分という点からみれば，伐期の単価が付せら
れているが，このような物量的要因のほかに，実際は品質の変化による価格的要因がある
筈であり，両要因の総合された配分が考えられる. しかし，このためにはそれぞれ時価に
よる評価が棚卸基準のごとくに必要であり，工事進行基準のごとく，最終完成の時点、にお
ける給付引渡しの“契約額"的な確定価額の配分とは異なる立場をとるものである.した
がって，この方法による成長価は，各年度において販売実現可能価格の水準とは必ずしも
合致しない.
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収益配分における物量優先の基準に対し，この方法において最も特徴的な点は，期間の
費用配分にある.育林投下額は各期間たる年度に配分さるべき性質のものであるが，動態
的にはさきに図示したように，立木資産の価額を形成している残存分と，毎期費用化され
た部分との 2つの区分される.費用化は当然，当期の成長収益に対応するものとして計算
されているのである.しかし，物量優先のために，実質的には物量基準をと っているのと
変わりはない.
この方法でゆくと，幼年期では成長収益は伐期の単価に成長量を乗じたものであるから
過大に評価されることになる.しかし，この期の成長量は社年期におけるほど大きくはな
いから，立木資産はほとんど育林費，保育費などで多くをしめることとなり， 10年以降で
成長量の伸びとともに費用化も大きくなる.
この方法は，生産進行の度合いに応じて，期間収益を認識するという意味において有効
であるが，育林生産の性格から，建設工事のそれとは異なり，多くの前提的条件の充足が
必要であり， “保続経営"の特定条件下，たとえば法正林経営などの条件を充足し，成長
量と伐採量の置き換えが可能である場合に適用される場合を除いては，通常の場合立木資
産の時価評価の方法としては限界をもち，必ずしも実態をあらわすものとはいえない.実
地棚卸法の適用と は異質の方法である といえよ う.
以上，実現主義，形成主義にかかわる主要な立木資産評価ならびに収益費用対応関係に
ついて検討を加えてきたが，各方式とも，限界があり，会計基準の機械的画一的適用には
多くの限界が存在していると結論づけられるのである.以下，第 6章において，その結論
を総括する.
第6章会計認識基準適用の限界
第 1節実現主義の限界
S 1 林業経営が貨幣の獲得を目的とする場合には，当然，投資に対する一定の利潤の算
定が問題となろ う.一般の財務計算が利潤計算であり，かつ実現した貨幣または貨幣等価
物の在高を基礎とする資本 (出資) の配当準備が目的と なるのは，このような計算を通し
てである. したがって，実現は，まさに販売という事実を通した価値の実現であり，本来，
より多くの貨幣の獲得を目指すものである.
従って，当然，販売基準や回収基準(販売しただけでなく，代金が全く回収された時点
で収益を認める基準)が適用されることになるのである.
このような基準は，販売した時に税金を支払う (金納)とか，販売した立木代金によっ
て他の生産支出， 消費支出がまかなわれるとか，種々の支出のための準備資産としての処
分が行なわれるというような場合には，よくその目的に合致するといえよう.
かりに，林業経営における森林構成がいかなるものであろうと，成長量がいかなるもの
であろうと，これらとはなんのかかわりもなく伐採し販売された立木についての販売代金
の獲得が問題と なるのである.この立場は，価値の実現こそ真の資本の目的であるという
意味において明確な立場といえ，会計慣行としても計算方式としても最も素朴で純粋なも
のであるといえよ う.
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~ 2 林業では，立木の自然増価(自然に成長するばかりでなく，価値も増す)などを問
題にしない限り，立木の原価を構成するのは，当初より投下された植栽費，保育費，管理
費などの累積額だけである.かりに， 中途買入したとしても，購入時購入価格が原価に当
たるだけのことである. したがって，計算上の利益は，販売価額と育林原価の差額によっ
て求められることになる.成長価のような推定値が収益に入るわけではなく，また成長価
に対する原価として育林費などが対応するなどということもなU¥
この場合の差額は，一般の会計慣行に従えば，育林資本に対する利益としてとらえられ
る.しかし，林業の場合には，育林生産は土地生産であり，また立木生産は自然カに依存
するので育林技術にも限界がある. したがって，一般の会計慣行による育林資本の利潤分
の算定も，必ずしもそれだけにとどまらず，自己の所有林地について，もしくは借地につ
いての地代相当分が含まれていると考えなくてはならない複雑な包括的な性格のものであ
る.
~ 3 また，貨幣価値の変動という影響を考えてみても， 真正の capitalgainを求める
ために時価による修正をほどこさなければならない.また，伐採した立木の原価として，
過去からつみ重ねられた造林費，育林費が妥当な水準にあるか否かも当然問題となるので
ある.労賃などの上昇に対し再生産のための修正原価への顧慮が見失なわれではならな
し、.
このような観点での修正意見としては，当然実物的な再生産費の調達二実質的費用補償
という考え方が生まれてこざるをえないのである.立木評価は，ただ単に価格の上昇だけ
を顧慮するのではなく，原価が上がり，商品価値が下がっていくという事態をも顧慮しな
くてはならない.このように，実現主義の基準のもつ種々の矛盾は，育林生産に対して容
易ならぬ結果をもたすであろうことが，予想されるのである.
しかし，このことは収益の側での実現主義の優位性，不利性などの問題としてではな
く，むしろこれに対応する費用の側での資本維持の如何が問題とされるのである.
~ 4 実現主義の概念を狭義に限定する，広義に拡張するといったところで，本来，立木
として，あるいは素材として，流通法則に従って販売され，実現される以上，稼得への拡
張概念をとったとしても，本質的には実現の影をひいているに変りないからである.した
がって，実現主義に従う場合，収益の側で実物的な検討や顧慮をなすことはあまり意味を
なさない.ただ，伐採(販売)立木の原価が，いかなる実質的内容をもつのかが費用の側
で検討されるだけである.
実現主義の拡張といわれる立場も，実現主義のもつ否定的な側面を今日的に修正しよう
としたもので， 事後的には形成主義的発想をみとめざるをえないにもかかわらず，あえて
自己肯定的に実現主義の拡張をしているだけであって，形をとり，内実をすてたアメ リカ
会計学のあがきに過ぎない.
~ 5 令級配置がたまたま保続状態にあって，成長量に見合う材積だけが実際に伐採され
販売されたとしても，これらは伐採量ニ成長量で中和化されて，販売価額が収益とされ，
これに対して当期の育林費(本来は現在伐採された立木の原価ではない)が物的代置で対
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応しているにすぎないのであって，実現主義といっても本来の実現主義ではない.本来の
教条主義的実現主義ならば，原価はあくまで伐採立木に対する歴史的原価に代わりないの
である.
しかし，棚卸資産の処置方法としての後入先出法は，物価上昇期においては，実現収益
に対応する再生産的費用の計上という点において，その meritを認めてもよい.恒常在
高法などは，一定の在庫の確保を前提として，実現収益に対応して， currentな費用を計
上する(中和化を通して)とかの方法をとっているのは注目してよい.これらの方法のう
ち，前者は立木在高のいかんはとくに問題ではなく，実物的な仕入(成長相当)に対して
currentな費用をおき，収益は実現収益を認識するのに対して，後者は在高を拘束して，
あたかも法正的な蓄積の維持を会計的な側面で結び、つけようとした点での特徴が認められ
るのである.後者は立木の構成状態と令級配置などの異った現実の林業経営においては，
少なからず限界をもっていることは，国有林野事業特別会計制度の今日的課題に照らしで
も明らかである.
~ 6 販売基準に関連して，大規模な土木工事のように工事完成基準をとることが考えら
れるが，この基準の適用は，全く機械論的であって，現実の個別の森林は，工事の個別の
それと全く比較対照することは不可能であり，森林生態系の技術的制御の特殊性にもとづ
く独自の検討が求められるのである.
また，立木の販売においても，実現過程の最終段階である現金の回収を以て収益を認識
するという立場(回収基準)があるが，これは信用経済の発展した現状のもとでは安全性
を見込み過ぎているともいえる. しかし反面引渡しのみの危険を考え，金利の負担を考え
れば合理的でもある.いずれにせよ，実現収益の立場をとることに変りはなく，基本的思
考において販売基準(引渡基準)と変らない.
~ 7 実現主義は，林業経営の成果を最も客観的なものとして認識しているが，この実現
収益に対応する原価主義的費用の内容にはきわめて問題が多い.歴史的原価の矛盾は，長
期産業である林業において殊更に大きい.これに対して，修正原価主義の立場，実質的費
用補償の立場，実体維持積立金法の立場を通じて，再生産を維持する方法が考案される
が，いずれも資本計算の限界内の処理方法であって，長期の将来にわたる保育条件を予測
し，育林生産の有機的結合をもととした現実の成長力に対する計画的な規則をおこなうと
いう育林生産に特有な実体的な性格を十分に満足しうるものではない.
また，自然生産の立場から，長期生産としての立場から，育林生産の成果を，生産の段
階に応じて各生産時点において捕捉するという点では，実現主義は何等これにこたえるも
のをもたない.育林生産における投資の効果を，単に販売した年度だけのものとして還元
評価するという点でも矛盾を生じてくる.
確かに資本計算の純粋な立場に立てば，実現主義こそ，唯一の正統な基準であると認め
られるが，後入先出法等を用いたとしても，何らかの物的置換なり，生産物給付価値から
の補足をおこなわねばならず，資本計算の限界を容易にこえることはできない.
S 8 以上のような問題点について明らかにするために，実現収益の性格について実体増
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減方程式によって解析表示しよう.なお，この testの modelとしては，法正的な状
態の保続経営を用いることとする.
なお，ここで、は簡単のため，
枯損量， RdDw) =0 
現実成長量=標準成長量，九(Zw)=Rt (Zn) 
現実伐採量=標準伐採量，九(Kw)=RdKn) 
現実育林量(造林量)=標準育林量(造林量)， RdCw) =RdCn) 
とする.従って，
Rt (Zn+Cn) -R， (Kn) =Rt (Se-Sa) =const 
である.
物量の流れに対する貨幣の流れをみると，期首・期末の貨幣残高を Gt(Sa)， Gt (Se)， Rt 
(Kn)に対しては Gt(Kn)の流入，九(Cn)に対しては G，(Cn)の流出を仮定すると
Gt (Kn) -Gt (Cn) =Gt (Se) -Gt (Sa) =constとなる.
そこで両者をまとめると
Rt (Zn) + Rt (Cn) -Rt (Kn) = Rt (Se) -Rt (Sa) ， 
-Gt (Cn) +Gt (Kn) =Gt (Se) -Gt (Sa) 
となる.両者の対応で特徴的なのは， Rt(Zn)自然(現実)成長量の流れは，実現主義的な
貨幣の流れとは全く別個のものとして実体的には存在しているという点である.これを
t = 1年より t=u年 (輪伐年)までについてみると，物量的には t= 1年に実行され
た R1(Cn)の森林がt=u年に実行された伐採量 Ru(Kn)の森林に当っている. u年の
Ru(Cu)は， (t=u+ (u-l) =2u-l)年後に伐採さるべき森林の育林量(造林量)に当る
のである.また貨幣的な流れについてみると t= 1年に実行された R1(Cn) に対する
投下額 G1(Cn)の流出は t=u年まで取得原価として残存し， t = u年になって Ru(Kn)
の伐採に対する対価としての Gu(Kn)の流入によ って回収されるのである.従って U年
における計算は， Gu(Kn)マイナス G1(Cn)となる.
所与の前提のもとでは t= 1年の投下額も u年の投下額も，貨幣価値変動がなけれ
ば等しいといえる.従って G1(Cn)→ Gu(Cn)の置き換えがおこる可能性を生ずるが，こ
れは実物的には全く相違したものなのである.
実現主義においては，GU (Kn)対 G1(C.)の対応によって，明確に収益を認識しうるの
であるが，実体的な形成過程からみると u年において販売した森林(立木)は t= 1 
~u年にわたって毎年の成長量を累積してきたものであり ，期間計算の立場からは u年
だけの収益とするのは適当でない.“貨幣の流れ"と“物量の流れ"において，“成長量の流
れ"だけが分離していたのは，あ らためて t=l~u年にわたる“形成過程"の検討の
必要性を示唆するものであり，これは，“実体計算"の対象とされねばならないのである.
第2節形成主義の限界
S 1 経営の生み出す生産物と serviceは本来時点的なものでなく，過程的，経過的に形
成されていくものであるとする認識は，明らかに物の創造についての段階的思考である.
収益が一定の時間帯の連続をもって形成される場合に，収益をその形成の過程でとらえる
ということ は，会計的には価値実現の可能性をその可能性の発生のつど経営の成果として
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収益に認識し，計上するということであって，長期産業その他資本回転期間の長い生産，
工事などにふさわしい基準であるといえよう.
したがって，具体的には販売品だけでなく，仕掛品の段階であってもよいということに
なり，一般の製造工業等においては，長期的な注文生産などでよく用いられている方法で
ある. しかし，この場合には前提条件として，最終価額が契約によって，明確に保証され
ているか，あるいは客観的に実現見込価額が誤りなく測定されうるという条件が満たされ
なくてはならないのであって，建設などで工事進行基準などの採用が認められているのが
そのi列である.
また，これに類似する基準としては，生産完了した生産物に対して，販売以前にもかか
わらず，生産完了の事実によって，収益を認識し計上しようという完成基準などをあげる
ことができる.
S 2 林業経営に対して，これらの基準がどのような意味をもつかはきわめて重要であ
る.すくなくとも貨幣の獲得を目的とするという以外に，実物的に物をふやすという生産
目的が矛盾なく説明されうるか否かということに問題がある.実物的な立木生産の極大
化，あるいはそのための森林生産力の確保ということは，すでに会計手段をこえた経営の
目的手段の選択にかかわることでなければならぬ筈である. とすれば，このことは単に形
成主義という認識基準だけから正当づけることはできないであろう.この点では，従来の
会計認識は全く甘いものであったことを否定することはできない.実現主義でも，形成主
義でも安易な概念適用の繰返しは non-senseであり，かかる意味で，結局，対象とする
ものの本体を明らかにしえぬ以上，会計という測定のもつ限界性を感ぜざるを得ないとい
うのが真実であろう.
S 3 立木の成長，動物の増殖などの自然増価にしても，ただ単に自然増価の客観的事実
が認められるということだけではすくなくとも経営の収益としては十分ではないことは確
かである.収益として十分に認識できる資格をもっていないとされても致し方はないであ
ろう.
自然増価の測定は，市場価格など客観的な素材を欠く場合には不可能となる.このこと
は，立木評価での現在価格を求めるということの不安定性，不確定性とつながる.かりに
可能であるとすれば，成長過程で立木の販売が可能となれば，素材市場価から伐採，搬
出，引渡などの諸費用を控除した後の推定立木価格，期末資産価額を求め，これをもとに
帳簿額との差額によって収益を推定することはできるわけである. しかし，このような自
然増価は，実際には観念上の収益としては認識しえても，測定と実務上の処理としては複
雑な内容をもつものであり，限界があろう.
また，この種の成長価を収益として考えるならば，これに対応する育林費をいかに原価
として，費用としてとらえるかということが当然問題とされなくてはならなくなる.
形成主義は，実物資本の側面から，その維持を目的とするものとはいっても，それは単
に収益の側での成長価の認識だけにとどまらず，成長価を達成しうる育林生産ないし育林
費の内容を明らかにしなくてはならないのである.
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S 4 成長価に対応する育林生産とは，現実成長価を生じうる森林生産力を構成する地
権・植栽 ・保育・保護などの一切の育林 ・保育にかかわる生産行為と投資行為とを包含す
るものであって，科学的実践としての内容をもつものであり，育林生産の価値的成果の集
約たる成長価に対応する育林費は，まさに目的対象たる森林生態系の物質代謝を計画的に
実現する生産費でなくてはならない.
これに関し，従来は当期の育林費を当期の販売立木の原価と考えて対応させていた.す
なわち，このことは当期の販売立木が当期の育林費によって生産されたと前提することに
よって対応させる考え方である.つまり，販売し伐採された跡地面積を必要な植栽育林面
積と考えていることになり，当期の伐採分が当期の育林分で仕入れられたとする考えにた
っ.しかし，これはむしろ実際には前年の伐採跡地の植栽を当期に行なっている場合が多
いのであるから，すくなくとも時間的，実物的にはズレを生じているわけである.同様
に，当期の伐採跡地は翌期にならなければ植栽されないのであるから，これもズレを生じ
ていることになる.
このように，かりに当期の販売立木の原価としての当期の育林費をと ったとしても，そ
れは物的にはなんらの斉合性ももたないといえるのである.ただ単に，毎年あまり違わな
い分量の伐採と育林をくり返すならば，期間のズレがあっても大差はないということなの
である.したがって，このことは当期の収支をただ単純に対応せしめるのと大差はないと
いうことになりかねない.当期伐採分に見合う育林費を計上するとしても，単価や技術的
内容について，全く異なる別個の前伐採跡地への育林費をも って該当させるということに
なりかねないわけである.
S 5 同じ理論のなかで， 伐採跡地への植栽は，立木資産全体という資本設備に対する維
持修理費にも相当する考え方が出されているが，これは当期の販売分の原価としての当期
の育林費という認識とは全く異なった考え方のものであって，両者は厳密にいって矛盾し
た関係にある.このことは，当期の収益は成長価しかありえないという立場においても同
様にいえることである.当期成長価の原価としての当期の育林費を当てるということと，
成長量を保続的に維持するための維持修理費としての育林費をとらえ，そのなかで当期育
林費が当期の成長量をもたらしたとする考え方との相違である.しかも，成長量に相当す
る伐採量が対応する伐採跡地面積をもって必要育林面積とすることによって，発生したす
べての伐跡地(人工林成林可能な跡地)に対して必ずしも植栽する必要はないという事態
すら生まれ，育林生産は著るしく投資財源に不足し，結果として成長量すら維持できない
という矛盾をも生ずるのである.
これらは，結果的には成長量を収益とすることによ って，実際には成長量に相当する伐
期森林を販売，伐採し，成長量と物的に置換してその販売(予定)価格で収益を推定する
というやり方をとることになる.この物的な置換によ って，あらゆる認識の基準点がボカ
されてしまっているのである. したがって，前二者が形成主義にたっているといっても，
いかなる認識と論拠にもとづいて会計基準の適用をおこなっているのか全く不明といって
よい.ただいえることは，物的な置換のなかに，すくなくとも先の 2つの認識の矛盾が存
在していることだけは認めてよいものと思われる.
形成主義が価値増殖の過程において，経営給付の形成とその販売可能性を基盤として，
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損益計算に成長価収益をもちこもうとする場合には，仕掛基準，工事進行基準などがもち
こまれるのが通常であるが，これらも少なからず限界をもっといえよう.
S 6 一般に工事進行基準を満足するためには，生産期聞が長期であるということが必要
であるが，このことは育林生産が長期にわたって行なわれる観点に立つ限りでは，この前
提は満たされるといえよ う.第2は，収益の客観性の保証という点、であるが，これは厳密
にいえば，販売譲渡契約を裏づけとする“契約額"による確定的な価額でなくてはなら
ず，すくなくとも“契約額"に示された収益を期間に配分するための確実な保証カがなく
ては有効とされない.現在の木材価格の変動と木材市場の組織化のもとでは，統計の示す
ごとく ，将来予想されるであろう価格水準をあらかじめ推定し，確実なものとして，販売
予定価格を算出し，さらにそれを期間配分するということは全く困難であるといってよい
し，現在の単価だけで，将来数十年にわたる成長価を推定することも困難であろう.建設
工事のごとく，注文生産，請負生産であればよいが，変動的，流動的な市場価格のもとで
は，この基準の適合性はとぼしいものといわねばならない(悲観論).また，工事 とちが
い，育林生産では完成時点、なるものを特定時点で明示することもないし，おおよその伐期
を終点とするだけであり，さらには伐期収入(特定時点、の予測)を，契約額のごとき最終
価額と置き換えることもどうみても無理というべきであろう.
第 3に生産物の完成までの費用の見積りの確実性という点であるが，工事のごとく一定
の設計のもとでの仕様書が定められ，これらの技術的基準と規格に従い正確性のもとで生
産が進行するならば，費用の期間配分の見積りも可能である.これに対して，育林生産で
は，育林費の投下は幼年期に集中し，逆に成長はその後において顕著となるという特性が
あるので，収益の形成と費用の配分とは相互に不均衡ならざるをえず，さらに枯損など自
然災害の発生などのごと く，きわめて自然的な要因の支配する度合が高い.
このような事情のもとで，時間の経過にともなう収益，費用の発生は必ずしも比例的と
はいえず，したがってその実物形成すら，原価費消のみを基礎として成り立っているので
はないという点が避けがたい障害となる.この点からは，典型的な工事進行基準は現実的
には理解，認識されそ うになく，適合性に乏しいものといわざるをえまい.
かりに，この基準を以上の事情にもかかわらず適用したとすれば，毎期の成長収益に対
し機械的に配分した育林費を対応させることになる.ここでは育林費の投下はあたかも固
定資産の取得のごとく考えられることになり，毎期の育林費の配分は，毎期の費消分とし
て減価償却費のごとく割当てられ，毎期の成長価に対して対応させられることになるので
ある.したがって，期間利益は，毎期の成長価の配分と，毎期の育林費(資産からの引出
し分)との差引剰余ということになろう. しかし，現実には，伐期に変動があり，伐期収
入の単価も変わるので，成長量も成長価も毎期変動するのが実際である.あえて，伐期を
固定して，減価償却費のごとく費用を配分しでもあまり意味をなさないことになりかねな
し、.
これらの時価は，本来，時点的にしか把握できないのであり，費用配分基準からみても
果たして単純な定率法，定額法の適用だけで，最も中心たるべき育林生産の費消を代表で
きるかどうかは疑問である.
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S 7 成長価の認識にしても，育林費の期間配分にしても，形成主義に従って典型的にこ
れらを直ちに育林生産の損益計算にもちこむことの妥当性は未だ十分に解明されていると
はいえない.むしろ，このような形での損益計算が，すくなくともいわゆる“企業会計"
の正常な形のままでの適用では容易に求めえないことは確かであるし，これらの根拠もあ
ながち“企業会計原則"に準拠した考え方だけで貫かれ裏づけられるものとも思われない
のである.自己主張としての，あるいは研究的理解の萌芽的段階としての検討の必要は認
められるとしても，それが直ちに会計基準を通常の形でもちこみうるものとの確信ないし
は評価と矛盾なくつながりうるとするほど単純な問題とは思われない.
このような杷憂は，林業の特質に根ざすことはいうまでもないが，会計基準の適用可能
限界があまりにも狭く，限界を拡げた形での認識だけでは，一般の林業経営の慣行からも
大きく離脱せざるをえなくなる点が多いからである.
このように，厳密にいって，現在の認識基準の適用については，一定の限界を認めざる
をえない.われわれが常識として会計原則を理解するとしても，その一般的原則の適用だ
けで，育林生産の成果，あるいは自然増価の収益認識を直接的に行なうことには多くの困
難があるといえよう.
S 8 林業経営の必要という観点に立つての基盤は，農林業経営の種々の動機にもとづく
立木売却代金の流入と，多目的な支出のなかでの育林生産への支出とその経費の充当によ
る流出という生きた事実に基礎をおかざるをえないといえよう.しかし，これらの多く
は，むしろ家計計算の延長もしくは現金主義的な決算，収入支出計算の性格をもつもので
あり，必ずしも，企業会計のみでわりきれない段階にある.もしありとすれば，むしろ資
産管理のための財産計算が私的に用意されてもよいのではないかという点での農林家簿記
会計だけである.
そこではじめて財産評価としての日制面主義的な観念が意味をもつことになろう.成長価
の問題も，実は根底には，立木資産の自然増価=財産価値の増加をどのような意味におい
て理解するか，処理するかという点に起点があったのではないかと恩われる.これを損益
計算という，すぐれて財務会計的な，利潤計算的な場に，直ちにもちこまざるを得なかっ
たところに多くの混乱原因がひそんでいたのではないかと考えられる.林業会計研究は，
一般の企業会計基準の画一的適用を目指すべきではなく，立木資産の本質把握を基礎とし
てその骨勝を形成したうえ，資産の管理，増殖を普遍的な経営活動とする産業の特質に適
合した独自の会計基準の設置に対して科学的な解明をなすべきであったと考えられる.
林業に適合した統一的な会計基準の設定を基軸としてはじめて，経営主体の発展に即応
した適正な実践的会計形態が決定されるのであり，こうした林業会計研究の本質的な展開
こそ厳しく求められるところである.将来への展望として，木材の流通市場が発展し，安
定的成長的な立木価格が実現する可能性が期待され得，さらに造林技術の合理的な体系づ
くりの見通しがもて，経営計画の設定が真に農林家のものとなるならば，当然経営計画を
主体とする合理的な成果測定の必要性が内発的に生まれでることは明らかである.
林業経営が，公共管理を含めて，組織化，再編化される過程で、は経営活動の最終評価と
して，財務計算思考が管理統制の用具として，あるいは出資従事に対する利害の調整の用
具として，基本的役割を果すことであろうことを否定しえない.この段階において，新た
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な会計慣行の成立が促進され，企業会計的な実務が生ずることになるものといえよう.
第 7章 実体基準の設定と実体基準法の開発
第1節 実体基準の設定と会計測定 (1) 
~ 1 林業の会計測定においては，立木資産の特質，生産の特質によって，一般の企業会
計基準としての，実現主義 ・形成主義の適用には限界がある.
従って，立木資産の実体価値の増減を客観的に把握し，生産給付能力を継続的発展的に
維持するためには，既存の基準をこえた新たな基準の設定が求められる.実体基準=生産
力基準は，立木資産を主体とする会計測定のために設定した新たな基準であって，これを
媒体として，林業における独自の計算方式としての“実体計算方式"を開発しうるのであ
る.
これは伝統的な資本計算を中心とする財務会計論を継承しつつ，これと対照的な管理会
計論との統合的な体系を目指すものである.従って，財務会計論における公理公準を利用
しながらも，その限界と矛盾はこれを克服しつつ，単一価値尺度に限定されない新たな会
計情報機構を設定し，多元的経営情報をも， “価値計算機構"の内部に包摂する可能性を
追求するものである.
~ 2 実体基準は， 実体価値の認識と評価のための基準であると同時に，給付・ 費消の測
定，成果測定の基準でもある.この基準は，林業における実現主義，形成主義の適用限界
性の追求のなかから到達した結果であり，いずれか一方の一元的適用を以てしては解決し
えない矛盾の克服として到達した結果である.
従って，実体基準は，伝統的会計概念のすべてを否定し去るものではなく，効用差分
(価値二元性)の原理にもとづき，効用の実体基礎たる資産実体価値の測定を目的とする
基準として，実現主義 ・形成主義の概念の結合と統ーをはかるためのものである.
実体基準は，価値機能形能，価値実現形態に即して，“購買価格"基準，“販売価格"基
準の両者を内部基準として一体的に包摂する.購買価格基準は，生産のために費消された
価値を測定する基準であり，歴史的原価を根源として現在原価に至る対応領域をもってい
る.販売価格基準は，生産により給付される価値を測定する基準であり，原則として販売
時価にもとづいている.
~ 3 立木資産は，時間的 ・空間的にその態様を変える性格をもち，その評価に当って，
一元的な購買価格基準や，販売価格基準の適用では，成長段階に応じた適正な実体価値の
評価がなしえないと思われる.また，会計の成果測定機能を破壊しないための配慮として
販売価格基準を採択したとしても，その対極にある購買価格基準による費消原価の対応を
客観的に明示する方式をとる必要があるのである.従って，立木資産に関して， 販売価格
基準と購買価格基準の両方の報告を同時におこな うことによって， 成長段階に応じた資産
評価が可能となり，しかも，成果測定に対して有効な情報が与えられるものと考えるので
ある.実体基準は価値二元性に立ちながら，その両者を全く対立した概念として把えるの
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ではなく，両者を一定の因果律のもとに統一的に把えるのである.
~ 4 対象となる立木資産は，成長 ・増殖資産であり，成長段階に即応した段階的認識，
多元的評価が必要となる.段階としては次の 3つに区分できる.
① 実体価値の発生段階
② 実体価値の形成段階
③ 実体価値の実現段階
①は，地権 ・植栽を経て，保育をおこないほぼ成林が確認できる段階までを含め，立木
の成長能力を維持 ・培養し，将来の販売可能性を生産するための育成段階である.この段
階では，立木の実体維持を通じてその潜在的可能性を抽出するための投資=育林投資がお
こなわれ，育林投資価値が原始取得価値として累積される. “購買価格"基準をとるの
は，経営の将来の成果測定機能を損なわない立場から，原価主義に従った客観的な資料を
明示しておくことが必要と判断したからである.明確な転売価格の基準を測定しえない段
階では，恋意的な評価をとらず，事実に即した評価をとることにした.金融の担保価値の
測定に当っても，幼令林に対しては，育林投下価値の合計を基準とした方法がとられてい
る.
②は，成林後，成長により，漸次，交換価値が高められ，市場において販売可能な状態
になった段階を示すものである.未だ伐期令に達していないか，あるいは達しでも販売実
現されていない状態のものを含めて，客観的な市場価格を参考として販売可能価格を以て
評価する.ただし，①と②の転換点、は，①の“育林原価"を②の“販売可能価格"が上回
わる起点において定める.この転換点以降，立木資産は，次の 2つの部分に分割される.
立木資産勘定=立木育成勘定+立木増価勘定
である.
立木資産勘定は，立木資産の販売可能価格を以て評価し，立木育成勘定は，立木資産の
形成に要した育林原価を以て評価する.前者は販売価格基準による給付価値を示し，後者
は購買価格基準による費消価値を示す.立木増価勘定は，両者の差額，すなわち，育林原
価価値を超過した立木販売可能価値の額二未実現増価を示す.すなわち，このような実体
基準の適用によ って立木はその売却に先立って実現可能利益を評価損益として表示するこ
とになる.
③は，長期生産の最終点であり，立木の販売実現によって，②の評価損益は解消し，収
益は実現し，これに対応して育林原価は費用として計上され，成果測定を終る.
①~③の成長段階に応じた立木資産の評価は，“販売価格"基準，“購買価格"基準の両
方の基準にもとづいて，時点時点での実体価値を価値二元性のもとに客観的に明示し，さ
らに成果測定の機能をも同時に果しうるようにおこなわれたものである.
~ 5 この方法においては，開始時点より，育林のために投入された原価は，立木育成勘
定に累積し記録する.やがてある時点で，立木販売可能価格が，立木育成勘定に累積され
た原価を上回ったならば，その時点を転換点として，立木販売可能能価格による立木資産
の評価をおこない.この立木資産価額より立木育成勘定を控除した額，すなわち，原価を
上回った純額をはじめて増価(純価値成長)として認識し，立木増価勘定を設ける.それ
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以降立木の販売実現に至るまで，成長により，漸次立木の販売実現価格に接近して行く .
この間，成長による増価は累積された原価を上回り つつ増大していく.
実
体
!面
f直
実体価値
実 体価値曲 線 (1) 
./ 
立
立木士曽価 a/c 木
資
産
a/c 
立木育成 a/C
L1 . 年
メi5-関 転 実
始 換 現
実体 価値曲 線 (2) 
A 
立木増価 a/C
I a/c 
立木育成 a/c
始開 転換 間 問 伐間 実現イ文 イえ
注)間伐により立木育成 ajcがl成っても，これは再生産維持積立金などによ り，
第 1図の立木育成 ajcのごとく再生産可能な状態に維持される.
令年
このような立木資産の動的過程の原型は， “実体価値曲線"に示される.これによ っ
て，立木資産の時点価値 (output)が総体として把握されるとともに，その内部において，
開始時点、からの立木育成勘定 (input)ならびに，その差額である立木増価勘定として把握
されることになるのである.
S 6 このような“実体計算"を通じていかなる成果測定がおこなわれるか，所説を要約
し，“原型"について仕訳例示すると，次の通りである.
1) 育林のために現金支出
(借方)立木育成勘定 xxx 
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(貸方)現金勘定 xxx 
立木の時価評価により立木育成
勘定を超過する増価発生
(借方)立木増価勘定 xxx 
(貸方)立木未実現増価勘定 xxx 
3) 立木の販売
(借方)現金勘定 xxx 
(貸方)立木販売高 xxx 
(借方)立木販売原価 xxx 
(貸方)立木育成勘定 xxx 
立木増価勘定 xxx 
(借方)立木未実現増価勘定 xxx 
(貸方)立木販売益 xxx 
S 7 立木資産の評価が， “販売基準"によっておこなわれている段階では，市場販売価
格，市場販売可能価格などの現在時価が基準となっているから，時価の変動(上昇 ・下落)
をもとに，評価の時点，時点で修正をおこなう必要があり，時価差額が分析の対象とな
る.
時価変動要因の第 1は，貨幣価値変動であり，第2は個別物価変動であり，第3は自然
成長にかかわる変動である.貨幣価値変動は一般的な前提として除き得ない部分である.
個別物価変動は，自然成長による形質 ・規格 ・商品価値の変動と相関し両者の関連性のも
とでの比較が必要である.立木資産は常に全く同ーの状態にはなく，かかる意味から，厳
密には比較しうる個別物価指数の基準を求めることはむづかしい.短期間の近似的な状態
比較にたっか，段階個別の平均価格を基礎資料とする方法によって把える しかない.第
1，第2の要因にもとづく変動を除けば，第 3の要因にもとずく増価が求められることに
なる.
S 8 立木育成勘定，すなわち，育林原価は， “購買価格"基準による測定であり，歴史
的原価，取得原価によって構成される. しかし，生産の長期性のために，貨幣価値変動，
個別物価変動が大幅におこなわれ.原始取得のままでは，再生産維持のための原価を十分
に補償することができなくなる.
従って，理論上は157)158)，貨幣価値の変動に対しては，購買力原価をとり，個別物価の
変動に対しては，再生産原価をとる必要が生ずるのである.両者を同時にとる場合には，
再生産原価と取得原価との差は，購買力原価によって二分され，取得原価と購買力原価と
の差は，仮装的実現可能節約分として，再生産原価と購買力原価との差は，実質的実現可
能原価節約分として概念づけられる.
評価修正の時点においては，再生産原価と取得原価との差が，“立木育成評価修正勘定"
に計上され，その結果として，評価修正時点における育林の再生産原価は，本来の立木育
成勘定分と立木育成評価修正勘定分の和によって示されることになる.評価修正分の対照
勘定としては， “実現可能原価節約"勘定ともいうべき勘定を設ける必要が生ずるが，購
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買力原価を基準として実質的部分と，仮装的部分とに区分する場合には，双方に妥当な勘
定に区分する必要がある.これらは，経過勘定として実現時点までの機能を果すことにな
る.
1) 再生産原価により立木育成勘定の評価修正
(借方)立木育成評価修正勘定 xxx 
(貸方)実質的実現可能原価節約 xxx 
仮装的実現可能原価節約 xxx 
2) 実現収益と対応する費用としての実現
(借方)実質的実現可能原価節約 xxx 
仮装的実現可能原価節約 xxx 
(貸方)実質的実現原価節約 xxx 
仮装的実現原価節約 xxx 
評価修正は，動態経済のもとでは日常化する傾向をもち，その量的変動 159)160)は以下
のようになる.育林投資は，有形固定資産の取得のごとく一時点に集中しておこなわれる
のでなく，分散して累加的におこなわれる点が異質である.
従って，立木育成勘定の評価修正は，投資開始時点より，評価修正時点までの毎期の投
資を基準とした評価修正の積み重ねが必要とな り，一定期間(t期と tー l期の間)での
立木育成評価修正勘定の変動方程式は次の通りとなる.
ムC，=ClIt_，(P
"
t-PlIt-，) 
ムC2=C2，t-1(P2，t-P2，t-1) 
ムCt-1=Ct-lIt-1 (Pt-1>I -P t-1>I-1) 
ムC=エムCi=:L;{C"t-1 (P"t-P"ト，)}
ムC:立木育成勘定当期発生高
Ci :取得原価基準による i年次における育林投下額(簿価)
(iは育林開始年次を 1として，以降年次は 2，3，…… t -1年次での投下額を
さす)
Gi:立木育成勘定(育林原価) の一般物価指数(各取得年次ごとに 100とする)
Pi :立木育成勘定(育林原価)の個別物価指数(各取得年次ごとに 100とする)
( iは Ciにおけると同じ，従って取得年次を基準とするには，各年次ごとの投
下額についてそれぞれ個別物価指数を求めねばならない.)
t 資料測定時点を示す.
また，一定期間(t期と t-1期の間)での仮装的実現可能原価節約についても同様に
修正を要し，
L'-，Cm= 2:;Cm>i =:L; {Ci，t-1 (G"i -G"t-1)} 
となり，一定期間(t期と t-1期の間)での実質的実現可能原価節約の場合も同様に
ムCr=:L;{C"t-1 (Pi>t-P"t→)一Ci>t-1(Gi>t -Gi>ト，)}
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となる.
これらの原価変動関係を経過的に線型で要約すると，次図に示した状態となる.
立木 育 成 a/cの 変動
価
格
~..:-;-
ー(a)
ー(b)
(ーc)
ーー (a)
lー (b)
ー(c)
t=l t=2 t=3 t=4 t=ll 
年
令
このように育林原価の実態はきわめて複雑であり， 一個の生産森林の形成は，通常の生
産施設の建設とは異な り， 年次をこえて， 原価の累加的な・追加的な投下によ っておこな
われる.従って，数十年の長期にわたる個別物価変動と貨幣価値変動に関する継続的な測
定の記録が必要とされ，実践的にも，種々の困難をともなうことになる.すなわち，個別
物価変動では 3 苗木 ・労賃などの要素価格に差異があらわれ，貨幣価値変動では，数十年
にわたる長期の経済変化を反映して，商品のウェイトが変り，一般物価指数の単純な適用
は不可能となる.また，同時に，個別物価変動と貨幣価値変動相互の差にも注意しなくて
はならない.購買力原価の範囲で再生産可能ならば，購買力原価を とるこ とも許容されよ
う.しかし，購買力原価の範囲で再生産不能ならば，再生産原価を採択しなければならな
いのである.
要は，再生産維持の立場から，時点・時点において，再生産原価を以て取得原価を評価
修正しつつ，実現時点において“再生産資金"を確保することになる.このためには，会
計測定の基本観念としては貨幣価値変動修正による購買力資本維持のみならず， 再生産を
保証しうるにたる実体維持 ・再生産維持を確立しておかなければならないのである.取得
原価修正は物価指数の slideという計量側面からだけでなく，現実の再生産可能性から生
産要素の実体的な調達を目 ざすものでなくてはならないのである.
従って，立木育成勘定の評価修正は，再生産維持を可能とする再生産原価を基準として
おこなう こと を第一義とし，結果として，貨幣価値変動，生産要素価格変動を包摂できる
ものであること が望ましいと いえるのである.実体維持の観点からは，立木育成勘定の評
価修正においては，再生産原価と取得原価の差を，再生産維持積立金勘定として一括計上
する方法がとられなければならないのである.
1) 評価修正時点における評価修正額すなわち，再生産原価と取得原価との差額を再
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生産維持積立金実現可能勘定として計上
(借方)立木育成勘定 xxx 
(貸方)再生産維持積立金実現可能勘定 xxx 
2) 立木育成勘定の評価修正額を，立木増価勘定より減額控除
(借方)立木未実現増価勘定 xxx 
(貸方)立木増価勘定 xxx 
3) 物価変動により，立木育成勘定に評価額減を生ずる場合，積立金のとりくずしを
おこなう.
(借方)再生産維持積立金実現可能勘定 xxx 
(貸方)立木育成勘定 xxx 
4) 3)にともなう調整措置
(借方)立木増価勘定 xxx 
(貸方)立木未実現増価勘定 xxx 
5) 販売実現の場合
(借方)再生産維持積立金実現可能勘定 xxx 
(貸方)再生産維持積立金実現勘定 xxx 
立木育成勘定の評価修正についての共通点は，立木販売可能時価より実現可能原価節約
分ないし再生産維持積立分を含めた再生産原価を控除した残額，すなわち立木増価勘定の
残高は，評価修正時点における“実現可能操業利益"の額を示すものと理解されることで
ある.従って，未実現ではあるが，実現を予想した場合においてどのような利益を生ずる
かについて，確実性の高い近似的な情報を与えるという特徴をもっといえるのである.こ
れは， 再生産原価を基準とする currentな利益概念を示すものであり，立木資産に体現
される生産の成果を純粋に示すとともに，同一価格水準での再生産維持と，分配可能利益
の限度を示すといえよう.
しかし，実現可能原価節約勘定を設ける方法においては，社会的な利害調整という観点
から，課税の公平性 ・不偏性などを保つために，一般物価指数の合理的な測定を前提とし
た購買力原価基準の採用にウェイトがおかれ，これを基準とした実質分と仮装分の区分に
よって，実質分，すなわち実質的実現原価節約分は，“操業利益"などとともに，“課税可
能利益"に包摂されるものとして位置づけられている.従って実質分にかかわる“再生産
資金"の確保は事実上は困難となるのであって，再生産原価を基準とする意味は最終的に
は失なわれてしまうのである.
育林の再生産維持のためには，currentな実現収益に対して currentな再生産費を補
償する措置，すなわち，再生産維持積立金勘定の方法により再生産資金を完全に確保する
配慮が求められるのである.
g 9 立木増価勘定は，立木資産額より立木育成勘定を控除した差額であるから，評価修
正は同一時点で一斉におこなわれねばならず， “未実現利益"の適正表示機能を果すべく
調整されねばならない.これは，立木資産の実現価額，実現可能価額に内包された自然増
価など諸要因の合計から，立木育成勘定に示される再生産原価に内包された構成諸要因の
合計を控除した差額であると認識される.
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従って，貨幣価値変動分については，立木資産全体の貨幣変動分から，立木育成勘定の
貨幣価値変動分を控除した差額が，立木増価勘定の貨幣価値変動分として配賦されること
になり，個別物価変動については，立木資産全体の個別物価変動分から，立木育成勘定の
個別物価変動分を控除した差額が，立木増価勘定の個別物価変動分として配賦されること
になる.
これは，概念的な配賦であるが，このようにして純粋に“自然増価"として指示されう
る部分は，まさしく，以上のごとく配賦された“立木増価勘定のなかでの貨幣価値変動分
および個別物価変動分とを控除した後の残余の部分"であるということができるのであ
る.
これらの関係を概念的に総括すると，次図のごとくになる，このように，“自然増価"
の会計的性格は，成長量に単価を付すというよ うな単純な性格のものではなく， 貨幣価値
変動と個別物価変動を超えて純粋に抽出される資産増価部分として把握されるのである.
立 木資 産 ajcの変動
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このように，立木増価勘定の実質は，貨幣価値変動，個別物価変動，自然増備の三元的
要素によって構成され，立木資産の販売 ・処分により生ずる実現利益，実現可能利益の多
元的性格が認識される.このよう な分析過程を経てはじめて育林の“利益"の構造が追求
され解明されうるのである.育林の“利益"の本質を把えることによって，その分配と帰
属に関する情報を提供しうるのである.実現利益を生じた場合には，仮想利益排除のため
1) 評価修正時点において，貨幣価値変動分を貨幣価値変動積立金実現可能勘定，個
別物価変動分を立木価格変動積立金実現可能勘定として計上
(借方)立木増価勘定 xxx 
(貸方)立木未実現増価勘定 xxx 
貨幣価値変動積立金実現可能勘定 xxx 
立木価格変動積立金実現可能勘定 xxx 
2) 販売実現時点において， 立木未実現増価勘定は立木販売益，貨幣価値変動分は貨
76 
林業における会計基準と会計測定に関する基礎的研究一一福岡 197 
幣価値変動積立金実現勘定，個別物価変動分は立木価格変動積立金実現勘定とな
る.
(借方)立木未実現増価勘定 xxx 
(貸方)立木販売益 xxx 
(値方)貨幣価値変動積立金実現可能勘定 xxx 
(貸方)貨幣価値変動積立金実現勘定 xxx 
(借方)立木価格変動積立金実現可能勘定 xxx 
(貸方)立木価格変動積立金実現勘定 xxx 
以上のすべての処理の関連のもとに，立木資産の実体価値の増減が客観的に把握され，
一貫した体系のもとで，実体基準二生産力基準の媒介による“実体計算方式"を展開する
ことができる.
第2節 実体基準の設定と会計測定(2 ) 
~ 1 現実の経営に対して実体基準を適用し，会計の測定を行なう場合には，不規則な複
数森林の集合が前提となるので，各森林単位について伐期に至るまでの期間で，前述の会
計的測定の原型K従った測定を行ない，次にそれらを全体としてトータノレ化することにな
る.
現実の経営がn個の複数森林をもち，各森林とも面積，蓄積，樹種，作業法ともそれぞ
れ異なり，各森林の実態が森林沿革簿その他の歴史的記録によって個別に確認されるよう
な情況のもとで，一定時点での各森林別の立木資産評価が行なわれるのが通常である.
従って，各森林とも不規則な配列にあるのが現実といえるが，設例上の整理として，森
林 l~Nはより Nへ向って，令級が漸次進んでいくこととし，森林 l は前期末伐採に
より伐跡地であり，期首では裸地として評価し当該期間で造林するものとし，他の森林は
期間を追って既に更新が行なわれ，立木が成立し成長しているものとする.
なお，立木育成勘定において， L;CT，i とあるのは，森林Tにおける第1期より第 t期で
の育林投下資本の集計を示し，立木増価勘定において， PN-rTHとあるのは，森林T
における第 t期における販売実現可能価額 PT，tより立木育成勘定ヨCT，i を控除した額
を示す.なお，第 t期末において販売実現可能となり，しかも販売実現可能価額が立木育
成勘定を超過するものとする.
期首・期末における立木育成勘定，立木増価勘定，および立木資産勘定は以下に表示す
る通りとなる.
(期首)
林分
E 
E 
立木育成勘定
O 
1 
:L;C 1 >i
2 
:L;CJ[>i 
I=l 
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立木増価勘定
O 
O 
O 
立木資産勘定
O 
:L;ClI，i 
エC][，i
エCT_lti
2:;CT • i 
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O エCT-lti
2:;CT>l 
2:;CT+1>1 
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T-l 
O 
PT+l.t -2:;CT+1>i 
T 
PT +1• t 
PI'-1>n-2 
n-2 
PN-1m-2-2:;CN-1>i 
n-l 
PNm-1-2:;CNm 
??
? ?
?
?
? ?
??
??
?
T十1
N-l 
PN.n-1 
t-2 t-l n-2 n-l 
Va'= 2:;C:n:>i + 2:;C][>i +……+ 2:;CT-1>i + 2:;CT>i + 2:;CT+l.i十…・・・2:;CNー1>i+ 2:;C~i. 
n-2 n-l 
十(PT+l"-2:;CT + 1 • 1)+ ・・ ・・ ・ ・十 (PN - 1m- 2 -2:;CN-1>i)+(PN.n-1-2:;CN.J 
N 
(期末)
立木資産勘定
2:;C 1•i 
2 
2:;C:n.i 
3 
2:;C，.i 
2:;CT _ 1• 
立木増価勘定立木育成勘定
O 
O 
O 
PT • t 
PT +1• t +1 
PT •t -2:;CT>i 
t+l 
PT+1>t+1-2:;CT+1•i 
n-l 
PN - 1•n- 1 - 2:;CN-1>i 
O 
PN-1m-1 
?
?
?
?????????????
」
?
? ? ? ?
??
?
?
? ? ?
??
?
?
?
?
林分
H 
? ?
T-l 
T 
T+l 
N-l 
PNm 
n 
Pli •n - 2:;CN • i N 
t-l t+l n-l 
ve'=iFFIH+1子'i+EFLi++FFT-hi+1ZFT，i+EF山 ++EFNI，t
n t+l n-l 
+2:;CN • i +(P刊- 2:;CT • i)+(P…刊一弓Cω)+.... . . +(PN- 1•n- 1- 2:;CN-1>i) 
n 
+(PNm-2:;CN>i) 
Ve'-Va'=C I.1+C :n: .2+C I! .3+ ・・ ・・・・ 十CT - 1 • t - 1+CT•, +CT+lH刊十・・・十CN_l>トl+CI'.n
+(PT•t -2:;CT•i)+ {(PT+1•t+1- P T+1•t)-CT+l> '+ 1} +……+ {PN-1m-l-PN-1m-2) 
-CN-l>n-d + {(PN.n-PN.n-l)-CN.n} =C 1.1 +C][.2+Cll時十…・・・+CT-lt_1+CT•t 
十(PT • ，ーヨC川+(PT山+1-P山，)十 +(PN-山-PN-1.n-2)+(PN.n-P N•n- 1 
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S 2 立木資産価額の増加は，期末と期首の残高の比較によ って示されるが，
価値的に分析すると，
199 
この内容を
① 立木育成勘定では，当該期間において，全森林 l~Nに対して行なわれた育林事業
のための資本支出 (Cj'1+C:n'2+CJ['2+……+CT-lt-1+CT，t +CT+lt+l +……+CN-l 
n-1十CN，n) だけ増加している.
② 立木増価勘定では，当該期間において，販売実現可能段階に入った森林Tについて
は，その立木育成勘定を超える立木増価分 (PT，t-L;CTd)が増加し， 既に販売実現
可能段階に入っていた森林T+l~Nについては {(PT+1' t+ 1-PT+1，t)-CT+1，t+d +… 
・・+{(PN-1，n-1-PN-1，n-2)-CN-ln-1}十(PNm-PN，ト1)-CN，n}だけ増加している.
③ 以上を総括すると，当該期聞における立木資産価額の増加は，価値的には，森林T
までの育林事業のための資本支出 (Cj ，1 +C]['2+C.i['3+・一 +CT-1，t-1+CT，t) と評価
転換点ならびにそれ以降の立木増価分 {(PT，t-L;CT'i)十(PT+lt+1-PT+lt)十・…..+
(PN-1，n-1 -PN-1，n-2)+(PN，n-PN，n-1)} よりなるということができる.
このような価値分析の立場からは，立木資産価額の増加は，経営に対する資本投下価値
と，経営による資本投下価値を超える販売実現可能価額による増加の結果として把えられ
る性質のものであり，単に物量的な成長量に一定の単価を乗じて求められる性質のもので
はない.各森林ごとに，その立木資産を形成する資本コストは異なり，しかも形成された
立木資産の商品性も異なるうえ，その正味実現可能価額を決定する伐出生産の条件，コス
トが異なり，販売方法も異なることを考えれば，成長量といえども画一的な条件にあるわ
けではなく，各森林ごとにその単価が異なるのが現実である.
現実の経営においては，立木資産価額の増加は， 立木育成勘定，立木増価勘定で示され
る構造的な価値関係を内包した性質のものであり，このような特質は立木資産が生産手段
であり同時に生産物であるという特質にもとづくものである.
従って，立木資産価額の増減は，単に成長量の増減，あるいは単価の増減としてのみ把
えられるのではなく， input価値， output価値の相対的な増減関係の結果として価値的
に把えられねばならないのである.また，過程的に生ずる未実現利益は，立木未実現増価
勘定として，最終的な実現利益とは区分して経理されるのである.実現利益は，販売実現
によってのみ計上されるのであり，従って，仮りに森林Nを現実に販売し伐採した場合，
次のような立木処分の経理手続を通してはじめて処分可能な実現利益が計上されることに
なるのである.
(借方)現金勘定九日
(貸方)立木販売高 PNm 
(借方)立木販売原価 PN，n 
n 
(貸方)立木育成勘定 L;CN'i 
n 
立木増価勘定 PN，n-~CN， 
n 
(借方)立木未実現増価勘定 PN，n-L;CN， 
n 
(貸方)立木販売益 PNm-L;CN'i 
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{~CN， i +(PN，n-~CN， i )} =PN，n 利 益
第4号
n 
PNm-~CN， i 
i=l 
(立木販売益)n n Ve'-{~CN，; +(PN，n-~CN， l)} 
立木資産は時価で評価されているから，ほぼ近似的に実現収益が得られ，立木育成勘定
に累積された歴史的な育林原価が費用として回収され，立木増価勘定に示された実現可能
利益は，実現により当該期間の実現利益として転換することになる.また貨幣価値変動 ・
個別価格変動が生じた場合には，立木育成勘定においては， currentな価格水準に従って
評価修正を行ない，再生産原価基準によ って， 必要な再生産資金の維持をはかり，さらに
処分可能利益を示す立木増価勘定を修正する.
このように現実の経営においては，立木資産の特質と生産の長期性をふまえつつ，各森
林単位の実態に即した評価によってその投資効果の測定が可能となり，価値二元性の認識
に立ちながら，動態的・過程的に実体価値の変動を把え，長期の会計的測定を継続的に行
なうことによって，客観性のある有効な情報を獲得しうるのである.
とくに，購買価格基準，販売価格基準の両方の情報をともに利用し，立木資産評価の時
点 ・時点で currentな実現可能収益を予想し，これに対応する currentな再生産原価の
維持を前提として， currentな実現可能利益を測定，表示し，立木の成長段階に応じた成
果を把えることが可能となるのである.
実体基準は，林業における会計的認識の統一的基準であり，その適用される経営形態，
経営種別を問わず，その具体的会計形態の基本原則となるものである.
第8章 総括的考察
~ 1 わが国における林業会計論の変遷
わが国における林業会計研究は， 日本資本主義の発展のなかで，林業に内在する所有の
階層性，生産の自然性などの諸特質を反映しつつ， 20世紀後半に入って，漸くその体系を
整えるに至った.
会計研究の前提は，会計慣行の成立であり，その基盤に資本制企業の発展があることは
いうまでもない.企業会計理論は所有主理論より企業主体理論，企業体理論へと発展を遂
げてきたが，これは会計の具体的実践の場としての資本制企業の質的変化によるものであ
り，会計研究はまさに資本主義経済の命脈とともにあったといって過言ではない.
明治以降，森林の私有化が進められたとはいえ，官業的林業，地主的林業の発展を除い
ては，依然として個別分散的小規模な所有関係のうえに立つ農民的林業が主体であり，商
工業におけるような，資本制企業の存在と，その資本循環の態様などを容易に林業に見出
すことはできず，僅かに初期においては，農家簿記との関連において，所得計算ないし財
産計算の範域で，山林勘定ないし立木勘定を見出すに過ぎなかった.
国有林野事業においても，明治以降， 一貫して，国の行なう財政会計制度の統制のもと
にあり，明治32年より大正10年にわたる国有林野事業特別経営時代に森林資金特別会計制
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度が設けられたのを除き，終始，一般会計を主体として推移し，歳入歳出計算が会計実践
の主体をなしていたので，企業会計方式の発展をはかる可能性と機会は少なかったといえ
よう.
従って，明治以降昭和初期に至るまで，林業会計研究は依然として簿記論の段階を出る
ことができなかったといえよう.
しかし，独占化の進行とともに，貨幣価値変動が激化し，この矛盾克服のために，林業
経営としても，再生産維持の観点、から，厳しい対応が求められることになったのである.
昭和期における林政は，従来の国有林，公有林中心から民有林中心に移され，農村不況
対策，民有林造林奨励，森林組合育成など資本主義経済の変化にともなう緊急の対策に比
重がかけられることになった.
昭和16年に至り，漸く，国有林野事業において，資本維持会計の研究が手がけられるこ
とになり ，林業会計研究は，この段階ではじめて実践的要請に裏づけられた転換点を迎え
るに至ったのである. しかし，こうした努力にも拘らず，林業会計論としては依然として
未成熱のまま推移し，多くの限界のなかで，模索段階を出ないまま本格的な戦後の研究へ
と継承されたのである.
戦後の研究は，静態論から動態論への転換を目指し，急速に進展する企業会計理論の後
を追って，その理論水準に到達せんとする努力の連続的過程であったと考えられる.従っ
てその会計研究の方法は，とかく，一般の企業会計理論の応用と適用に走り勝ちとなり，
それによって新たな理論の導入を競うという情況であった.
当然，この背景には，戦後における国際間の経済競争の現実があり，わが国も独占的な
資本主義体制の再編過程にあって，厳しい近代化，合理化が求められていたことは否定で
きない. しかも，木材資源の収奪的な利用のなかで，林業経営の矛盾は深まる一方であ
り，就中， 国有林野事業特別会計においては政策の要求に忠実な余り，企業会計方式の導
入後， 10年を経ずして，その展開に種々の行きづまりを来たしていた.矛盾克服のための
経営計画も，施業案の真の理念とかけ離れたものとなり，問題の解決は，会計の能力をこ
えた段階にたち至ったのである.
本来，会計はそれ自体として目的意識的技術なのであり，経営主体の目的設定の如何に
よってその手段としての内容を変える性格のものである.従って経営がその目的に矛盾を
もっ以上，それを解決するために， 企業会計の助けを借りようとしても矛盾の再生産に終
るだけで，本来的な解決をなしえないことはいうまでもない.国有林野事業特別会計制度
の合理化が，林業経営研究所，中森審の検討段階を経ても，なお，未解決なままであるば
かりか，ますます深刻な事態に立ち至っているのも，そもそも素材たる林業経営の特質を
ふまえた経営が行なわれていなかったためであり，その強固な壁が，林業会計理論の華々
しい前進をも妨げていたのである.
戦後における林業会計研究の流れは，筆者の立場からみれば，実現主義，形成主義の二
つの流路においてその主な業績を位置づけることができる.就中.その問題の中心は，立
木資産の経理と，立木成長の理解であり，この立場の如何によって，理論の内容が異なっ
ていたといえよう. しかし，戦後の一般的傾向として，前述したごとく，企業会計理論の
進展に合わせた理論の適用が主体であり，真に林業の特質を認識の中心とする立場からの
研究業績は少なかったように思う.
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そこで，筆者は，林業会計研究の基本方向として，林業の特質をふまえつつ，従来の会
計基準の林業への適用の限界をさぐり，これらの矛盾を超克するための新たな基準の設定
を目標においた.この過程において実現概念との結合と統ーをはかりつつ，戦後の林業会
計研究に一段階を画すべく意図し，その結果として実体基準に到達し，これを中核として
筆者独自の林業会計理論を展開するに至ったのである.
S 2 林業における実体基準の提起
工業においては， 一般に投資は，生産手段，すなわち特定の利潤目的のための設備，機
械，原材料の購買に対してと，労働力の雇用のための資金に対してとの，二つの分野に区
分して行なわれる.生産手段への投資によってもたらされる資産については，とくに固定
資産の場合には，減耗の都度減価償却費の形で費用化がなされ， 流動資産の場合には売上
の都度原価として費用化され精算されるのが通常である.
これに対し，林業においても，採取生産においては，その投資ならびに設備，機械など
の資本循環過程は，工業のそれとほぼ類似していると考えられ，その経理もほぼこれに近
いものとして存在しうると考えられるが，育林生産においては，所有目的，資産造成目的
のために投資がおこなわれている場合が多く，直ちに企業会計の対象となりえないばかり
でなく ，更新のための一定期間を経過すれば，あとはほとんど自然力に依存する生産であ
り，その取得資産たる立木資産は，要減価償却資産としての固定資産とは異質であり，減
耗とは逆に増殖，増価する性格の自然増価資産である.
林業会計における問題事項としては，①計算期間の長期性，超長期資本計算の必要性，
②立木資産の自然増価性，③財務管理意識の停滞性，④価格変動と経営管理指標の不安定
性，⑤利益管理の限界性，⑥立木資産は生産遂行のための生産手段であり，生産の成果た
る生産物でもあるというような資産の二元性，などが挙げられる.これらの特質の故に，
企業会計における一般原則の単純な適用には限界があり，従ってこれらの特質を包摂しつ
つ，その矛盾を解消しうる独自の会計基準の設定，つまり特殊産業会計としての基準が必
要と考える.
現実の林業にかかわる会計，簿記の展開は，林業の特質とその所有・経営主体の階層性
などを反映して，きわめて多様的多元的におこなわれている.
小規模所有・経営においては，農家簿記の発展とともに，備蓄財産として，立木資産の
所有，管理が位置づけられており，大規模所有 ・経営，生産森林組合，財産区などの共同
形態の経営においては，出資者，債権者などの利害関係者に対する報告義務にもとづき，
労働の雇用，収益の配分，資産の公正な管理の視点から，財務上の何らかの合理的な方法
の擁立が要請されている.総じて立木資産経理について合理的な方法の確立と選択が迫ら
れているといえよう.
このように，小は農民的所有・経営から，大は産業資本などの所有 ・経営にいたるま
で，その具体的会計形態 ・会計現象には格差が存在しているが，その根底には，立木資産
という特殊資産に対する会計方法の確立と，それにもとづく資産管理の実践という普遍的
な課題の解決がせまられていることを否定できない.立木資産の認識と評価こそ，林業会
計の本質を規定するものである.
これらの課題の解決のためには，林業における資本循環過程とその形態をいかに把える
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か，林業の成果をいかなる性格のものとして認識すべきか，また，それらの認識のもとで，
どのような経営管理基準を設定すればよいのか等の基本的障害を克服することが必要であ
り，林業の価値増殖過程・自然増価過程を会計理論の立場に立って解明するに当つての必
要不可欠な基本的条件ともいえるのである.
立木資産は，固定資産と流動資産の両面の性格を有するものの，いずれか一方の範域に
属せしめることの矛盾は避けがたいと考える.
立木資産は固定資産のごとき減価償却資産と異なり，価値増殖資産であり，その自然増
価現象は，会計理論一般の研究においても，特殊な現象として理解されている.つまり一
定の令級に達するまでは販売は余りおこなわれず，もっぱら成林への物質代謝の反復に過
ぎないが，間伐以降などで、は商品性が生まれ，販売可能段階に入れば，販売準備資産とし
て，製品，仕掛品のごとき流動資産の性格を現わしてくるが，この段階でも，工業製品の
ごとく特定の生産終了点を定め難く， しかも stock としての期間が長期にわたり，工業
製品，一般商品のごとく短期的流動は通常は望みえず，流動資産としても取り扱い難き面
をもっ.
かように立木資産は，生産手段として存在すると同時に，生産物としても存在すること
により，生産手段としての資産の性格のもとでは，将来の費用のたまり場であるといえ，
生産物としての資産という性格のもとでは，販売により価値実現の可能性をもっ将来の収
益のたまり場であるといえるのである.
すなわち立木資産は，それ自体として，段階的にではあるが，かかる二元性を具備した
特殊資産であるといえ，会計理論において日常的に認識される資産の常識とは異なり，そ
の二元性の露呈は従来の会計理論における資産の本質観の変革にかかわる問題をも提起し
ていると考えられる.
立木資産の特質にかかわる会計上のいくつかの困難を前提とする限り，単に実現収益を
収益とし，これに対応する原価を費用とする限りでの実現概念の適用では，長期動態的な
立木資産価値の変化を把えることはできないと恩われる. しかし，だからといって，工事
進行基準などの適用によって，他産業において行なわれているごとく期聞に収益を平準化
するといったような，形成収益の計上も，未実現の収益である限りでは，処分上の問題を
生ずるし，対応する費用の期間配分にしても他産業におけるごとく単純機械的に行なうこ
とはできないと考える.すなわち，林業会計研究においては，これらのいずれの概念の適
用においても限界を生ずることを否定出来ない.かくして，従来の会計基準の適用限界性
を明らかにし，立木資産の特質に適合した新たな会計基準としての実体基準設定の意義が
生まれるのである.
実体基準は，①立木資産の価値二元性にもとづき，成長段階に応じた評価ならびに会計
測定を行なうためのものである.⑧立木資産の価値二元性に対応して購買価格基準，販売
価格基準をともに一体的に採択することによって，実体価値を把握しうる.③すなわち，
購買価格基準をとることによって，立木を育成するに要した育林原価を明示し，同時にこ
れを基準として currentな再生産原価をも補償する機能を果しうる.また販売価格基準
をとることによって，実現可能時価にもとづく客観的な予想、収益を明示しうる.④さらに
両基準の比較対応とその総合によって，立木資産より生じうる立木増価の測定を可能とす
る.さらに貨幣価値変動，個別物価変動などの経営環境条件の変化に流動的に対応する措
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置をとることによって，実現可能利益の測定が可能となる.このような評価の systemと
会計測定によって，立木資産の特質に適合した再生産維持，給付能力維持のための有効な
会計情報が獲得されうると考えるのである.
なお，実体基準の具体的実践的会計形態については，経営主体についての様々な発展段
階に応じた対応形態が考えられなくてはならないし，また現実にそのような情況で対応形
態が生まれるものと考えられるが，いずれにもせよ，それらの会計観の基底をなすものと
して実体基準が位置づけられるのである.
現実に小規模所有・経営では，農家簿記論の段階にあるとはいえ，この範障でも，価値
増殖経理を行なうことは可能であり，このなかで，実体基準は，投資原価の把握と，販売
可能時価の把握によって，資産管理目的に適合した会計情報を与え，その実践が可能とな
ろう.
大規模所有・経営その他協業経営などでは， 1新次，経営の発展と経営 entityの確立に
ともない資本制的企業会計方式の適用が追求され，経済変動の拡大とともに， “時価評価
論"への接近が急速に求められよう.
実体基準は，こうした要求に対し，多元的な評価能力によって適応しつつ，有効な会計
情報を提供することを可能とする.
~ 3 林業における会計測定の基礎概念
会計の目的は，個別資本の運動を価値的，計量的に把握し，いかなる機構のもとで，資
本の投下・回収，利潤の形成・実現がおこなわれるか，その実体を解明するところにあ
る.
従って，その測定の対象は，“資本循環"過程としての，資本投下過程，資本機能過程，
価値実現過程における資本の変動，財貨・用役変動のすべてである.
かように資本の制度としての会計は，経営維持に必要な措置を前提として，資本に対す
る利益分配可能性を測定する手段であり，投下資本と回収資本との対比，費消価値と給付
価値の対比などを基礎とし前提とする.そもそも，経営における価値認識にあっては，根
源的には，費消価値と給付価値の二元性に立ちながらも，その両者を全くの対立物として
把えるのではなく，一定の因果律のもとに，統御されるものとして，つまり両者は資本の
機能化から価値の実現化への変換として，統一的な路線を歩むものとして把えらるべきも
のなのである.
従って，経営に投下された資本は，その投下形態の如何を問わず，まず，生産の諸性質
に従って現実に種々の機能形態を以て存在し，効用を生み出している.従って，これら費
用財の原因能力=生産能力の現在貨幣等価額は生産における実体価値を示していると考え
られ，さらにこれから創出される新たな給付，用役価値，すなわち効用たる給付財の価値
ニ新たな社会的評価基準による現在貨幣等価額は，新たな給付，用役の実体価値を示して
いると考えられるのである.
かくして会計は経営における経済的資源の実体とその変動にもとづき，一定の因果連鎖
にみちびかれる価値の認識と評価をおこなう systemとして性格づけられるのである.つ
まり，会計は，経営主体の支配領域での経済事象を“本体"とし，その貨幣数量化，情報
化を“写体"とする識別関係，伝達関係の明示を機能とし，経営における“効用差分"を
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“貨幣差分"に変換する機能をもつものといえるのである.
従って会計は，経営における経済的資源の実体価値を基礎とし，その有する効用実現
性，効用可能性を， 多元的価値基準(“購買価格"基準， “販売価格"基準の両者の包摂を
含め)から認識し評価し，本体としての“効用差分"を写体と しての“貨幣差分"に多元
的に変換しうる統一的計算 system(伝統的な資本計算からの離脱)であるといえるので
ある.
かかる観点から経営の資産は，経営における給付，用役(能力)の実体価値の統合体で
あり，効用実現性，効用可能性の統合体であるといえるのである.
さて会計の対象たる林業は，自然力を抽出・培養する森林再生のための育林生産と，立
木の伐採，素材の生産，搬出を主体とする採取生産よりなり，立木形態から素材形態への
転形を通じて最終的な価値実現がなされる.
育林生産の収益たる立木販売収益といえども，現実には，素材の生産と販売を通じて完
全に実現する性格をもち，採取生産に至らず，立木販売にも至らぬ育林生産過程にあって
も，利用伐期令に到達すれば，採取生産を前提として，素材市場価格から必要な生産原価
などを差し引いて実現可能立木価格を推定することができるのである.従って，現実の林
業においては，単に育林生産に限定されず，育林・採取両過程のかかわり合いのなかで経
営が成立しており，林業主体の性格，その経営領域に即して，立木資産の経理が位置づけ
らオもることになる.
さて，一般の資産分類法の基準に照応して立木資産は特殊な性格のものとして位置づけ
られる.立木資産は，経営活動のための費消財的性格をもち生産機能を果す使用資産であ
るとともに，新たな給付価値，用役価値を生む給付財的性格をもっ取引資産である.長期
にわたり経営において生産機能を果し，立木という具体的可視的な実体としてとどまる点
で有形資産の性格をもった固定資産であり，同時に販売を目的として生産され在庫されて
いる点において，棚卸資産の性格をもった流動資産である.
しかし，一般の商工業を対象とする資産分類一企業会計原則に従った資産分類の適用で
は，長期にわたる立木資産の成長変化の態様をすべて把握することは困難であり，固定資
産と流動資産いずれか一方に限定したり，あるいは，その双方に分属させたりする方向で
はなく，立木資産そのものに体現される特質を基礎に，これを一体として包括した統一的
な資産分類のための認識基準の設定が必要であると考えられる. 従って，筆者は立木資産
を既存の資産分類にとらわれぬ特殊資産とし，あらゆる成長段階を内包した独特の資産と
して位置づけ分類するこ とを提唱する.一般の企業会計原則が適用できぬ特殊産業に対し
ては，独特の特殊産業会計基準が存在しうる筈であり，立木資産を含めた林業もその一つ
であるといえよ う.
~ 4 林業収益の認識と測定
収益を，その実現過程において認識する立場に立つならば，たとえ生産の進行があって
も，立木が販売されなければ，収益の認識は行なわれないことになる.対価としての貨幣
の流入が客観的な事実として認められる以上，いかなる経営においても，実現収益の考え
方に対して矛盾をさしはさむ余地はない.販売実現時点の販売価格にもとづく実現収益を
収益とし，当該立木の取得原価を対応する費用として計上し， その差額を利益として認識
775 
206 山形大学紀要(農学)第6巻第4号
するだけである.
ただし，この場合でも，引渡基準と回収基準のいずれかを選択することになるが，立木
の取引に当っては，立木の伐採搬出前の引渡しは，特別の延払い契約がない限り，現金決
済と同時に行なわれるのが慣習であるから，取引の安全性，収益の安全性のうえで，回収
基準に従うのが通常であるといえよう.
しかし，仮にこのような会計基準の純粋性を満足せしめたとしても，適用の対象たる林
業の長期生産の性格から，果して実現収益を実現年度のみのものとして帰属せしめること
が妥当か否かの問題が生ずるのである.そこで，長期的な収益認識の基準の適用が問題と
されることになろう.
工事進行基準の適用に当っては，少な くとも三つの条件が前提とされている.その第 1
は生産の長期性，第2は契約を裏づけとする収益の確実性，第 3は費用見積りの確実性で
ある.第 1の条件は当然としても，第 2については，通常建設工事の進行は，契約にもと
づき，その履行のための行為として認められる限り，収益確認の客観性をもつものとされ
ている. しかし，立木では，そもそも販売実現時点での市場価格によってその収益が客観
的に決定されるのであり，これは事前の契約にもとづくものではない.第3についても，
建設工事と育林生産とには，技術体系に相異があり，工事進行程度の見積りについても，
育林生産では時間の経過と原価の発生とは比例的ではなく，しかも，自然性を基調とした
物量形成であり， 建築，造船のごとき人為的機構とは全く異なっている.かように，林業
に対する会計基準の適用には限界がある.
S 5 林業費用の認識と測定
林業における期間費用の確定と評価の立場は，実現主義による収益認識か，形成主義に
よる収益認識によるかによって相具している.
実現主義，とくに販売基準にもとづく場合には，販売実現収益に対する原価の対応によ
って期間利益を計算する方式が，最も基本的な損益計算方式となる.生産期間中に来実現
収益は計上されず，従ってこれに対応する費用も計上されることはない.この方式による
限り，林業の収益・ 費用の対応といえども，他産業と何ら異なるところはない.
育林生産についても，歴史的，継続的に，更新費，保育費，保護費などを取得原価とし
て記帳し，その簿価を明示すればよい.さらに貨幣価値変動に対しては購買力原価，生産
要素価格変動に対しては現在原価，再生産原価などによる修正計算を採用することにな
り，これに関連して，実体維持積立金法，後入先出法，恒常在高法などの適用が考えられ
る.
しかし，これらは，いずれも販売実現した currentな収益に対して currentな費用を
対応せしめるという措置に限られている.
形成主義の基準による期間収益の認識は，給付発生の事実にもとづいて行なわれ，これ
に対応して賦課すべき費用が計上される.費用の期間配分は，固定資産の減価償却法のご
とく，原価を進行率に応じて期間費用として配分するわけであるが，このための前提条件
を林業では満足しえず限界のあることは前述した通りである.
S 6 会計認識基準適用の限界
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実現主義は，林業の成果を最も客観的なものとして認識することができるが，この実現
収益に対応する原価主義的費用の内容には，きわめて問題が多い.歴史的原価の現実での
矛盾は，長期産業である林業においては，殊更に大きい.また，成果を生産の段階に応じ
て，各生産時点で捕捉するという点では，実現主義は何等これにこたえるものをもたな
い.育林の投資効果を，単に販売した年度だけで考えるという点でも矛盾を生じている.
経営の生み出す給付と用役は，本来，時点的なものではなく，過程的，経過的なもので
あり，こうした物の創造をふまえた段階的思考が形成主義を生み出している. しかし，成
立の基盤が，注文生産，請負生産のごとく安定した契約条件のもとにある以上，林業にお
ける販売収益の性格と，本質的に工事契約額とが異なる以上，収益・費用のいずれをとっ
ても，その配分，見積りを行なうことは不可能に近いといえよう.
かように，林業においては企業会計基準の一方的適用という形での会計方法論では，厳
しい限界を認めざるをえまい.すなわち，自然的調和と自然的制御というすぐれて自然的
な生産の性格をもち，しかも立木資産の特質を普遍的基盤とする林業においては，これに
真に適合する会計方法論の確立が求められ，林業主体の財産管理目的と，成果意識にも適
合するより高い relevanceと utilityをもった会計理論の確立が求められているのであ
る.この立場は，林業の現実と，その環境条件に対応した，ありのままの会計情報を， 日
常的に提供できるような存在論的な会計理論であると同時に将来の林業についての現実の
要請をも反映した目的論的な会計理論でもあり，これらの統一体でもある.
S 7 実体基準の設定と実体計算方式の開発
林業の会計測定においては，林業生産の特質，立木資産の特質によって，一般の企業会
計基準，実現主義，形成主義などの適用には少なからず限界がある.従って，立木資産の
実体価値の増減を客観的に把握し，生産給付能力を継続的発展的に維持するためには，既
存の基準をこえた新たな基準の設定が求められる.実体基準は，実体価値の認識と評価の
ための基準であると同時に，給付・費消の測定，成果測定の基準でもある.この基準は，
林業における実現主義，形成主義の適用限界性の追求のなかから到達した矛盾の克服とし
ての，現段階での結果である.実体基準は，効用差分(価値二元性)の原理にもとづき，
効用の実体基礎たる資産実体価値の測定を目的とする基準として，実現主義，形成主義の
概念の結合と統ーをはかるためのものである.
実体基準は，価値機能形態，価値実現形態に即して，“購買価格"基準，“販売価格"基
準の両者を内部基準として一体的に包摂する.購買価格基準は，生産のために費消された
価値を測定する基準であり，歴史的原価を根源として現在原価，再生産原価に至る対応領
域をもち，販売価格基準は生産により給付される価値を測定する基準であり，原則として
販売時価にもとづいている.
立木資産は，時間的，空間的にその態様を変える性格をもち，成長段階に応じた実体価
値の評価が必要であり，会計の成果測定機能を破壊しないための配慮としても，販売価格
基準を採択したとしても，その対極にある購買価格基準による費消原価の対応を客観的に
明示する方法をとる必要があるのである.従って，立木資産に関して，販売価格基準と購
買価格基準の両方の報告を同時に行なうことによって，成長段階に応じた評価と成果測定
に有効な情報が与えられるものと考える.
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評価と測定は，①実体価値の発生段階，②実体価値の形成段階，@実体価値の実現段階
に分けて行ない，立木資産勘定は販売可能価額により測定し，立木育成勘定は立木資産の
形成に要した育林原価により測定し，立木増価勘定は育林原価価値を超過した立木販売可
能価値の額=未実現増価にもと づき測定する.このような測定の結果として，立木資産の
動的過程を“実体価値曲線"として表示する.
なお，立木育成勘定については，生産の長期性のため，貨幣価値変動，生産要素価格変
動が大きく，再生産維持の立場から，再生産資金の完全な確保をはかるために，再生産原
価を基準として評価修正を行ない，歴史的原価との差額を再生産維持積立金として経理す
る.
また，立木増価勘定は，立木資産額より立木育成勘定を控除した差額であり，未実現利
益を表示する機能を果す.
しかし，立木増価勘定には， 貨幣価値変動，個別価格変動が内包されているので仮装利
益の排除のためにこれらを分離し，貨幣価値変動積立金， 立木価格変動積立金を設け経理
する.
なお，これらの積立金については，未実現段階では実現可能勘定，実現段階では実現勘
定として明確に区分し経理する.
以上のすべての経理の関連のもとで，立木資産の実体価値の増減が客観的に把握され，
一貫した体系のもとで，実体計算が展開されることになるのである.
現実の経営に対して実体基準を適用し会計測定を行なう場合には，不視則な複数森林の
集合が前提となるので，各森林単位について，伐期に至るまでの期間で，前述の原型に従
った測定を行ない，次にそれらを全体として統合することになる.このような立場から
は，立木資産価額の増加は，経営に対する資本投下価値の増加と，資本投下価値を超える
実現可能価額の増加の結果として，構造的な価値関係， input 価値， output価値の相対的
増減関係の結果として把えられる.持た，評価により生じている未実現利益は，立木末実
現増価勘定として，最終的な実現利益とは区分して経理し，立木販売の実現によりはじめ
て処分可能な実現利益として計上されること になる.これにより，貨幣価値変動，個別価
格変動などに対応する経理とあわせて適正な利益測定機能の維持が可能となるのである.
以上の通り，本研究は，林業の特質を前提として，一般の会計基準を林業に適用する場
合の限界性を追求し，この結果にもとづき，林業に適合する独自の会計基準を設定し，合
理的な成果測定の理論および方法の開発をおこなったものである.
参考文献(注釈を含む)
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778 
209 
農業簿記理論においては，立木資産の経理は大槻正男教授による京大式農家経済簿記，1934 
年(昭和9年)において，大植物勘定として財産台帳の固定資産の一部に計上されている.
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の会計処理について， 1966， pp 22-24) 
所得(利益)=立木売上高一立木売上原価ー保育費 ・保護管理費一拡大造林の地排等償却費一林
道維持費一販売費・ 一般管理費ーその他諸経費
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営研:中森審答申における立木の会計処理について， 1966， pp 6-7) 
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p 12刀)厳格な立場が回収基準 (現金主義)である.
117)会計の対象としているのは，経営における資本運動であり， K.M紅 x(cf.長谷部文雄訳 ・資
本論第1昔日第2分fl札 1951，pp 151-163)によれば，経営に投下された貨幣資本は価値増殖し，
循環する.すなわち， G'-G=gの算定を最も単純に示したものが，原価主義にもとづく会計
測定である.(G'は回収貨幣，Gは投下貨幣，gは利潤である.)
118)片野一郎:インフレ{ショシ会計の焦点， 1959， p 9，なお，貨幣価値変動修正については，第
5章第2節を参照のこと.
119) r工事完成基準は工事進行基準に比べて収益の計上時期が遅れ，完成年度に一時にこれを計上
するから，期間損益計算の正確性からいえば，不正確となるといわざるを得ない.ただ保守的
な会計処理を要求する見地と，期間損益計算の確実性を要求する見地から，工事完成基準が採
用Jされる.(cf.阪本安一:前掲書，p 100) 
120). r多数の工事を継続的に実施している時は，各会計期間に完成する工事の量はほぼ平均化する
こととなり，工事進行基準をとる場合と大差なき期間損益計算の結果が得られるJ(cf. 阪本安
一:前掲書，pp 100-101) 
121)中島省吾訳 :会社会計基準序説，1962， P 89. 
122)中島省吾訳 :前掲書， p 89. 
123)中島省吾訳 :前掲書， p 89. 
124)中島省吾訳 :前掲書， p 90. 
125}飯野利夫:現代会計学一般理論，1958， p 124. 
126)飯野利夫:前掲書，p 124. 
127)不破貞春 :会計理論の基礎，1964， p 228. 
128)篠田六郎 :林業会計における林資産に関する研究，1961， p 166. 
129)篠同六郎:前掲書， p 173. 
130)篠田六郎:前掲書， p 173. 
131)工事進行基準は一般に次の3つの条件がみたされる場合にのみ採用される.
rI.生産物が土木建築， 造船など完成に長期間 (数会計年度)を要するものなること.
2.注文生産などによる請負などであって，全体として得られる収益の額が確定していること，
& 生産物の完成に至るまでに要する費用の見送み額が， ほぼ確実に予定せられ， 後に至って
大きな修正を要するおそれがないこと .J(cf.阪本安一:前掲書，p 87) 
132)工事進行程度の見積りについては，二つの尺度がある.技術的尺度，経済的尺度である.r技術
的尺度による測定とは， 工事の出来上り歩合を技術者の測定する技術的基準によっ て見積っ
て，発生収益を把握する方法を意味する.また，経済的尺度による測定とは，全体工事を完成
するに至るまでの所要総費用の見積り額をもって測定尺度としてこれに応ずる収益を計上する
ものである.J (cf.阪本安一 :前掲書， p 87) 
133)経済的尺度によって工事収益を見積る場合には次式による.
工事収益当期計上額=総請負金額× 当期実際費用発生額
総工事費用所要見込額
134}飯野利夫 現代会計学一般理論， 1958， p 123. 
135)支出については 「全般的にその期の損益に関係をもっ場合，これを収益的支出という.これに
対して，この期の損益に関係をもたない支出は， これを資本的支出J(cf.阪本安一 :会計学辞
典， 1964， p 393)とする分類と 「支出の流れが，今期または将来の期間において費用の流れた
結びつく場合は，費用の流れはやがて収益の流れに転換するという意味において，これらの支
出は…-成果作用的と名づけ……今期においても将来においても企業の成果と関連を生じない
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ものがある.….・(1)成果作用的支出， (2)非成果作用的支出または中立的支出J(cf，.黒沢清:現
代会計学一般理論， 1958， p 23) の分類とがある.
136)法人税関係法令および取扱通達に定める山林所得計算に基く会計処理では，立木の売上原価は
個別原価決に従い，新植，人工下種，天然下種一種における地情費，種苗費， t番穫費は資本的
支出としている.なお，立木が購入された場合は，購入原価，再評価の場合は，再評価額を原
価としている.ただし，保育費，林野巡視， 成績調査，防火線，歩道の整備，山火警防，病虫
害防除，その他立木の管理に要する支出は当該年度の費用と している， (cf，林経研:中森審答
申における立木の会計処理について， 1966， P 22) 
137)税法上は，林道の新設 ・改良費は林地(森林原野)価格に算入し，林道維持費は，当該支出年
度の費用とする. (cf，林経研 :前掲書， P 22) 
138)原価計算については，昭和14年に 「軍需品事業場検査令」によって，原価計算要綱(陸軍)原
価計算準則(海軍)が制定されたのそ初めとして， 昭和17年4月1日に「原価計算規則」が制
定され，その後昭和23年3月2日物価統制令による「原価計算規則Jが制定され，現在，昭和
37年11月の「原価計算基準Jがその基本となっている.(cf，久保田音二郎:会言十学辞典，1964， 
p 239) 
139) Edgar O. Edwards， Philip W Be1 : The Theory and Measureroent of Business Incoroe， Un. 
iversity of California Press， 1961による損益計算機構では，A 当期操業利潤， B.:実質的
実現原価節約， C"仮装的実現原価節約， D 実質的実現資本利得 E 仮装的実現資本利得
とし，①従来の会計上の利益=(A+B+C)+(D+E)，②分配可能利益=A+B+D，③保
有利益=B+C+(D+E) とし，従来の会計の利主主ほ念と異なった利益概念を提示している
(cf，遠藤久夫 :現代会計学体系 l，1958， 0 399) 
140) Aroerican Acccounting 1;¥ssociation ; Accounting and Reporting Standrds for Corporate Fi・
nancial Stateroents 1957 Revision， No. 6 Inventory Pircing and Changes in Price Levels 
(April， 1954，では費消原価について r1. 当期間中に顧客に提供された製品及び役務の原価を
当期の諸条件にもとづいて報告する. 2. 期末に棚卸高中に含まれている原価を当期の諸条件
にもとづいて報告する.2 価格変動から生じた利得または損失を明示するJ(cf，中島省吾訳 :
AAA会計原則， 1969， p 138) 
141) Substanzerha1tungs-Rucklageといい K.Haxの提唱による，費用の評価を再調達価格により
行ない.実物的芯再生産力の維持をはかろうとしている.なお，二つの方法があり， 費用直接
評価法では，販売自の再調達価格で費用を直接評価し，取得原価との差額を実体維持積立金と
する.これに対して，積立金直接決定法では，資本比較法ともいうべき方法で，期首 ・期末の
同一量の棚圭1資産に投下されている資本の比較によって積立金の額を決定する.(cf. K. Hax : 
Die Substanzerhaltung der Betriebe， 1957， SS 148-178) 
142) K. Hax : Die Subustanzerhaltung der Betriebe 1957， S 51. 
143)売価棚卸法ともいい， 百貨庖等多数種類の商品を取扱っている企業では，商品を類別し， 売価
合計額から原価を推算する方法をとっている.(cf，渡辺進:会計学辞典， 1964， p 735) 
144) ドル価値法はアメリカ税法で認められており， ドル価値後入先出法ともいい，金額的に集合さ
れた棚卸資産に後入先出法を適用する方法である. (cf，渡辺進:会計学辞典， 1964， pp 705-
706) 
145)神戸大学編:会計学辞典，1964， p 164. 
146)， 147)神戸大学編:会計学辞典， 1964， p 164. 
148)， 149)渡辺進:会計原理，1956， p 272. 
150)島村剛雄:資産会計論， 1966， P 81. 
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151)宮上一男:アメリカにおける企業会計原則の変化(会計85巻)1963， p 02. 
152)成長に見合う育林費用については，基礎在高法を前提として，成長分に見合う立木売上高を期
間収益とし，成長分に見合う立木の伐跡地の造林，保育費を期間費用とするのが通常であっ
7こ.
153)飯野利夫:前掲書， p 163. 
154)大山孝夫:所得税の計算と理論， 1970， pp 213-219 
155) r毎年大蔵大臣が定める一定率を用いて，次の算式により必要経費の金額を算出してもよいこ
ととされている.これを，概算経費控除という(措法30).(収入金額一譲渡費用)x一定率+譲
渡費用=必要経費の額.
(注) 1.昭和44年分についての一定率(慨算経費率)は， 30%として告示されている.
2. 譲渡費用とは伐採費，運搬費，仲介手数料その他の費用をいう ・J(cf.大山孝夫.前掲
書， p 215) 
156)時間基準は収益の発生が時の経過によって確実に行なわれ，また予定される場合にとり入れら
れる方式である 収入地代，収入家賃，収入利息などのように確定的に収入を確認できる場合
に限られる.(cf.阪本安一:近代会計学大系， 1968， pp 92-94) 
157)遠藤久夫:苦悶する会計一学説展望，現代会計 1，1969， P 136-142. 
158) E. O. Edwards :“Depreciation Policy under Changing Price Levels"， The Aαounting Re-
view， April 1954， pp 267-280. 
159)遠藤久夫:苦闘する現代会計一学説展望，現代会計 1，1969， pp 153-154. 
160) E. O. Edwards :“Deprciation Policy under Changing Price LevelsヘTheAccounting Re 
view， April， 1954， pp 267-380. 
Summary 
The tendency of forestry accounting. 
In the laUer half of the twentieth century， the studies of forestry accounting 
in Japan hane formulated with much difficulty the system reflecting the hierar-
chy of ownership of forest land and the speciality of natural production. 
The most important proposition of accounting studies is the existence of the 
accounting traditions. 
However， inthe forestry of Japan， the individual dispersive farmer's business or 
small forest owner's business have occupied the greater percentage of forest bu-
siness， excepting national forestry business and large forest-owner's business. So， 
wecould not find out with ease the existence of the Capitalist's big business. 
On account of these circumstances， for many years， the studies of forestry accou-
nting have not been actively engaged in giving assistance in connection with the 
administrative problems of forest-owners. So， recent1y， forestry accounting has 
arrived at the Iimit of its capacity. 
The stages of the development of forestry accounting. 
From a historical point of view， there were two stages in Japan in the process 
of the development of forestry accounting. 
In the first stage， ithad been taken for granted that bookkeeping was primarily 
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concerned with the farmer's business activity or forestowner's business activity， but， 
first， there were many cases of owners who were not carrying on any systematic 
business activities， whose income was derived from agricultural production， fo岨
restry production， wages or salary receipts， and interest on savings ac∞unt， and 
whose assets consisted of pocket cash， household equipment， farm land， forest land， 
other production belongings and residence. 
For the above reasons， the farmer's business or small forest-ownr's business 
had the limit of forestry production or of business activity. 1n this situation， the 
need for extensive accounting records and financial reports was not intensive. 
1n the second stag巴， as varying degrees of the development of capitalistic econo. 
my， national forestry business， large forest-owner's business have great1y chan-
ged in character， not only because of differences between the fields of various 
managements but a1so because of differences in scale， methods of operation， sc-
heme of organization， and so 01. So， this fact raised the problems of the need for 
preserving forest capital and observing its operating data. 
The special account of national forestry business. 
1n particular， the management of national forestry business has been interested 
in operating business history， productive performance， financial results， and to sa-
tisfy this managerial accounting a range of facts regarding the activities of fo・
restry business must be provided， insofar as th巴secan be expressed in financial 
terms. Examples of such data : the selling value of timber asset declined to cus-
tomers ; the cost of silvicultural materials aquired and consumed; the cost of 
emp10yee services ; the value of forest accumulation. 
These kinds of accounting data are of utmost importance， both for the purpose 
of maintenance of buiness entity， and for the purpose of scientific planning and 
control of forestry production. 
Our national forestry business has prepared， atleast annually and in some ca-
ses for each planning term， income statement and balance sheet. 
The revolution of forestry accounting. 
However， inthe field of forestry accounting， itshould be recognized that there 
may be various specialities of production and limitations of capita1 accounting. 
After the World War I， inthe field of forestry accounting， the dynamic theories 
have been rapidly replacing the static th 
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The creationof new original accounting basis. 
The major purpose of this research is to construct the original fundamental the-
ory of forestry accounting through critical consideration of forestry accounting 
studies which have been established in the twentieth century， and as the result 
of this research， from the standpoint of creation of original accounting basis， 1 
set up the new accounting basis and called it the substance basis. 
I can say with certanity that this substance basis is beyond the limit of existing 
accounting basis and it combines the realization basis with the accrual .basis. 
There were these two tendencies in the studies of forestry ac∞unting， .but 
there were many difficulties in the application of these basis， owing to the spec-
ialities of forestry. 
The speciallities of forestry and the nature of timher assets. 
The specialities of forestry are given as under. 
① The accounting period is too long. 
@ Timber assets grow up yearly， so the value of them increase yearly acco・
rding to the stage of natural growth. 
@ The consciousness of property management of forest-owners is poorly behind 
the times. 
④ The price of timber is subject to wide fluctuations. 
⑤ The control of managerial profit has much limitations. 
⑥ Timber assets are OOth products and the means of production. 
1 think that timber assets can be classified as the special assets outside of the 
common assets in accounting. 
The nature of timber assets has some resemblances to both fixed assets and 
floating assets. 
Timber assets， however， are not depreciable assets as fixed assets， but accrual 
assets. 
So， itwould be reasonable to locate them intermediate between fixed assets and 
floating assets. It is important to remember that accounting principles are not 
rigid. They are constantly evolving， being influenced by forest-owner's business 
practices and specalities of timber assets. 
The limits of application of accounting basis to forestry accounting. 
From the standpoint of realization basis， the sale is a step in the series of ac-
tivities at which is generally regarded as realized. The point of sale is generally 
regarded as the point of revenue realization. 
It is the point at which conversion takes placean exchange of timber assets 
for industrial business or broker business， and conversion is regarded as evidence 
of realization， and it is the point at which the amount of revenue is， in the no-
rmal case， objectively determinable from a sale 
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owing to accretion， the recognition of revenue will be postponed until the point 
of sale. 
However， when the execution of production extends into several tens accounting 
periods as forestry production， there may be a question as to whether the income 
statements fairly reflect the results of operations during these periods if the entire 
revenue is reported in the period of sale. 
The criterion of rea1ization is another example of preference for objectivity. But 
at the present time， conservatism is a less potent force. 
Revenue may be received before it is earned， as in the case of rent collected in 
advance. Because there may be a lapse of time between thedate wheri revenue 
is received and the date when， inaccordance with accepted accounting procedures， 
it is regarded as earned， there may be unearned revenues and earned revenues. 
If goods are being manufactured under a cost-plus contract and the amountsof 
revenue applicable to completed portions of the contract are determinable and the 
collection of revenue is reasonably assured， there is litle recommend postponing 
the recognition of revenue until the point of sale. 
In the shipbuilding or construction， more equitable and informative accounting 
may result， ifrevenue recognition is not delayed until the point of sale. 
However， from the standpoint of the percentage-of--completion method， itis di-
fficult to apply the preconditions of the percentage-of-completion method to fores-
try production， because of difference of productive process and technological sy-
stem between industry and forestry. 
The establishrnent of substance basis. 
As matters now stand， itis necessary for development of forestry accounting 
to consider the new original accounting basis and substance method for calcul-
ating出eresu1ts of forestry production， which can explain to the process of capital 
circulation. 
From the standpoint of maintenance of productive capacity and selling capacity 
of forestry business， itis probably well to say that this substance accounting 
method is prior to other methods as the fundamntal basis of forestry accounting. 
Substance evaluation and substance accounting measurement based on the su-
bstance basis are divided into three stages， namely， the procreation stage of su-
bstance value， the accretion stage of substance value， and the realization stage of 
substance value. 
Through these stages， as the criterions of substance accounting a 
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Notes 
SIL : Silviculture Account， Cost of Silviculture (Historical Cost)， and Va-
luation Adjustment of Cost of Silviculture (Valuation Adjustment ow-
ing to current cost of reproduction) 
T. A : Timber Accretion Account (a market valuation in excess of cost 
of silviculture) 
V. T : Value of Timber Asset (Realizable value of Timber A時ets，Valuati-
on Adjustment owing to current price of timber) 
C. A : Cash Account 
S. A : Sales Account (the amount sold) 
C. T : Cost of Timber sold 
R. P : Realized Profit (Profit on sales) 
U. A. A: Unrealized Timber Accretion Account (Unrealized profit)' 
R. P. S: Reserve for maintenance of Reproduction 
R. P. S. U: Reserve for maintenance of Reproduction-UnrealizedReserve Acc。
unt (realizable cost savings) 
R. P. S. R: Reserve for Maintenance of Reproduction-Realized Reserve Account 
(realized cost savings) 
R. F. M. U: Reserve for fluctuations in monetary value， Unrealized Resrue Ac-
count 
R. F.M. R: Reserve for fluctuations in monetary value， Realized Reserve Ac-
count 
R. F. P.U : Reserve for fluctations in timber price， Unrealized .Reserve Account 
R. F. P. R: Reserve for fluctations in timber price， Realized Reserve Account 
1. Silviculture expense 
SIL xxx 
C. A x x x 
2. Timber accretion owing to a market valuation in excess of cost of silvic-
u1ture. 
T. A 
U. A. A 
note : U. A. A= V. T -SIL 
雪. Sale of tim ber asset 
(1) C.A 
S. A 
(2) C.T 
SIL 
T.A 
(3) U.A.A 
R.P 
xxx 
xxx 
xxx 
xxx 
xxx 
xxx 
xxx 
xxx 
xxx 
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4. Valuation adjustment of cost of silviculture 
(1) Reproduction cost> Historical cost 
SIL x x x 
R. P. S. U x xcx 
note : R. P. S. U = Reproduction cost -Historical ∞st 
(2) Adjustment owing to(1) 
U. A. A x x x 
T. A x x x 
(3) An appraisal loss adjustment 
R. P. S. U x x x 
SIL xxx 
(4) Adjustment owing tO(3) 
T. A x x x 
U.A.A 
(5) Realization of revenue 
R. P. S. U 
R. P. S. R 
xxx 
xxx 
xxx 
5. Valuation adjustment of timber accretion account 
(1) Division of timber accretion 
T.A 
U.A.A 
R. F. M. U 
R. F.P. U 
xxx 
xxx 
xxx 
xxx 
note: T. A=U. A. A+R. F. M. U+R. F. P. U 
(2) Rea1ization of revenue 
U. A. A 
R. P 
R. F. M. U 
R. F. U. R 
R. F. P. U 
xxx 
xxx 
xxx 
xxx 
xxx 
R. F. P. R x x x 
The effects of the application of substance basis to real forestry accounting is 
proved in the case studies in Yamagata Prefecture and Fukushima Prefecture by 
the present researcher. 
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